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第１部 総論 

 

１．序論 

１．本報告は、我が国が１９８５年に批准した女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に

関する条約（以下「女子差別撤廃条約」又は「本条約」という。）の第１８条の規定に基

づき国連事務総長に提出する第７回及び第８回報告である。本報告は、第６回報告作成時

点の２００６年７月から２０１３年１２月までの我が国における本条約の実施に関する進

展を中心に報告している。 

 

２．本報告の作成に当たっては、「第６回報告に対する女子差別撤廃委員会の最終見解」

（以下「第６回報告最終見解」という。）に留意するとともに、国連のガイドラインに従

い、公的な監視を行うとともに、市民社会との対話を行った。具体的には、第６回報告最

終見解への対応に関する政府の取組状況について、男女共同参画会議監視専門調査会で有

識者及び関係府省ヒアリングを実施し進捗状況の監視を行い、２０１３年１１月、「女子

差別撤廃委員会の見解への対応に係る取組状況及び同委員会に対する次期定期報告を準備

する際に留意すべき事項について」（以下「２０１３年１１月監視専門調査会意見」とい

う。）の取りまとめを行った。同意見の内容については、資料１参照。また、同年６月に、

本報告に盛り込む事項等について、地方公共団体、各種団体、有識者に対し書面で照会し

たほか、内閣府ウェブサイト、電子政府、Facebook等を用いて広報し、国民に対し幅広く

照会を行ったところ、提出された意見は、総件数４３１件（内 団体３８９件、個人４２

件）であった。さらに、同年１１月には、寄せられた意見に関連し、それらに対する主な

政府の取組について関係府省が説明し、市民社会と意見交換を行うことを目的として、男

女共同参画推進連携会議主催の「聞く会」を開催し、ＮＧＯ等から約５０人が参加した。

本報告はこうした意見も踏まえて作成している。 

 

３．我が国政府は、今後とも、本条約の締約国として女性に対するあらゆる差別を取り除

き、男女共同参画社会の実現に向けて努力する決意である。 

 

２．我が国の男女共同参画施策の推進状況と女性の現状 

（１）男女共同参画施策の推進状況 

ア）我が国の男女共同参画施策 

４．我が国は、１９９９年の男女共同参画社会基本法の制定、男女共同参画会議の設置な

ど国内本部機構の充実・強化、男女共同参画基本計画に基づく取組等を推進してきている

が、まだ道半ばの状況にある。このため、２０１０年１２月に「第３次男女共同参画基本

計画」（以下「第３次基本計画」という。）を閣議決定し、同計画に基づき、①女性の活

躍による経済社会の活性化、②男性、子どもにとっての男女共同参画、③様々な困難な状

況に置かれている人々への対応、④女性に対するあらゆる暴力の根絶、及び⑤地域におけ

る身近な男女共同参画の推進に関する視点を改めて強調し、これらの視点を前提にしたう

えで、①実効性のある積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の推進、②より多様な

生き方を可能にする社会システムの実現、③雇用・セーフティネットの再構築、及び④推

進体制の強化を、５年間の計画期間において早急に対応すべき課題として、取組を進めて

いるところである。 

 

イ）女性の活躍推進 
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５．特に最近の取組として、政府では２０１２年１２月に女性活力・子育て支援を担当す

る大臣が任命されるなど、女性の活躍を推進する取組を積極的に進めている。 

 

６．女性の力の活用や社会参画の促進が日本の強い経済を取り戻すために不可欠との認識

に基づき、全ての女性がその生き方に自信と誇りを持ち、輝けるような国づくりを目指す

との方針の下、２０１３年２月から、若者・女性活躍推進フォーラム等を通じて幅広い意

見を集めながら、成長戦略に盛り込むべき具体策の取りまとめを進めた。 

 

７．また、安倍晋三内閣総理大臣は、２０１３年４月、男女ともに仕事と子育てを容易に

両立できる社会の実現が重要との考えを示した上で、経済界に対し、女性の活躍の推進に

関して、①「２０２０年３０％」の政府目標の達成に向けて、全上場企業において積極的

に役員・管理職に女性を登用すること、②子どもが３歳になるまでは、希望する場合には、

男女とも育児休業や短時間勤務を取得しやすいようにすることの２点について要請を行い、

まずは、役員に一人は女性を登用することを要請した。 

 

８．それらを踏まえ、２０１３年６月に閣議決定した「日本再興戦略～ＪＡＰＡＮ ｉｓ Ｂ

ＡＣＫ～」（以下「日本再興戦略」という。）においても、女性の中に眠る高い能力を十

分に開花させ、活躍できるようにすることは、成長戦略の中核であるとして、５月に取り

まとめた若者・女性活躍推進フォーラムの提言を踏まえつつ、①女性の活躍促進や仕事と

子育て等の両立支援に取り組む企業に対するインセンティブ付与等、②女性のライフステ

ージに対応した活躍支援、③男女が共に仕事と子育て・生活を両立できる環境の整備とい

う３つの観点から、具体的施策を盛り込んだ。それらの施策は、関連府省庁や経済界等と

連携しつつ、従来の取組の強化・加速化、新たな取組の具体化も図っており、２０１３年

度中に可能なものから順次展開している。 

 

９．なお、男女共同参画施策の推進に関する具体的な取組については、第２部で記述した。 

 

（２）女性の現状 

ア）人口 

１０．我が国の総人口については、統計資料１参照。 

 

１１．出生数、出生率及び合計特殊出生率（その年における女性の各年齢ごとの出生率を

合計したもの）については、統計資料２参照。出生率の低下の主な要因は、晩婚化・晩産

化の進行、未婚率の上昇、夫婦が生む子どもの数が減少傾向にあることなどによるものと

考えられる。平均初婚年齢は妻２９．２歳、夫３０．８歳と、年々上昇している。また、

従来最も出生率の高かった２０代後半の女性のうち約半数が未婚であり、これまでは、結

婚した女性は平均すると２人以上の子どもを生んでいたが、１９６０年代生まれ以降のコ

ーホートでは、それ以前の世代に比べて低下傾向がみられ、完結出生児数も今後低下する

ことが見込まれている。一方、平均寿命は年々上昇しており、２０１２年には女性８６．

４１年、男性７９．９４年と世界最長水準にある。老年人口（６５歳以上人口）について

は、統計資料３参照。 

 

１２．こうした出生率の低下と平均寿命の伸長により、今後、人口減少及び少子高齢化が

進み、人口構造はたる型から逆ピラミッド型へ向け急速に変化していくものと見込まれる。

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」（出生中
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位・死亡中位仮定）によると、２０１０年以降の総人口は一貫して減少し、２０５０年に

は２０１０年の２割強減となる一方で、老年人口は２０４２年まで増加し続け、２０５０

年には２０１０年の約３割増と見込まれている。その結果、高齢化率は急速に伸び続け、

２０２５年には３０．３％、２０５０年には３８．８％となることが見込まれている。 

 

イ）教育 

１３．進学率については、統計資料５参照。女子の高等学校等への進学率（通信制課程（本

科）への進学者を除く）は、１９６９年以来男子のそれを上回っている。女子の高等教育

機関（大学、短期大学、専門学校）への進学率は上昇傾向にある。また、大学（学部）へ

の進学率は、依然として男女間で開きがあるものの、短期大学及び専門学校を含めた高等

教育機関における女子の進学率は、男子の進学率を上回っている。また、２０１２年にお

ける大学の学部における関係学科別の女子比率については、統計資料６参照。女子が過半

数を占めている学科は家政、芸術、人文科学、教育などとなっている。その一方で、女子

の占める割合が低い学科は、社会科学、農学、理学、工学などとなっている。高等教育面

においては、四年制大学、短期大学、専門学校、大学院等への進学率や専攻分野に男女の

違いが見られているものの、縮小する傾向にある。 

 

１４．学校管理職への女性の登用状況については、統計資料７参照。大学・短期大学にお

ける女性教員数、教員総数の中で女子の占める割合ともに増加傾向にある。 

 

１５．２０１２年の大学（学部）卒業者の就職率については、統計資料８参照。女子の就

職率は男子を上回っており、また、進学者等を除いた卒業生の中で就職する者の割合で見

ても、女子が男子を上回っている。 

 

１６．教育の場における男女の地位についての世論調査の結果については、統計資料３３

（２）参照。学校教育の場で男女の地位は平等であると考えている者は、職場や家庭生活

において男女の地位が平等と思う者と比較すると、割合が高いといえる。 

 

ウ）就業 

１７．女性労働力人口等については、統計資料９参照。労働力人口総数に占める女性の割

合は、１９９９年以降一貫して上昇傾向にある。女性労働力人口（１５歳以上の就業者及

び完全失業者）は、２０１０年をピークに減少に転じている。なお、女性の完全失業者及

び完全失業率は、２０１０年以降３年連続で低下している。 

 

１８．年齢階級別労働力人口比率については、統計資料１０参照。２０１２年の女性の労

働力率（１５歳以上人口に占める労働力人口）は４８．２％と前年と同率であった（男性

の労働力率は７０．８％）。年齢階級別にみると、２５～２９歳層と４５～４９歳層を左

右のピークとし、出産及び育児期の３５～３９歳層をボトムとするＭ字型の曲線を描いて

いるが、２００２年と比べると、１５～１９歳層及び２０～２４歳層を除き、労働力率は

高まっている。特に、Ｍ字の底であった３０～３４歳層を含む、２５～３９歳層で大幅に

上昇しているほか、５０～６４歳層の中高年層での上昇が大きくなっている。配偶関係別

の女性労働力率については、統計資料１１参照。前回報告時（２００５年）に比べ未婚で

はやや低下、有配偶、死別・離婚ではやや上昇し、有配偶の女性の約半数が労働力化して

いる。末子の年齢が３歳以下である有配偶女性の労働力率は、前回報告時に比べ９．３ポ

イント上昇し、４２．９％となっている。 

4 
 



 

１９．きまって支給する現金給与額等については、統計資料１３参照。２０１２年の短時

間労働者を除く雇用者の賃金をみると、依然として男女間の賃金格差は大きいが、着実に

縮小している。 

 

２０．このような男女間の賃金格差は、職階、勤続年数、年齢、学歴等の諸要因によって

もたらされており、特に職階と勤続年数の影響が大きい。また、勤続年数、年齢、学歴に

ついて条件を同一にした標準労働者（学校卒業後直ちに企業に就職して同一企業に継続勤

務している労働者）所定内給与額をみると、２０１２年において、大卒の場合、２０～２

４歳では男性を１００とした場合、女性は９６．６であり、最も差の大きい４０～４４歳

においては男性を１００とした場合、女性は８０．０である。 

 

２１．なお、パートタイム労働者（週間就業時間が３５時間未満の非農林業雇用者）に占

める女性の割合は６９．２％（２０１２年）と高い割合になっており、また、女性雇用者

総数の４３．７％（２０１２年）がパートタイム労働者として就業している。 

 

第２部 各論 

第２条（差別を撤廃する政策の追求のための立法等の措置） 

 

１．自国の政治的、社会的、経済的及び文化的活動に女性が男性と平等に参加することに

対し残っている障害、それら障害を克服するためにとられた措置 

（１）第３次男女共同参画基本計画の策定 

２２．政府は、１９９９年に男女共同参画社会基本法を制定し、男女共同参画社会の形成

に関する基本理念を定め、国、地方公共団体、国民それぞれの責務を明らかにしている。

日本国憲法第１４条においては、すべて国民は法の下に平等であって、性別により差別さ

れない旨を規定している。その上で、男女共同参画社会基本法は、「男女共同参画社会の

形成は」、「男女が性別による差別的取扱いを受けないこと」を「旨として行わなければ

ならない」とあり、差別の意図の有無に関わらず、その行為の受け手に着目し、「差別的

取扱いを受けない」ことが必要であることを規定している。 

 

２３．また、同法は、男女共同参画社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画である男女共同参画基本

計画を策定しなければならないことを規定している。これを受け、２０１０年１２月、政

府は第３次基本計画を閣議決定した。同計画の策定過程においては、国民各層に幅広く呼

びかけて意見・要望を聞き、女性団体、個人などから寄せられた多数の意見等を可能な限

り反映するよう努力した。また、第６回報告最終見解を踏まえて議論を進め、策定した。 

 

２４．同計画は、１５の重点分野（※）を掲げ、それぞれについて２０２０年までを見通

した長期的な施策の方向性と、２０１５年度末までに実施する具体的な施策を盛り込んで

いる。また、実効性のあるポジティブ・アクションの推進を挙げ、各重点分野において、

期限及び目標を定めたゴール・アンド・タイムテーブル方式のポジティブ・アクションを

導入した。成果目標は、２００５年に閣議決定した「男女共同参画基本計画（第２次）」
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（４２項目）の２倍近い８２項目（延べ１０９項目）を設定した。政治、司法、経済分野

など、これまで取り上げてこなかった分野や必ずしも積極的ではなかった分野についても、

政府は積極的に働きかけることとした。なお、統計情報等については、可能な限り、性別

データを把握することを盛り込んでおり、各府省において対応を進めている。 

（※）１５の重点分野（★は新設） 

① 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

② 男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革 

③ 男性、子どもにとっての男女共同参画★ 

④ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 

⑤ 男女の仕事と生活の調和 

⑥ 活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進 

⑦ 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援★ 

⑧ 高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備★ 

⑨ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

⑩ 生涯を通じた女性の健康支援 

⑪ 男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実 

⑫ 科学技術・学術分野における男女共同参画★ 

⑬ メディアにおける男女共同参画の推進 

⑭ 地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進★ 

⑮ 国際規範の尊重と国際社会の「平等・開発・平和」への貢献 

 

２５．政府においては、国内本部機構を強化するとともに、地方公共団体、民間団体等と

有機的に連携しながら、男女共同参画社会の実現に向けて取り組むよう推進体制の強化を

図っている。第３次基本計画においては、「第３次基本計画、女子差別撤廃委員会の最終

見解等の実施状況についての監視機能等の強化」を定めており、これを踏まえ、２０１１

年２月に監視機能の強化を図るため、男女共同参画会議は監視専門調査会を設置した。 

 

（２）主な法律の制定・改正 

２６．主な法律の制定・改正は以下のとおりである。 

①第２条関連 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律

（2007.7.11及び2013.7.3公布） 

・ストーカー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律（2013.7.3公布） 

・青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律

（2008.6.18公布） 

②第３条関連 

・障害者基本法の一部を改正する法律（2011.8.5 公布） 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（2013.6.26 公布） 

・介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（2011.6.22公布） 

③第１０条関係 

・教育基本法の改正（2006.12.22公布） 

④第１１条関係 

・子ども・子育て支援法（2012.8.22 公布） 

・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律（2007.6.1公布） 

・公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正
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する法律（2012.8.22公布） 

・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険

法の一部を改正する法律（2009.7.1 公布） 

・児童福祉法等の一部を改正する法律（2008.12.3 公布） 

・国家公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（2009.11.30 公布） 

・国家公務員の育児休業等に関する法律等の一部を改正する法律（2010.12.3 公布） 

・国家公務員の配偶者同行休業に関する法律（2013.11.22 公布） 

・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律等

の一部を改正する法律（2012.4.6 公布） 

⑤第１３条関係 

・母子家庭の母及び父子家庭の父の就業の支援に関する特別措置法（2012.9.14公布） 

⑥第１６条関係 

・民法の一部を改正する法律（2013.12.11 公布） 

・民法等の一部を改正する法律（2011.6.3 公布） 

・児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律（2007.6.1 公布） 

・児童福祉法等の一部を改正する法律（2008.12.3公布） 

 

（３）地方公共団体における施策 

２７．都道府県男女共同参画計画及び市町村男女共同参画計画については第６回報告パラ

グラフ３３及び３４参照。２０１２年４月現在、すべての都道府県が男女共同参画に関す

る計画を策定しており、市町村についてはその割合は７０．３％である。 

 

２８．公私立の女性センター・男女共同参画センター等における取組等については第６回

報告パラグラフ３５参照。 

 

（４）男女共同参画会議による監視 

２９．男女共同参画会議監視専門調査会は、２０１１年５月及び２０１２年９月、女子差

別撤廃委員会から報告を求められていた選択的夫婦別氏制度等の民法改正等についてのフ

ォローアップを行った。さらに、２０１３年４月の男女共同参画会議の決定を受けて、同

年５月から第６回報告最終見解への対応に係る取組状況の監視を開始し、２０１３年１１

月監視専門調査会意見を取りまとめた。 

 

３０．また、同調査会は、第３次基本計画において「今後取り組むべき喫緊の課題」とさ

れている「雇用・セーフティネットの再構築」及び「より多様な生き方を可能にする社会

システムの実現」に関する施策の実施状況について監視を行い、その結果を意見として取

りまとめ、２０１２年８月、男女共同参画会議に報告した。また、「防災・復興における

男女共同参画の推進」について監視を行い、２０１２年１２月、その結果を意見として取

りまとめた。 

 

３１．同調査会の前身である男女共同参画会議監視・影響調査専門調査会は、２００６年

１０月に「都道府県・政令指定都市における審議会等の委員についての国の法令に基づく

職務指定に関する調査検討結果について」を、２００７年３月に「多様な選択を可能にす

る能力開発・生涯学習施策に関する監視・影響調査報告書」を、２００８年６月に「高齢

者の自立した生活に対する支援に関する監視・影響調査報告書」を、２００９年１１月に

「新たな経済社会の潮流の中で生活困難を抱える男女共同参画に関する監視・影響調査報
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告書」を取りまとめた。以上の各報告書は、男女共同参画会議に報告され、それらに基づ

き、同会議において、政府に求める取組についての意見決定がされている。 

 

２．差別に対する法的救済手段の有無とその効果 

（１）苦情処理等に対する措置 

３２．内閣府は、男女共同参画に関する施策についての苦情の処理や人権が侵害された場

合における被害者の救済に関する取組を推進するため、国及び地方公共団体に寄せられた

男女共同参画に関する施策についての苦情処理情報等を把握し、毎年、男女共同参画会議

監視専門調査会へ報告している。また、苦情の処理に従事する者を対象にした研修を実施

するとともに、苦情処理ガイドブックの作成、配布、内閣府ウェブサイトへの掲載を行っ

ている。 

 

（２）人権侵害に対する支援サービス 

ア）法務省の人権擁護機関によるサービスの提供 

３３．法務省の人権擁護機関は、常設又は特設の人権相談所開設のほか、専用相談電話「女

性の人権ホットライン」を設置するなどして、相談を受け付けており、同電話からの相談

の担当者については、女性の相談者が利用しやすいよう、可能な限り女性の人権擁護委員

や、法務局の職員を配置することに努めている。また、上記の相談等を通じて人権侵害の

疑いのある事案を認知した場合には、所要の調査を行い、配偶者暴力相談支援センターや

警察等の関係機関との連携を図りつつ、事案に応じた適切な措置を講ずることによって、

被害の救済及び予防を図っている。 

 

３４．なお、政府は、新たな人権救済機関を設置するための人権委員会設置法案を、２０

１２年１１月、第１８１回国会に提出したが、同月の衆議院解散により廃案となった。人

権救済制度の在り方については、これまでなされてきた議論の状況をも踏まえ、適切に検

討しているところである。 

 

イ）日本司法支援センターによる支援サービスの提供 

３５．第６回報告パラグラフ４５参照。 

 

（３）司法分野関係者に対する研修 

３６．検察官に対しては、経験年数等に応じた各種研修において、「国際人権関係条約」、

「児童及び女性に対する配慮」、「男女共同参画」等をテーマとした講義を実施するとと

もに、日常の業務の中でも、上司が個別事件の捜査・公判を通じて個々の検察官に対し指

導を行っている。裁判官に対しては、各種研修・研究会において、継続的に国際的な人権

問題や女性の人権等の人権問題、セクシュアル・ハラスメントの防止､配偶者からの暴力等

に関する講演等を実施しており､今後も､このような取組に努めていくものと承知している。 

 

３．女性に対する暴力に関する情報 

３７．女性に対する暴力の取組の概要については第６回報告パラグラフ４８参照。 

 

（１）配偶者等からの暴力への取組 

ア）現状 

３８．配偶者（内縁関係を含む。）からの暴力検挙状況及び警察に寄せられた配偶者から

の暴力に関する相談等への対応状況については、統計資料１５及び１６参照。援助の内容
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（複数計上）としては、被害を自ら防止するための措置の教示が４，５３１件（前年比１，

２４０件増加）、住所等を知られないようにするための措置が９，４７５件（前年比１，

０５３件増加）となっている。 

 

イ）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の改正 

３９．配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「配偶者暴力防止法」

という。）については、２００７年７月に、保護命令制度の拡充、市町村の役割の強化等

を内容とする改正が行われた。また、２０１３年７月に、生活の本拠を共にする交際相手

からの暴力及びその被害者についても、配偶者からの暴力及びその被害者に準じて、同法

の対象とする改正が行われ、２０１４年１月から施行した。 

 

４０．また、配偶者暴力防止法に基づき、主務大臣（内閣総理大臣、国家公安委員会、法

務大臣及び厚生労働大臣）は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

に関する基本的な方針」を策定した。この方針は、同法に規定する個々の事項ごとに、制

度の概要と施策の実施に当たっての考え方等を記述しており、都道府県が策定する基本計

画の指針となるべきものであり、２００７年７月及び２０１３年７月の法改正に伴い改正

した。 

 

ウ）配偶者暴力相談支援センター等の取組  

４１．全国の都道府県等には、配偶者暴力防止法に基づき、２０１４年１月１日現在、２

３７か所の配偶者暴力相談支援センターが設置されている。 

 

４２．また、婦人相談所（全国４９か所：２０１３年４月１日現在）及び婦人相談員への

来所による相談については、統計資料１８参照。「夫等の暴力」が２７，４５３件と相談

件数の３４．１％を占め、相談主訴の第１位となっている（２０１１年度）。配偶者等か

らの暴力被害女性に対する婦人相談所の取組として、平日相談に限らず休日・夜間の相談

への対応、被害女性の心のケア対策、職員に対する専門研修の実施など、婦人相談所の機

能強化を図るとともに、被害女性に同伴児等がいる場合は、母子生活支援施設等への入所

など、被害女性の実情に応じた支援を行っている。また、被害女性の保護の充実を図るた

め、社会福祉施設や一定の基準を満たした民間シェルターに、婦人相談所の一時保護を委

託する制度を創設したほか、婦人相談所一時保護施設において、同伴乳幼児の対応を行う

指導員を配置した場合、経費の助成を行っている。 

 

４３．配偶者からの暴力被害者支援情報の提供については、第６回報告パラグラフ４０２

参照。内閣府は、２００８年度から２０１０年度まで実施した「配偶者からの暴力被害者

の自立支援モデル事業」の結果を踏まえ、２０１１年度において「配偶者からの暴力の被

害者の自立支援スタートアップマニュアル」を作成し、地方公共団体等に配布した。 

 

４４．「パープルダイヤル－性暴力・ＤＶ相談電話－」については、本条３．（７）で記

述した。 

 

４５. 一般社団法人 社会的包摂サポートセンターは、厚生労働省の補助金を受けて、一般

的な生活上の悩みを始め、生活困窮者、配偶者等からの暴力被害者などの相談先として、

２４時間３６５日無料の相談窓口（よりそいホットライン）を設置しており、日本語のほ

か、７か国語（英語、中国語、韓国語、タガログ語、タイ語、スペイン語及びポルトガル
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語）での対応を行っている。 

 

エ）警察の取組 

４６．警察は、ストーカー事案や配偶者等からの暴力事案を始めとする恋愛感情等のもつ

れに起因する暴力的事案につき、被害拡大の防止が重要であるとの観点から、ストーカー

行為等の規制等に関する法律（以下「ストーカー規制法」という。）や配偶者暴力防止法、

その他の法令の積極的な適用による加害者の検挙等のほか、ビデオカメラの設置等による

被害者と親族の保護措置等、組織による迅速・的確な対応を推進している。 

 

４７．２０１３年２月から新たな取組として、ストーカー事案や配偶者等からの暴力事案

の被害者が相談に訪れた際、事案の危険性や被害の届出及び警察が執り得る措置を図示し

ながら分かりやすく説明する「被害者の意思決定支援手続」を実施している。さらに、同

年１２月から、ストーカー事案や配偶者等からの暴力事案の被害者から、被害者本人や加

害者の性格等に関する項目についてアンケート方式で聴取し、危険性判定を行う「危険性

判断チェック票」等を活用し、その判定結果を警察が事案の危険性判断を行う際の参考資

料とすることとした。 

 

４８．また、被害者の負担を軽減し、かつ、二次的被害が生じることのないよう、相談等

の内容や被害者等からの要望等に応じて女性警察職員による対応が必要とされる場合に備

え、女性警察官等の体制及び教養を充実させることにより、夜間・休日を含めて対応可能

な体制の整備を推進している。さらに、加害者について、被害者の意思を踏まえ検挙する

ほか、加害者への指導警告を行うなど配偶者からの暴力による被害の発生を防止するため

の措置を講じている。被害者に対しては、加害者の検挙の有無にかかわらず、事案に応じ

て、必要な自衛措置等配偶者からの暴力による被害の発生を防止するための措置について

の指導及び助言を行っている。また、被害者の保護等につき関係機関・団体、関係事業者

等との連携を強化するとともに、広報啓発活動の推進に努めている。 

 

オ）人権擁護機関の取組 

４９．法務省の人権擁護機関は、配偶者等からの暴力を含む虐待をテーマとした啓発ビデ

オ等を作成、配布の上、貸し出しを行っているほか、女性の人権の擁護を訴えるため、「女

性の人権を守ろう」を啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、１年を通して全国各地

で、各種啓発活動を行っている。また、人権相談所や専用相談電話「女性の人権ホットラ

イン」のほか、ウェブサイト上に「インターネット人権相談受付窓口」を設けて、女性の

人権に関するあらゆる相談に応じ、被害者の救済に取り組んでいる。被害者の保護、救済

については第６回報告パラグラフ４０７参照。 

 

カ）日本司法支援センターの犯罪被害者支援業務に係る取組 

５０．日本司法支援センターは、配偶者暴力防止法の趣旨に基づき設置された協議会等、

相互に連携を図るべき関係機関・団体等を適切に把握した上で、これらの関係機関・団体

との更なる有機的な連携・協力関係の確立を促進している。 

 

キ）職務関係者への研修 

５１．内閣府は、全国の配偶者暴力相談支援センター等の相談員や相談員を管理する立場

にある職員を対象としたワークショップを実施し、地域における関係者の連携事例や先進

的な取組の共有・意見交換等を通じ、官官・官民の更なる連携強化等を図っている。また、
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女性に対する暴力の加害者及び被害者となることを防止する観点から、若年層を対象とし

た予防啓発教材を作成し、全国の教育機関等の関係機関に配布した。また、同教材を用い

て効果的な指導を行うため、女性に対する暴力の予防啓発指導者のための研修を実施して

いる。 

 

５２．警察は、ストーカー事案や配偶者等からの暴力事案の対策を担当する者を対象とし

た研修を実施しているほか、全職員を対象に、この種事案への対応要領等についての指導

を行っている。 

 

５３．裁判所は、各地方公共団体におけるその職員を対象とした研修会や各都道府県警察

におけるストーカー・配偶者暴力事案担当部署で業務に従事している警察官等を対象とし

た研修会等へ講師を派遣・推薦するなどしている。 

 

５４．厚生労働省は、婦人相談所職員等に対して、配偶者等からの暴力被害者支援に係る

研修を実施している。また、各都道府県が実施する婦人相談所職員等に対する専門研修に

ついて、費用の一部を補助している。 

 

ク）配偶者からの暴力の被害者である外国人女性の在留資格に係る取扱い 

５５．第６回報告パラグラフ４０９参照。出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」と

いう。）上、日本人、永住者又は特別永住者の配偶者としての在留資格を有する外国人が、

「配偶者の身分を有する者としての活動を継続して６月以上行わないで在留している」場

合や、我が国に中長期間在留する外国人（「３月」以下の在留期間を決定された者や、特

別永住者等を除く。）が、新規に本邦に上陸した日、在留資格変更許可等により中長期在

留者となった日又は届け出た住居地を退去した日から、９０日以内に住居地を届け出ない

場合には、当該活動を行わないこと又は住居地の届出をしないことについて「正当な理由」

があるときを除き、在留資格取消しの対象となるところ、配偶者からの暴力を理由として

一時的に避難又は保護を必要としている場合は、「正当な理由」に該当するとして、在留

資格の取消しを行わないこととしている。 

 

（２）ストーカー行為への取組 

ア）現状  

５６．ストーカー規制法に基づく対応状況については、統計資料１９参照。ストーカー被

害者の９０．３％が女性で、行為者の８６．９％が男性となっている。また、援助の内容

（複数計上）としては、被害を自ら防止するための措置の教示が１，８８４件（前年比３

１０件増加）、防犯ブザー等の被害防止品の教示又は貸出しが７０４件（前年比１６９件

増加）となっている。 

 

イ）ストーカー行為等の規制等に関する法律の改正 

５７．２０１３年７月ストーカー規制法が改正された。主な改正点は、①電子メールの連

続送信行為の規制、②禁止命令等をすることができる公安委員会等の拡大、③禁止命令等

の申出制度の新設、④警告及び申出による禁止命令等に係る通知制度の新設、⑤婦人相談

所等における被害者等の支援措置等である。 

 

ウ）警察の取組 

５８．本条３．（１）で記述した。 
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（３）性犯罪への対策の推進（強姦、強制わいせつ） 

ア）強姦・強制わいせつ 

５９．強姦及び強制わいせつの認知件数等については、統計資料２０参照。２０１３年の

件数は、２００５年と比べそれぞれ減少している。 

 

６０．警察における取組については、第６回報告書パラグラフ５２参照。 

 

６１．男女共同参画会議女性に対する暴力に関する専門調査会における調査検討について

は、本条３．（７）で記述した。 

 

イ）性犯罪被害者等の支援 

６２．内閣府は、性犯罪被害者等の支援のため、複数の地方公共団体と協力して、地域に

おける関係機関・団体間の連携を促進するための取組を行っている。 

 

６３．内閣府は、性犯罪被害者が安心して必要な相談・支援を受けられる環境を整備する

ために、地域の男女共同参画センターの相談員等を対象とした研修を実施している。 

 

ウ）犯罪被害者に対するカウンセリングの推進 

６４．警察は、カウンセリング技能を有する警察職員の活用に加え、精神科医やカウンセ

ラー、被害者支援団体等との連携によるカウンセリング委嘱制度を運用するなど犯罪被害

者のニーズに応じた適切なカウンセリングを実施している。 

 

エ）性犯罪者に対する取組 

６５．刑事施設においては、性犯罪者に対して、性犯罪につながる自己の問題性を認識さ

せ、再犯に至らないための具体的な方法を習得させることを目的とした「性犯罪再犯防止

指導」を実施している。 

 

６６．保護観察所においても、性犯罪者に対して専門的処遇を実施している。なお、刑事

施設において「性犯罪再犯防止指導」を実施した者については、刑事施設から情報を引き

継いで一貫性のある指導を行っている。 

 

オ）法務省における検討 

６７．性犯罪の非親告罪化等について、第３次基本計画において「強姦罪の見直し（非親

告罪化、性交同意年齢の引上げ、構成要件の見直し等）など性犯罪に関する罰則の在り方

を検討する。」等とされ、２０１５年度末までに法務省において検討することとされてお

り、これを踏まえ、強姦罪等の性犯罪に関する諸外国の法制度や我が国における処罰の現

状等を調査するなどの検討を行っている。 

 

（４）セクシュアル・ハラスメントの防止 

ア）職場一般における防止 

６８．雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「男女

雇用機会均等法」という。）は、職場におけるセクシュアル・ハラスメントを防止するた

めに雇用管理上必要な措置を講ずることを事業主に義務付けており、同法に基づき定めた

指針において、事業主は、①事業主の方針の明確化及びその周知・啓発、②相談（苦情を
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含む。）に応じ、適切に対処するために必要な体制の整備、③職場におけるセクシュアル・

ハラスメントに係る事後の迅速かつ適切な対応、④①から③までの措置と併せて講ずべき

措置を講じなければならないこととしている。また、事業主がこれらの義務に関し厚生労

働大臣の勧告にも従わない場合、企業名を公表することとしている。 

 

６９.さらに、男女雇用機会均等法改正法附則等を踏まえ、公労使三者構成の労働政策審議

会で、今後の男女雇用機会均等対策について検討を行い、２０１３年９月に報告を取りま

とめ、セクシュアル・ハラスメント対策について定めている現行の指針を見直し、①セク

シュアル・ハラスメントの方針の明確化及びその周知・啓発に当たっては、セクシュアル・

ハラスメントの発生の原因や背景を含めて周知することが肝要であることとしているが、

その原因や背景には、性別役割分担意識に基づく言動もあることを明記すること、②相談

対応に当たっては、職場におけるセクシュアル・ハラスメントを未然に防止する観点から、

相談の対象としてセクシュアル・ハラスメントの発生のおそれがある場合やセクシュア

ル・ハラスメントに該当するか否か微妙な場合も幅広く含めることとしているが、その対

象には、放置すれば就業環境を害するおそれがある場合や、性別役割分担意識に基づく言

動が原因や背景となってセクシュアル・ハラスメントが生じるおそれがある場合が含まれ

ることを明記すること、③事後対応について、行為者に対する措置と被害者に対する措置

とに分けて整理し、被害者に対する措置の例に「管理監督者又は事業場内産業保健スタッ

フ等による被害者へのメンタルヘルス不調への相談対応」を追加すること、④セクシュア

ル・ハラスメントには同性に対するものも含まれることを明記すること、が適当であると

したところである。厚生労働省は、今回の報告を受け、２０１３年１２月に指針を改正し

た。今後とも、法の履行確保に努めることとしている。 

 

７０．厚生労働省の地方支分部局である各都道府県労働局雇用均等室（以下「雇用均等室」

という。）に寄せられた男女雇用機会均等法に係る相談件数の推移については、統計資料

２１を参照。毎年２０，０００件程度の相談があるが、その半数程度はセクシュアル・ハ

ラスメントに関する相談である。 

 

７１．厚生労働省は、男女雇用機会均等法及び指針の周知徹底を図るとともに、事業主が

セクシュアル・ハラスメント防止対策を講じていない場合には是正指導を行っている。ま

た、同業種事業所でセクシュアル・ハラスメント事案が複数発生している場合や小規模事

業主を指導対象とする場合等、業種別、規模別に集団指導を行うことが効率的・効果的で

あると考えられる場合は、関係業種団体等の協力を求め、当該団体の会議の場等を活用し、

セクシュアル・ハラスメントが未然に防止されるよう集団指導を行っている。さらに、職

場におけるセクシュアル・ハラスメントによって精神的苦痛を受けた労働者からの相談に

対しては、雇用均等室に配置した、専門的知識・経験を持った雇用均等指導員も活用しな

がら、適切に相談対応を行っている。 

 

７２.なお、セクシュアル・ハラスメントによって精神障害を発病した時には、労災補償の

対象となる場合があることについて、医療機関や労使団体にリーフレットを配布すること

などにより周知を図るとともに、臨床心理士等の資格を持った担当者が労災請求に関する

相談に応じるなど、精神障害を発病した労働者が相談しやすい環境の整備を行っている。 

 

イ）公務職場における防止 

７３．国家公務員については、国家公務員のセクシュアル・ハラスメントの防止等を規定
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した人事院規則１０－１０（１９９９年４月１日施行）等に基づき、各府省は、部内規程

の制定、苦情相談体制の整備、所属職員への研修等の取組を行っている。 

 

７４．人事院は、各府省の職員のセクシュアル・ハラスメント防止への意識啓発を図るた

め、毎年１２月４日から１２月１０日までを「国家公務員セクシュアル・ハラスメント防

止週間」と定め、その期間に合わせて国家公務員セクシュアル・ハラスメント防止シンポ

ジウム及び講演会の開催等を行うとともに、監督者や新規採用者向けに、セクシュアル・

ハラスメントの防止等のパンフレットをそれぞれ作成し各府省に配布している。また、セ

クシュアル・ハラスメントに関する相談員を対象とした研修を開催している。さらに、セ

クシュアル・ハラスメントの防止等に関する職員の意識を高め、管理・監督者にその果た

すべき責務・役割について理解を徹底させるため、これまで各府省に提供をしてきた新規

採用者用及び管理者用の研修のカリキュラム例に加え、２００９年度には、新採用職員、

新任監督者及び管理者の各々に応じた内容の「セクシュアル・ハラスメント防止研修」を

開発し、各府省の人事担当者等を対象として実施している。 

 

ウ）教育の場における防止 

７５．文部科学省の取組については第６回報告パラグラフ６８参照。 

 

７６．現在、多くの国立大学法人は、セクシュアル・ハラスメントに対する相談体制の整

備等の自主的な取組を積極的に行っている。公私立大学に対しても、セクシュアル・ハラ

スメント防止に積極的に取り組むよう促している。 

 

７７．公立学校における取組については第６回報告パラグラフ７０参照。 

 

（５）性・暴力情報からの青少年の保護 

７８．第３次基本計画においては、メディアにおける性・暴力表現への対応として、広報

啓発の推進、流通防止対策の推進等、調査研究等に関する具体的施策を盛り込んでおり、

関係府省において取組を進めている。 

 

ア）第二次児童ポルノ排除総合対策の策定 

７９．政府は、児童ポルノを排除するための総合的な対策として、２０１３年５月、現行

法を前提に、政府として早急に行うべく施策を取りまとめた「第二次児童ポルノ排除総合

対策」を犯罪対策閣僚会議において決定した。これに基づき、国民、事業者、関係団体等

と連携の下、各府省庁において施策を推進している。 

 

イ）青少年インターネット利用環境整備法及び基本計画（第２次）、条例の制定 

８０．２００８年に制定された青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境

の整備等に関する法律に基づき、政府は２０１２年に「青少年が安全に安心してインター

ネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計画（第２次）」を決定し、

青少年がインターネットを利用して、青少年の健全な成長を著しく阻害する、性・暴力情

報などの有害情報を閲覧する機会をできるだけ少なくするための措置等に取り組んでいる。 

 

８１．青少年の保護育成に関する条例の制定については、第６回報告パラグラフ７２参照。 

 

ウ）違法・有害情報対策 
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（ⅰ）警察の取組 

８２．警察は、一般のインターネット利用者等から、違法情報・有害情報に関する通報を

受理し、警察への通報やサイト管理者等への削除依頼を行うインターネット・ホットライ

ンセンター（以下「ＩＨＣ」という。）を運用しており、被疑者の検挙や違法情報・有害

情報の削除に結び付くなど、その取組は一定の成果を上げている。また、外国のウェブサ

ーバに蔵置された児童ポルノについても、ＩＨＣが、２００７年３月に各国のホットライ

ン相互間の連絡組織として設置されたＩＮＨＯＰＥに加盟し、ＩＮＨＯＰＥ加盟団体に対

して削除に向けた措置を依頼するなど、ＩＮＨＯＰＥ加盟団体との連携による取組を推進

している。 

 

８３．インターネットを利用した児童ポルノ事犯の取締りを強化しており、ＩＨＣからの

通報やサイバーパトロール等を通じた児童ポルノ事犯の情報収集に努めている。また、プ

ロバイダによる児童ポルノの閲覧防止措置（ブロッキング）についてアドレスリスト作成

管理団体に情報提供や助言を行うなど、関係機関・団体等と連携し、ブロッキングの実効

性を高める取組を推進している。 

 

８４．また、児童にもスマートフォンが急速に普及していること等を背景として、出会い

系サイトやコミュニティサイト等に起因する児童買春等の犯罪被害やトラブルが絶えない

ことを踏まえ、学校等と連携し、インターネット利用上の注意点について周知を図るとと

もに、アプリの起動等を制限する機能制限アプリ及びフィルタリングの普及を促進し、保

護者に対する広報啓発を推進している。さらに、事業者による実効性のあるゾーニングの

自主的導入や、事業者の規模、態様及び取組状況に応じたミニメールの内容確認に関する

支援等の取組を推進している。 

 

８５．そのほか、情報セキュリティに関する国民の知識やサイバー空間における規範意識

の向上を図るため、警察やプロバイダ連絡協議会等が主催する研修会等の機会を利用した

情報セキュリティ・アドバイザーによる講演のほか、警察庁ウェブサイト、広報啓発用パ

ンフレット、情報セキュリティ対策ＤＶＤ等により、サイバー犯罪の手口やインターネッ

ト上の違法情報・有害情報の現状、対策等について周知を図っている。 

 

８６．また、性風俗に関する営業等の少年への有害な影響を排除するため、繁華街・歓楽

街等における児童に売春等を組織的に強要する悪質な事犯や、少年の性を売り物とする営

業等の実態把握に努めるとともに取締りの徹底を図っている。さらに、関係機関・団体等

と協力して、ピンクビラ等の違法・有害な広告物の撤去活動を実施している。 

 

（ⅱ）総務省の取組 

８７．インターネット上における違法・有害情報への対策について、プロバイダ等による

自主的措置及びこれを効果的に支援する方策等について検討を行い、２００６年８月に最

終報告書を公表した。これを受け、電気通信事業者４団体において、「インターネット上

の違法な情報への対応に関するガイドライン」及び「違法・有害情報への対応等に関する

契約約款モデル条項」を策定、公表した。さらに、２００９年から、インターネット上の

違法・有害情報に対し適切な対応を促進する目的で違法・有害情報相談センターを設置し

て、関係者等からインターネット環境における違法・有害情報及び安心・安全に関わる相

談や疑問などを受け付け、書き込みへの対応や削除方法、その他のトラブルに関するアド

バイスや関連の情報提供等を行っている。 
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８８．また、業界団体によるガイドライン等の策定に協力し、プロバイダ等による児童ポ

ルノ等の女子差別につながる違法・有害情報の削除及び発信者への警告、利用停止などの

自主的対応を支援するとともに、ガイドライン等の運用状況を必要に応じて把握し、適切

な運用の確保に努めている。 

 

８９．インターネット上の児童ポルノ画像の流通・閲覧防止策であるブロッキングについ

て、インターネット利用者の通信の秘密や表現の自由に不当な影響を及ぼさない運用にも

配意しつつ、ＩＳＰ等の関連事業者がブロッキングを自主的に導入するに当たってその実

効性の向上が可能となるよう、実証実験を実施し、自主的導入の促進を行っている。 

 

（ⅲ）経済産業省の取組 

９０．また、経済産業省は、インターネットの利用環境の変化に対応するため、望ましい

フィルタリング提供の在り方についての判断基準を策定するとともに、当該基準を用いた

判断に資するべく、ゲーム機などの新たなインターネット接続機器に対応した機器の利用

状況などの継続的な調査や、フィルタリングを保護者がより適切に利用できるよう、セミ

ナーなどを通じたフィルタリングに関する情報提供・普及啓発活動を実施している。 

 

（ⅳ）文部科学省の取組 

９１．文部科学省は、インターネット上の有害情報等から青少年を守るため、以下のよう

な啓発・教育活動等を行っている。 

①公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会が実施した｢子どもとメディアに関する意識調査｣に

対する協力。 

②学校・家庭・地域が連携して、青少年・保護者等に対し、情報モラル教育等の地域にお

ける有害情報対策を推進。 

③有識者、地方自治体、学校関係団体、通信関係団体等が各自の有害情報対策等の取組の

成果等を発表し、それぞれの取組を連携させるための方法等を検討。（２００６年度以降） 

④青少年がインターネットを利用する際の留意点、トラブル・犯罪被害の例、対応方法等

についての啓発リーフレットの作成・配布。（２００８年度以降） 

⑤インターネット上のマナー等を周知するため、有識者等によるキャラバン隊を結成し、

保護者等を対象に、全国各地で学習・参加型のシンポジウムを実施。(２０１１年度以降) 

⑥スマートフォン等の新たな通信機器への対応方法等を青少年が自ら研修し、その成果を

発信するワークショップを展開。（２０１２年度以降） 

 

（６）売買春に対する取組 

９２．第６条２．で記述した。 

 

（７）暴力の根絶に向けた活動 

ア）国内本部機構における検討 

（ⅰ）女性に対する暴力に関する専門調査会 

９３．男女共同参画会議女性に対する暴力に関する専門調査会は、配偶者等からの暴力、

性犯罪、売買春、人身取引、セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等の各分野を

念頭におきつつ、暴力防止や被害者支援などの今後の施策の在り方などについて調査検討

を行うことを目的としている。同調査会は、２００７年３月に、配偶者暴力防止法の施行

状況等について、議論した結果を取りまとめ、公表した。また、内閣府が２０１１年２月
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から３月までの間、「パープルダイヤル－性暴力・ＤＶ相談電話－」を開設し、緊急かつ

集中的に相談対応を実施した結果を中心として、２０１１年６月に、女性に対する暴力を

根絶するための課題と対策を取りまとめた。さらに、２０１２年７月に、性犯罪への対策

の推進に関し、強姦罪の見直しによる性犯罪への厳正な対処、被害者への支援・配慮につ

いては特に重点的な調査検討を経て取りまとめを行い、８月、男女共同参画会議は、これ

を踏まえた取組を政府に求めることを決定した。 

 

（ⅱ）女性に対する暴力に関する関係省庁課長会議 

９４．第６回報告パラグラフ８７参照。 

 

イ）社会啓発 

９５．第６回報告パラグラフ８８参照。 

 

ウ）調査研究 

９６．内閣府は、国内における男女間における暴力の実態を把握するため、２０１１年度

に「男女間における暴力に関する調査」を実施した。 

 

４．慰安婦問題に対する、日本政府の立場及びこれまでの取組 

９７．本条約は、我が国が本条約を締結（１９８５年）する以前に生じた問題に対して遡

って適用されないため、慰安婦問題を本条約の実施状況の報告において取り上げることは

適切でないというのが我が国の基本的な考えである。その上で、２００９年７月第４４会

期女子差別撤廃委員会の審議及び第６回報告最終見解の中で慰安婦問題について言及され

ている点に関し、あえて、貴委員会への参考として、我が国の取組について述べることと

する。 

 

９８．日本は、先の大戦に至る一時期、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して

多大の損害と苦痛を与えた。これまで、日本政府は、こうした歴史の事実を謙虚に受け止

め、改めて痛切な反省と心からのお詫びの気持ちを累次表明するとともに、先の大戦にお

ける内外のすべての犠牲者に謹んで哀悼の意を繰り返し表明してきた。 

 

９９．慰安婦問題に関しては、安倍晋三内閣総理大臣は､筆舌に尽くしがたいつらい思いを

された方々のことを思い、非常に心を痛めている。この点についての思いは、これまでも

繰り返し表明されてきており、歴代内閣総理大臣と変わらない。 

 

１００．一方､慰安婦問題を含め先の大戦に係る賠償並びに財産及び請求権の問題について

は､日本政府は米､英､仏等４５か国との間で締結したサンフランシスコ平和条約及び二国

間条約等に従って誠実に対応してきているところであって､これらの条約等の当事国との

間では、元慰安婦も含めて個人の請求権の問題については法的に解決済みである。特に、

韓国との間では、日韓請求権協定第２条１が、「両締約国は、両締約国及びその国民（法

人を含む。）の財産、権利及び利益並びに両締約国及びその国民の間の請求権に関する問

題が、１９５１年９月８日にサンフランシスコ市で署名された日本国との平和条約第４条

(a)に規定されたものを含めて、完全かつ最終的に解決されたこととなることを確認する。」

と規定している。 

 

１０１．それでもなお、日本は、慰安婦問題が多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問
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題であることから、日本政府及び日本国民のお詫びと反省の気持ちをいかなる形で表すか

につき国民的な議論を尽くした結果、１９９５年７月１９日、元慰安婦の方々に対する償

いの事業などを行うことを目的に、国民と政府が協力して「アジア女性基金(ＡＷＦ)」を

設立した。具体的には、ＡＷＦは、韓国、フィリピン、台湾の元慰安婦（各国政府によっ

て認定され、かつ本人が受取りを望んだ方々）に対し、償い金（一人当たり２００万円）

をお渡しした。また、ＡＷＦは上記のそれぞれの国において、医療・福祉支援事業も実施

しており、インドネシアにおいては高齢者のための福祉施設整備のための財政支援を実施

し、オランダにおいては、先の大戦中心身にわたり癒やしがたい傷を受けた方々の生活状

況の改善を支援するための事業に財政支援を行った。政府は、ＡＷＦの事業に必要な資金

として総額約４８億円の拠出を行い、元慰安婦の方々への医療・福祉支援事業（総額約１

１億２，２００万円）や国民からの募金に基づく「償い金」の支給等の基金事業に対して

最大限の協力を行ってきた。さらに、償い金が提供された際、その当時の内閣総理大臣（橋

本龍太郎内閣総理大臣、小渕恵三内閣総理大臣、森喜朗内閣総理大臣及び小泉純一郎内閣

総理大臣）は、政府を代表して、自筆の署名を付した謝罪と反省を表明した手紙をそれぞ

れの元慰安婦に直接送った。ＡＷＦは、インドネシアでの事業が終了したことを受け、２

００７年３月に解散したが、現在も、ＡＷＦのフォローアップ事業を行っている。  

 

１０２．これまでの歴史の中では多くの戦争があり、その中で、女性の人権が侵害されて

きた。２１世紀こそ人権侵害のない世紀にすることが大切であり、我が国としても全力を

尽くしていく考えである。 

 

５．マイノリティ女性について 

１０３．第６回報告最終見解において指摘された「マイノリティ女性」の地位については、

第６回報告パラグラフ９８参照。 

 

１０４．第３次基本計画においては、人々が安心して暮らせる環境の整備を進めるために

は、障害があること、日本で働き生活する外国人であること、アイヌの人々であること、

同和問題等に加え、女性であることで更に複合的に困難な状況に置かれている場合がある

ことに留意する必要があるとした施策の基本的方向の下で、女性であることで更に複合的

に困難な状況に置かれている場合などについて、可能なものについては実態の把握に努め、

人権教育・啓発や人権侵害の被害者の救済を進めるとともに、男女共同参画の視点に立っ

て、必要な取組を進めるとしている。関係府省は、出自や国籍を限定した特別の施策の枠

組を設けるのではなく、人権擁護、教育、雇用、保健、暴力防止等の一般的な施策の枠組

の中で個々の状況・問題に応じて対応することを基本として、以下のとおり取組を行って

いる。 

 

１０５．男女共同参画会議監視専門調査会は、２０１３年１１月監視専門調査会意見にお

いて、いわゆるマイノリティの人々を主たる対象とする施策に関する方針等を検討する際

は、当事者が会議等の議論に参画できるよう努めるとともに、代表者の選定に当たって男

女のバランスに留意する必要があるとした。 

 

１０６．「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づく取組については第６回報告パラグ

ラフ９９参照。 

 

１０７．法務省の人権擁護機関は、「同和問題に関する偏見や差別をなくそう」、「アイ
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ヌの人々に対する理解を深めよう」や「外国人の人権を尊重しよう」を啓発活動の年間強

調事項として掲げ、１年を通して全国各地で、あらゆる差別は許されないとの観点から各

種啓発活動を行っている。 

 

１０８．アイヌの人々の意見等を踏まえつつ総合的かつ効果的なアイヌ政策を推進するた

め、２０１０年１月から、内閣官房長官を座長とするアイヌ政策推進会議を開催している。

この会議には、女性を含む複数のアイヌの代表が参画している。 

 

１０９．アイヌ政策推進会議に置かれている「北海道外アイヌの生活実態調査」作業部会

では、アイヌの人々が居住地に左右されず、自律的に生を営み、文化振興や伝承等を担え

るよう、全国的見地から必要な政策を検討するために、生活基盤を北海道外に移したアイ

ヌの人々の生活等の実態を調査した。調査結果によると、北海道外及び北海道内のアイヌ

の人々の生活実態は近似しているが、一般国民と比較すると、生活、教育等の面でなお格

差が存在することが明らかとなった。同作業部会は、２０１１年６月に検討結果を取りま

とめ、アイヌ政策推進会議に報告した。その後、２０１１年８月に、新たに政策推進作業

部会を設置し、「北海道外アイヌの生活実態調査」を踏まえた、全国的見地からの施策の

展開等について検討を行っている。政策推進作業部会の構成員には、女性を含む複数のア

イヌの代表が参画している。 

 

１１０．関連する資料については、統計資料２２から２４まで参照。 

 

６．女子差別撤廃条約及び同条約の実施状況報告及び委員会の報告書を普及させるための

措置 

１１１．我が国は、本条約、第６回報告、第６回報告最終見解、第６回報告最終見解に対

する日本政府コメント及びそれに対する女子差別撤廃委員会の見解並びに第６回報告最終

見解に対する日本政府コメントに係る追加的情報提供及びにそれに対する女子差別撤廃委

員会の見解（いずれも英文及び日本語仮訳）を外務省及び内閣府ウェブサイトに掲載し、

広報に努めている。 

 

１１２．また、内閣府は、第６回報告最終見解について、報告会、刊行物等を通じ、一般

国民に対する周知に努めるとともに、衆議院及び参議院並びに裁判所に対しても、文書に

より通知し、その周知及び第６回報告最終見解を踏まえた取組等を依頼した。また、第６

回報告最終見解に対する日本政府コメント等の提出に際しては、関係する国会議員に対し

報告書を配布するなどの取組を実施した。なお、本条約等の普及については、本条約採択

３０周年を記念したポスター作成、記念行事開催等、女子差別撤廃委員会委員による講演

会の開催、本条約をわかりやすく解説した広報映像ＤＶＤの制作、都道府県等への配布、

ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）バチェレ

事務局長による講演会の開催等の取組を行った。なお、我が国における本条約の周知度は

約３５％であり、前回報告書作成時（２００４年、３２％）とほぼ同水準となっており、

その普及に向けた取組を一層推進していく必要がある。また、本報告の作成に当たっての

国民への意見募集等の取組については、第１部で記述した。 

 

７．女子差別撤廃条約選択議定書 

１１３．女子差別撤廃条約選択議定書が定める個人通報制度については、本条約の実施の

効果的な担保を図るとの趣旨から注目すべき制度と認識している。同制度の受入れに当た
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っては、我が国の司法制度や立法政策との関連での問題の有無、及び同制度を受け入れる

場合の実施体制等の検討課題があると認識しており、政府部内で検討を行っている。この

関連で、２０１０年４月には、外務省内に人権条約履行室を立ち上げた。引き続き、各方

面から寄せられる意見も踏まえつつ、同制度の受入れの是非につき真剣に検討を進めてい

く。 

 

８．防災・復興における対応 

１１４．第３次基本計画においては、「地域、防災・環境その他の分野における男女共同

参画の推進」を新たに重点分野の一つと位置付け、被災時や復興段階における女性をめぐ

る諸問題を解決するため、男女共同参画の視点を取り入れた防災（復興）体制を確立する

こととしている。これを踏まえて、２０１１年３月の東日本大震災発生後、政府では以下

の対応を行った。 

 

（１）東日本大震災後の防災（体制）の強化 

ア）防災基本計画の修正等 

１１５．内閣府は、東日本大震災後、「防災基本計画」を３度修正し、避難所の運営にお

ける女性の参画を推進するとともに、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営

に努めることや、物資の調達、供給活動に際し、男女のニーズに配慮することなどを明記

した。 

 

イ）「男女共同参画の視点からの防災・取組指針」の策定 

１１６．内閣府は、２０１３年５月に、男女共同参画の視点から必要な対策・対応につい

て、予防、応急、復旧・復興等の各段階において地方公共団体が取り組む際の指針となる

「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」を策定し、地方公共団体や関係機関

等との共有を図っている。 

 

ウ）地方防災会議委員への女性の登用促進 

１１７．地方防災会議については、２０１２年６月に災害対策基本法を改正し、都道府県

防災会議の委員に女性を含む多様な主体の参画を促進するための規定を盛り込んだ。２０

１１年には、都道府県防災会議の委員に占める女性の割合は３．５％だったが、２０１２

年４月には４．６％、２０１３年４月には１０．７％と、上昇傾向にある。女性委員が１

人も任命されていない都道府県防災会議は、２０１１年には４７都道府県中１２都府県あ

ったが、２０１２年には６都県に減少し、２０１３年にはゼロとなっている。 

 

（２）被災地における対応 

１１８．内閣府は、政府の緊急災害現地対策本部（宮城県）に男女共同参画局職員を派遣

し、現地情報の収集、男女共同参画センター、ＮＰＯ等との連携を実施した（２０１１年

３月から同年７月まで延べ１５人（女性８人、男性７人））。また、発災直後から、避難

所等での生活に関し、女性や子育て家庭のニーズに配慮するよう関係機関に取組を依頼し

た。さらに、２０１１年度から、岩手県、宮城県及び福島県において、地方公共団体及び

民間団体等と協働し、全国の相談員の協力を得て、電話や面接等により、東日本大震災に

よる女性の様々な不安や悩み、女性に対する暴力に関する相談事業を実施している。 

 

１１９．警察は、被災地の避難所等で避難している被災者に対する相談受理や防犯指導等

を通じて被災者の生活の安全・安心を確保するために特別派遣部隊を派遣した。特別派遣
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部隊は全国都道府県警察から、延べ１６５日間にわたり、合計７５４人（うち女性４９２

人）の職員が岩手県・宮城県・福島県の被災３県に派遣された。 

 

１２０．復興庁は、復興に当たって、女性が活躍している事例や被災地の女性を支援して

いる事例などを収集し、公表するとともに、この事例集も活用しながら、被災地において、

男女共同参画の視点に立った具体的な取組を働きかけている。 

 

１２１．防衛省は、特に女性被災者の配慮という観点から、女性が必要とする救援物資の

要望をきめ細かく聞き取り、適切に届けるなどの業務や被災した会社の女子寮の捜索、入

浴支援等に幅広く女性自衛官を派遣した。 

 

１２２．女性消防団員が発災直後の住民の避難支援や地域の警戒活動、避難所の支援活動

など、様々な活動に従事するとともに、女性防火クラブ（女性により構成される家庭から

生ずる火災の発生の予防その他の地域における防災活動を推進する組織）は、避難所にお

ける炊き出し支援、支援物資の配布、安否情報の確認など、様々な活動に従事した。 

  

 

第３条（女子の能力開発・向上の確保） 

 

１．女性の活躍推進に向けた取組 

（１）日本再興戦略の策定 

１２３．「日本再興戦略」については、第１部で記述した。 

 

（２）女性起業家等への支援 

ア）女性向け創業塾等の実施 

１２４．経済産業省は、２０１０年度まで、創業に向けて具体的な行動計画を有する者を

対象に、創業に必要な実践的能力を修得させる３０時間程度の短期集中研修「創業塾」を

実施した。この中で女性向け創業塾も実施しており、２００６年度から２０１０年度まで

の５年間で、全国１６２か所で実施し、４，９５２人が受講した。 

 

イ）融資に対する優遇制度 

１２５．経済産業省は、日本政策金融公庫（中小企業事業・国民生活事業）を通じて、女

性起業家等に対する低利貸付制度を実施している。また、ビジネスプランの審査により無

担保・無保証人で創業者に対し融資を実施している。その中で特に女性起業家に対しては、

２００３年２月から低利貸付制度を実施するとともに、２００４年４月から数回にわたっ

て融資限度額を拡充し、利用しやすい制度の実施に努めている。 

 

ウ）起業・創業補助制度 

１２６．２０１２年度より新たに起業・創業や第二創業（既に事業を営んでいる中小企業・

小規模事業者において後継者が先代から事業を引き継いだ場合などに業態転換や新事業・

新分野に進出する）を行う女性や若者等に対して事業計画を募集し、計画の実施に要する

費用の一部を助成することで、地域需要を興すビジネス等を支援している。 

 

エ）農業分野における施策 
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１２７．第１４条で記述した。 

 

２．障害を持つ女性のための施策 

（１）障害者基本計画の着実な推進 

１２８．「国連障害者の十年」を契機に国内行動計画として１９８２年に策定した「障害

者対策に関する長期計画」以降、総合的かつ計画的に施策を推進している。現在は、「障

害者基本計画」（第三次。２０１３年閣議決定）に沿って、具体的な数値目標を明示し、

政府一体となって取り組んでいる。なお、２０１１年に障害者基本法を改正し、女性障害

者を念頭に「障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策は、障害者の性別に応じて

策定及び実施されなければならない」旨を施策の基本方針に追加したところであり、これ

らを踏まえ、障害者基本計画において、障害者施策の各分野に共通する横断的視点として、

性別、年齢、障害の状態、生活の実態等に応じた障害者の個別的な支援の必要性を踏まえ

て策定・実施すること、特に、女性である障害者は障害に加えて女性であることにより、

更に複合的に困難な状況に置かれている場合があることに留意する旨を盛り込んだ。 

 

（２）障害者差別解消のための施策の推進 

１２９．２０１１年の障害者基本法改正では、差別の禁止に関連し、障害者権利条約に規

定する合理的配慮の理念を盛り込んだ条文を追加した。２０１３年６月にはこれを具体化

させた障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律が成立したところであり、同法に

おいては、性別等に応じて合理的配慮を提供することとしている。 

 

（３）障害者権利条約の批准に向けた取組 

１３０．２０１３年１２月、我が国による障害者権利条約の締結が国会にて承認された。

我が国は、これに先立ち、国内の障害者制度の集中的な改革を行った。その中で、障害者

基本法の改正、障害者虐待防止法の制定、障害者総合支援法の制定、障害者優先調達推進

法の制定、障害者差別解消法の制定、障害者雇用促進法の改正などを行った。 

 

３．高齢者女性のための施策 

１３１．第６回報告パラグラフ１１０参照。 

 

１３２．男女共同参画会議監視・影響調査専門調査会は、２００８年６月に、高齢者の自

立支援の推進に当たっては、男女それぞれの状況の違いや高齢社会の動向を踏まえ、「自

立と共生」の理念に基づいて進めていくことが重要であるとした「高齢者の自立した生活

に対する支援に関する監視・影響調査報告書」を取りまとめた。この報告書に基づき、男

女共同参画会議は、政府に求める取組についての意見決定を行った。 

 

１３３．第３次基本計画においては、男女共同参画の視点に立ち、高齢者の就業促進と社

会参画に対する支援、高齢期の経済的自立に繋げるための制度や環境の整備、家庭や地域

で健康で安心して暮らせるための生活自立に向けた取組、性差に配慮した医療・介護予防

への取組、良質な医療・介護基盤の構築等を進めることとしている。 

 

１３４．また、基本的かつ総合的な高齢社会対策の指針として、２０１２年９月に「高齢

社会対策大綱」を閣議決定し、これに沿って関係行政機関が連携・協力を図りつつ、施策

の一層の推進を図っている。 
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（１）介護保険制度 

１３５．第６回報告パラグラフ１１２参照。 

 

１３６．２０１３年３月における要介護・要支援認定者数は、男性が１７６万人、女性が

３９５万人となっており、女性が約７割を占めている。 

 

１３７．介護保険制度の施行後、２０００年の制度創設からこれまでの施行状況を見ると、

サービス利用者がスタート時の２倍を超え、また世論調査においても概ね肯定的な評価を

得るなど、高齢期の国民生活を支える制度として着実に定着してきている。また、２０１

１年６月には、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、医療、

介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」

を構築するため、介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律が

成立し、２０１２年４月から施行した。 

 

４．外国人女性のための施策 

（１）第３次男女共同参画基本計画を踏まえた取組 

１３８．第３次基本計画においては、外国人女性が、言語の違い、文化・価値観の違いや、

地域における孤立などの困難に加え、女性であることで更に複合的に困難な状況に置かれ

ていることを踏まえ、その状況に応じた支援を進めることとしている。関係府省は、男女

共同参画の視点に立ち、日本で働き、生活する外国人への教育、住宅、就労支援、多言語

での情報提供や相談体制の整備等について、実態を踏まえながら進めている。 

 

１３９．厚生労働省は、外国人の就労支援・安定雇用確保に取り組むとともに、外国人労

働者の就労実態を的確に把握するため、外国人雇用状況届出制度の厳格な履行、及び「外

国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処するための指針」（２００７

年８月厚生労働省告示）に基づく就労の適正化を推進している。また、ホットラインによ

る相談については、第２条３．で記述した。 

 

１４０．文部科学省は、外国人や外国人の親を持つ子どもの就学及び修学上の困難につい

て全体的に把握し、実態を踏まえた支援を行っている。 

 

１４１．法務省は、英語や中国語等の通訳を配置した外国人のための人権相談所を開設し、

外国人からの相談に応じている。 

 

１４２．関係府省は、「人身取引対策行動計画２００９」に基づき、人身取引対策の取組

を進めている。その内容については、第６条で記述した。 

 

１４３．内閣府は、２０１３年８月に策定した「避難所における良好な生活環境の確保に

向けた取組指針」において、多様な言語による情報提供や相談体制の整備をはじめとして、

外国人等の避難者に対する配慮についても明記している。 

 

（２）移住労働者権利条約の批准に向けた取組状況 

１４４．移住労働者権利条約について、我が国は、女性を含む全ての移住労働者及びその

家族の権利保護を図ろうとする同条約の理念そのものは理解している。一方、同条約は移

住労働者に対して、我が国国民や移住労働者以外の外国人に対して保障する以上の権利を
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保障する内容があることを含め、平等原則、我が国の国内諸制度等の観点から多くの問題

があるため、慎重な検討を行っているところである。 

 

 

第４条（特別措置） 

 

１．国の政策・方針決定過程への女性の参画 

１４５．第６回報告パラグラフ１１６参照。第３次基本計画においては、「社会のあらゆ

る分野において、２０２０年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも３０％

程度となるよう期待する」との目標を掲げるとともに、実効性のあるポジティブ・アクシ

ョンの推進を挙げ、各重点分野において、期限と数値を定めたゴール・アンド・タイムテ

ーブル方式のポジティブ・アクションを導入した。 

 

（１）国の審議会等委員への女性の登用 

１４６．国の審議会等における女性委員の登用の促進に係る男女共同参画推進本部決定に

基づく取組状況については、第６回報告パラグラフ１１７及び１１８参照。 

 

１４７．第３次基本計画においては、２０２０年までに、国の審議会等委員に占める女性

の割合を４０％以上６０％以下、国の審議会等専門委員等に占める女性の割合を３０％と

する目標を設定した。現在、目標達成に向け、女性の積極的な登用に努めている。 

 

（２）国家公務員への女性の採用・登用 

１４８．女性国家公務員の採用・登用の拡大等に係る男女共同参画推進本部決定に基づく

取組状況については、第６回報告パラグラフ１１９及び１２０参照。 

 

１４９．第３次基本計画においては、２０１５年度末までに、国家公務員採用試験からの

採用者に占める女性の割合を３０％程度、国の本省課室長相当職以上に占める女性の割合

を５％程度などとする目標を設定した。 

 

１５０．２０１２年１２月には、男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会におい

て、国家公務員の採用の場面では、第３次基本計画の目標に近づいていることから、法令

でクオータ制の実施を義務付けることは難しいものの、登用の場面では、管理職に占める

女性の割合が低く、現行のポジティブ・アクションであるゴール・アンド・タイムテーブ

ル方式をより強化する必要があるとの議論をとりまとめた。これを受け、２０１３年４月、

男女共同参画会議は、女性国家公務員の活躍の促進等の取組を政府に求めた。 

 

１５１．「日本再興戦略」においても、「隗より始めよ」の観点から、公務員における女

性の採用・登用の拡大等の取組の促進を行うこととしている。そこで、２０１３年以降、

内閣府特命担当大臣（男女共同参画）から各府省大臣に対し、各府省における現状値を示

し、女性国家公務員の採用・登用などを促進するよう要請を行っており、引き続き取組を

進めていく。 

 

１５２．人事院は、第３次基本計画を踏まえて、２０１１年１月に「女性国家公務員の採

用・登用の拡大に関する指針」の改定を行った。改定した指針においては、各府省全体及
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び部局等の適切な区分ごとの目標、目標達成に向けての具体的な取組等を定めること、人

事評価の活用等による人材の育成や活用を図ること、登用を阻害する要因や転勤自体の必

要性の見直し、キャリアパスの多様化等についての検討を行うこと、職員への職務経験の

付与に当たっては適切な指導や育成を、付与後においては必要な支援を行うことなどを定

めた。各府省は、改定した指針に基づき、女性国家公務員の採用・登用に取り組んでいる。

また、改定した指針に基づき、各府省と連携し、女性国家公務員との意見交換会を主とし

た「女性のための国家公務員セミナー」や女性行政官が重要な政策課題、公務の魅力や勤

務の実態を講演する「女性のためのトークライブ」などを開催し、積極的に募集・啓発活

動を行っている。 

 

１５３．一般職国家公務員の採用・登用の状況については、統計資料２７及び２８参照。

国家公務員全体に占める女性の数と割合は、ここ数年横ばい状況となっているが、国家公

務員の管理職に占める女性の数と割合は増加傾向にある。 

 

２．地方公共団体の政策・方針決定過程への女性の参画 

（１）地方公共団体の審議会等委員への女性の登用に関する協力要請 

１５４．都道府県・政令指定都市では、審議会等委員への女性の参画目標値や目標期限を

定め、その促進に努めている。都道府県及び政令指定都市について、法令又は条例により

設置されている審議会等における女性委員の割合は、統計資料２９参照。２０１３年４月

１日現在、２９．９％と増加している。また、市（区）町村について、法令又は条例によ

り設置されている審議会等における女性委員の割合は、２０１３年４月１日現在、２４．

３％となっている。 

 

（２）地方公務員への女性の採用・登用 

１５５．政府は、地方公共団体に対し、各省庁人事担当課長会議申合せである「女性国家

公務員の採用・登用の拡大等について」や、新たにメンターの導入等が盛り込まれた「女

性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指針」について周知し、女性地方公務員の採用・

登用などの促進を要請するとともに、各地方公共団体の取組について把握し、好事例等に

ついて情報提供等を行っている。 

 

１５６．地方公務員（一般行政職）全体に占める女性の数と割合は、統計資料３０参照。

地方公共団体においては、女性の管理職登用目標の設定や女性管理職を対象とした研修を

行う等女性の登用の促進に努めており、管理職に占める女性の比率も徐々にではあるが上

昇している。 

 

３．企業、教育・研究機関、その他の各種機関・団体等の取組の支援 

（１）女性労働者への支援及び企業等における女性の活躍状況の「見える化」 

１５７．２０１２年度におけるポジティブ・アクションに取り組んでいる企業割合につい

ては、統計資料３１を参照。「既に取り組んでいる」企業割合を規模別にみると、規模が

大きい企業ほど割合が高くなっている。また、ポジティブ・アクションに取り組んでいる

企業におけるその効果の状況については、統計資料３２を参照。 

 

１５８．雇用の分野におけるポジティブ・アクションについては、男女雇用機会均等法に

基づき、女性の採用及び職域拡大、女性の管理職の増加、女性の勤続年数の伸長、職場環

境・風土の改善といったポジティブ・アクションに取り組む企業に対して助言や情報提供
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等の支援を行っている。実質的な男女均等取扱いを実現するためには、ポジティブ・アク

ションを推進することが不可欠であることから、男女雇用機会均等法が施行された１９８

６年から毎年６月を「男女雇用機会均等月間」と定め、職場における男女均等について労

使を始め社会一般の認識と理解を深めるための周知活動を行っている。 

 

１５９．２０１２年度から企業に対するポジティブ・アクション取組促進や「ポジティブ・

アクション情報ポータルサイト」を活用した女性の活躍状況の情報開示の促進のための直

接的な働きかけを行っている。２０１０年７月から、同サイトでは、企業のポジティブ・

アクションの取組内容を閲覧・検索できる「ポジティブ・アクション応援サイト」、これ

からポジティブ・アクションの取り組みを進めていこうとする企業が自らの企業のメッセ

ージをサイト上に掲載している「女性の活躍推進宣言コーナー」、同産業・同規模企業に

おける自社のポジティブ・アクションの推進状況について自己診断できる「女性の活躍推

進状況診断」などを一元化し、ポジティブ・アクションに関する総合的な情報提供を行っ

ている。 

 

１６０．また、１９９９年度から、ポジティブ・アクションを積極的に推進している企業

を公募して「均等・両立推進企業表彰」を実施している。さらに、企業におけるポジティ

ブ・アクションを推進するためには、経営トップの理解を促進することが重要であること

から、２００１年度より経営者団体と連携し、女性の活躍推進協議会を開催している。２

０１１年度にポジティブ・アクションに取り組む企業や企業で活躍する女性からのメッセ

ージを掲載した「ポジティブ・アクションメッセージ集」を作成するなど、ポジティブ・

アクションの推進に向けた活動を行っている。また、２０１３年１０月には、企業におけ

るポジティブ・アクションを推進するため、「企業経営とポジティブ･アクションを考える

フォーラム」を開催した。 

 

１６１．「男女間の賃金格差解消に向けた労使の取組支援のためのガイドライン」等によ

る取組については、第１１条４．で記述した。また、女性社員の活躍を促進するために有

効な方法とされている「メンター制度」及び「ロールモデルとなる人材の育成」を社内に

導入し、展開できるよう「メンター制度導入・ロールモデル普及マニュアル」を作成・普

及し、女性労働者が就業を継続していけるような環境作りを支援している。 

 

１６２．２０１３年度から、ポジティブ・アクションに取り組んでいる企業に対する経済

的インセンティブとして、中小企業がポジティブ・アクションとして女性の採用拡大、職

域拡大、管理職登用等の数値目標を「ポジティブ・アクション情報ポータルサイト」の「女

性の活躍推進宣言コーナー」で宣言し、当該数値目標を達成した場合に、中小企業両立支

援助成金の加算を行っている。 

 

１６３．２０１２年１２月、男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会は、女性の

活躍を支援するための事業等の在り方及び公共調達を通じた女性の活躍の推進方策の検討

といった課題等について、主に法制的な観点から議論を取りまとめた。これを受け、２０

１３年４月、男女共同参画会議は、公共調達や各種補助事業を通じた女性の活躍の促進及

び企業における女性の活躍状況等の開示の促進等の取組みを政府に求め、内閣府は、各府

省、地方公共団体、独立行政法人等に対し、公共調達を通じた取組を進めるよう要請して

いる。 
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１６４．こうした動きを踏まえ、「日本再興戦略」においては、女性の活躍促進等に取り

組む企業に対するインセンティブ付与等として、企業への助成制度や税制上の措置の活用

等による支援等の充実、公共調達を通じた取組、好事例を顕彰する仕組みの拡充を進める

とともに、役員や管理職への登用拡大に向けた働きかけ、登用状況の開示促進（見える化）、

女性人材のデータベース化等を行うこととした。中でも、企業等における女性の活躍状況

の「見える化」については、内閣府のウェブサイトにおいて、個別企業における役員、管

理職への女性の登用状況やそれらに関する目標、勤続年数、育児休業取得者数、年次有給

休暇取得率、残業時間等を公表している。また、内閣府では、上場企業が金融商品取引所

に提出するコーポレート・ガバナンスに関する報告書等において、役員、管理職への女性

の登用状況等を自主的に開示するよう、企業に対して働きかけている。 

 

（２）大学への協力要請等 

１６５．第３次基本計画においては「大学の教授等に占める女性の割合」について達成目

標を３０％に引き上げており、同目標の達成に向けて各大学の自主的な取組を促している。 

 

（３）農業協同組合等における女性の参画の拡大 

１６６．第３次基本計画においては、「女性農業委員や農業協同組合等の女性役員の登用

目標の設定の促進・達成に向けた定期的なフォローアップの強化や、選出の母体となる地

域に対する普及・啓発等の働きかけを推進する」及び「森林組合や漁業協同組合の女性役

員の登用目標の設定及び土地改良区、集落営農等における意思決定過程への女性の参画を

引き続き進める」こととしている。 

 

（４）国際的に連携した女性のエンパワーメント促進への理解促進 

１６７．２０１２年５月男女共同参画推進連携会議に「国際的に連携した女性のエンパワ

ーメント促進」チームを設置し、①チーム内各団体において女性のエンパワーメント原則

(ＷＥＰｓ)への理解を促進するため、各々の企業・傘下団体で積極的な取組を行い、②Ｗ

ＥＰｓ署名を国内企業に拡げるため、チームとして、メンバー外の企業・関連団体等への

働きかけを行い、署名企業を拡大し、③署名企業におけるＷＥＰｓ実行プロセスの現状を

整理し、手続が不足する部分等にチームが支援を行い、ＷＥＰｓの実効性を高める取組を

行っている。 

 

 

第５条（偏見及び慣習等の撤廃） 

１．固定的性別役割分担意識是正のための広報・啓発活動 

（１）固定的性別役割分担意識の解消に向けた意識啓発キャンペーンの強化 

ア）第３次男女共同参画基本計画に基づく取組 

１６８．第６回報告パラグラフ１４３参照。第３次基本計画においては、男女共同参画の

実現の大きな障害の一つは、人々の意識の中に長い時間をかけて形作られてきた性別に基

づく固定的な役割分担意識であり、このような意識は時代とともに変わりつつあるものの、

いまだに根強く残っていることから、これを解消し、男女共同参画に関する認識を深め、

定着させるための広報・啓発活動を積極的に展開することを施策の基本的方向とした。ま

た、具体的施策として本条約等の国際規範や女子差別撤廃委員会が勧告している固定的性

別役割分担意識に基づく男女像に関する表現の是正など我が国のメディアの課題について、
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その内容をメディア及び国民各層に周知徹底することを明記した。 

 

１６９．内閣府は、２０１１年に実施した男性の固定的役割分担意識に関する調査結果に

基づき、男女共同参画の意義を男性の視点から訴求するシンポジウムの実施、「男性の地

域活動への参画好事例集」の発行、ウェブサイトを通じた情報提供、地方公共団体の職員

を対象とした研修など、男性の意識啓発を実施した。 

 

イ）男女共同参画推進本部等における取組 

１７０．男女共同参画週間については第６回報告パラグラフ１４７参照。内閣府は、同週

間において、地方公共団体、女性団体その他の関係団体の協力の下、キャッチフレーズの

募集、「男女共同参画社会づくりに向けての全国会議」の開催、ダウンロードして活用し

てもらうためのポスター・バナーデザインの作成を始めとした広報・啓発活動を積極的に

展開している。また、広報誌「共同参画」の発行や男女共同参画局メールマガジン、Facebook

等の活用により、我が国の男女共同参画に関する施策や男女共同参画をめぐる動きなどに

ついて、国民に対し情報を提供している。 

 

ウ）「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づく取組 

１７１．第６回報告パラグラフ１４９参照。 

 

エ）法務省の人権擁護機関の取組 

１７２．法務省の人権擁護機関は、女性に対する偏見や差別意識を解消し、固定的性別役

割分担意識を払拭することを目指して、「女性の人権を守ろう」を啓発活動の年間強調事

項の一つとして掲げ、１年を通して全国各地で、各種啓発活動を行っている。 

 

オ）地方公共団体、ＮＧＯ等における取組 

１７３．「男女共同参画フォーラム」及び「男女共同参画宣言都市奨励事業」については

第６回報告パラグラフ１５１参照。「男女共同参画宣言都市奨励事業」は、２０１２年度

までに１１５の市町村と共催した。 

 

１７４．地方公共団体の取組については第６回報告パラグラフ１５２参照。 

 

１７５．内閣府は、広く各界各層との情報・意見交換やＮＧＯ間相互の交流による連携を

図ることを目的として、男女共同参画推進連携会議を開催している。また、内閣府ウェブ

サイトの充実や広報誌の発行、政府広報番組の活用等を行うとともに、本条約を紹介する

ポスターやＤＶＤを作成配布するなどの広報啓発活動を実施している。また、ＤＶＤは、

広く国民の要望に応じて貸出も行っている。さらに、地方公共団体職員及び男女共同参画

センター等の職員を対象とした研修の開催により男女共同参画社会づくりに向けての気運

の醸成・意識の浸透を図っている。 

 

（２）固定的性別役割分担意識の解消に向けた人権教育、男女平等教育の実施 

ア）学校教育 

１７６．初等中等教育段階においては、小・中・高等学校を通じ、児童生徒の発達段階に

応じて、人権の尊重、男女の平等や男女相互の理解と協力、男女が協力して家庭を築くこ

との重要性などについて適切な指導を推進するとともに、学校の教育活動全体を通した組

織的、系統的なキャリア教育を各種施策を通じて推進している。 
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１７７．また、高等教育においては、高い職業意識の育成や主体的な職業選択に資するイ

ンターンシップを、各種施策を通じて推進している。 

 

１７８．さらに、独立行政法人国立女性教育会館（以下「国立女性教育会館」という。）

は、大学・短期大学、高等専門学校の意思決定組織に所属する教職員等を対象とした男女

共同参画に係る研修を実施している。 

 

イ）社会教育 

１７９．地域において男女共同参画に関する学習機会を充実させていくため、様々な主体

によって行われている女性のキャリア形成や男性の地域活動への参画などの支援策に関す

る実践的な調査研究を実施し、成果の普及を図っている。また、多様な選択を学ぶ機会と

なるよう、男性の働き方の見直しや子育てへの参画などに関して学生を対象としたワーク

ショップを実施している。 

 

（３）メディアにおける男女平等の視点の取入れ 

１８０．第３次基本計画においては、男女共同参画推進連携会議などの場を通じて、メデ

ィア各社の取組や課題を共有化し、メディア自身による不適切な表現の防止に役立てるこ

ととしている。さらに、メディア分野における女性の参画の拡大に向け、管理職・専門職

の女性比率など他の分野と比較して女性の政策・方針決定過程への参画が遅れている点を

踏まえ、メディアにおける政策・方針決定過程への女性の参画拡大のための取組を促進す

ること、及びメディアにおける女性の参画を含むダイバーシティに関する取組を促し、ま

た、仕事と生活の調和に関する理解を深めるため、好事例の広報や周知に努めることとし

ている。 

 

１８１．内閣府は、男女共同参画推進連携会議（シンポジウムの開催等）や広報誌「共同

参画」の企画（トップインタビュー）を通じて、メディアにおける男女共同参画への理解

及び趣旨に沿った取組を促している。なお、メディアにおける女性職員の割合は増加傾向

にあり、これは、メディア分野の政策・方針決定における男女共同参画の推進に資するも

のと考えている。さらに、国の行政機関が作成する広報物・出版物等は、メディアによる

情報発信の基礎情報になるものであるため、これら国の行政機関から発信する情報が男女

共同参画の視点に立った表現となるよう、各種会議、研修等の機会を活用し働きかけを行

っている。 

 

（４）世論調査の実施 

１８２．内閣府は、１９７２年から「男女共同参画に関する世論調査」を２、３年毎に実

施している。その結果については、統計資料３３参照。２０１２年１０月の調査では、固

定的性別役割分担意識を測る指標である「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という考

え方について、調査開始以来、初めて反対の割合が賛成の割合を下回った。男女別にみる

と、女性は反対が賛成を上回っているが、男性は依然として賛成の割合が反対より多い。

世代別にみると、３０～５０歳代では反対が賛成を上回っている一方、２０歳代及び６０

歳以上ではその逆となっており、世代により意識が相当程度異なっている。一方で、「一

般的に女性が職業をもつことについて、どう考えるか」について、「子どもができても、

ずっと職業を続けた方がよい」という回答は一貫して増加している。 
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２．家庭生活への男女の共同参画推進のための施策 

（１）家庭教育 

１８３．都市化、核家族化、少子化等による地域のつながりの希薄化や、親が身近な人か

ら子育てや家庭教育を学ぶ機会の減少など、家庭教育を支える環境が大きく変化するとと

もに、児童虐待相談件数の急速な増加などの家庭をめぐる問題が複雑化する中、社会全体

での支援の必要性が高まっている。 

 

１８４．文部科学省は、２０１１年度に報告書「つながりが創る豊かな家庭教育」を取り

まとめ、父親の家庭教育に関する学びと、家庭教育への積極的な参画の重要性などを提言

している。また、家庭生活への男女共同参画の視点にも配慮した「家庭教育手帳」を作成

し、２００８年度よりホームページに掲載するなど、広く情報提供しているほか、父親が

家庭教育について学ぶ機会の充実を推進するなど、全ての親に対するきめ細やかな家庭教

育支援に取り組んでいる。 

 

１８５．国立女性教育会館は、男性・女性が共に子育ての責任を果たし、地域一体となっ

た子育て支援が行われるようにするため、関係者の情報交換・研究協議、さらには関係機

関・団体・リーダー等のネットワーク形成を促進する研修会を開催した。また、家庭教育

推進・子育て支援に資する調査研究や学習プログラムの開発を行うなど、指導的立場にあ

る者に対する教材及び情報の提供・啓発を行っている。なお、地域の女性学級や講座につ

いては、第６回報告パラグラフ１６７参照。 

 

（２）職場と家庭の両立支援 

１８６．第１１条７．で記述した。 

 

 

第６条（女子の売買等の禁止） 

 

１．人身取引への取組 

（１）現行法制 

ア）「人身取引対策行動計画２００９」の策定 

１８７．基本的認識及び２００４年に策定した「人身取引対策行動計画」（以下「旧計画」

という。）については、第６回報告パラグラフ１７０及び１７１参照。 

 

１８８．旧計画の策定以来５年間で、ＩＣ旅券の導入等の水際対策、在留資格「興行」に

係る上陸許可基準の見直し及び査証審査の厳格化、人身売買罪の創設、取締りの徹底、人

身取引被害者への在留特別許可の付与を可能とする入管法の改正等の旧計画に掲げられた

施策を着実に実施し、我が国の人身取引対策は大きく前進した。その結果、人身取引事犯

の認知件数が減少するとともに、適切な被害者保護が図られるなど旧計画に基づく各種対

策は大きな成果を上げた。２００９年１２月には、人身取引をめぐる情勢の変化を踏まえ、

人身取引対策に係る懸案に適切に対処し、政府一体となった対策を引き続き推進していく

ため、「人身取引対策行動計画２００９」を策定した。行動計画策定以後、関係省庁連絡

会議における進捗状況のフォローアップ等を通じ、関係府省庁が連携して、施策の着実な

推進を図っている。 
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イ）現行法制 

１８９．人身取引は、刑法で処罰することとしており、児童の取引に関しても、児童買春、

児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律（以下「児童買春・児童ポ

ルノ禁止法」という。）において、児童買春等の目的での人身売買等を処罰することとし

ているほか、児童福祉法においても、児童に淫行など有害な行為をするおそれのある者に

児童を引き渡す行為や、有害な行為をさせる目的で児童を自己の支配下におく行為を処罰

することとし、厳正に対処することとしている。 

 

ウ）在留資格「興行」に係る上陸許可基準の改正 

１９０．２００５年及び２００６年実施の改正内容については、第６回報告パラグラフ１

７５及び１７６参照。この結果、在留資格「興行」の入国者数は、改正前の２００４年に

約１３５，０００人だったものが大幅に減少し、２０１２年には約３５，０００人となっ

た。 

 

エ）人身取引議定書の締結承認 

１９１．国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人、特に女性及び児童

の取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書（人身取引議定書）は、２００５年、

第１６２回国会において締結の承認を得た。現在、その早期締結が必要であるとの認識の

下、関係省庁において、同条約の締結のため必要な検討を行っている。 

 

（２）人身取引の現状 

ア）検挙状況 

１９２．人身取引事犯の検挙件数及び国籍等別数については、統計資料３４（１）参照。

２０１３年中の人身取引事犯の検挙人員は３７人で、その主な内訳は、仲介業者が１０人、

風俗店等の経営者が７人であった。 

 

イ）被害者の実態 

１９３．人身取引の被害者の実態については、統計資料３４（２）参照。法務省入国管理

局が２０１３年に保護又は帰国を支援した人身取引等の被害者は１２人（全員女性）で、

うち不法残留等の入管法違反状態にあった４人については在留特別許可を与えた。なお、

人身取引等の関連情報を関係機関等とも緊密に連携して収集し、情報をデータベース化し

て分析することにより、潜在的な被害者の更なる発見等、その実態把握に取り組んでいる。 

 

ウ）政府協議調査団・在外公館を通じた連絡強化・関係情報収集 

１９４．諸外国政府及び関連機関との協力体制の強化及び情報交換の促進を図っていくた

め、人身取引対策に関する政府協議調査団の派遣や在外公館等を通じ、先方政府機関やＮ

ＧＯ等との連絡強化を行い、関連情報の収集を推進している。 

 

（３）被害者対策、防止策、広報・啓発 

ア）被害者対策 

（ⅰ）婦人相談所の人身取引被害者シェルターとしての活用 

１９５．婦人相談所は、女性の様々な相談に応じて支援を行っており、必要な場合は緊急

に生活の場を提供するため一時保護を行っている。婦人相談所においては、国籍、年齢を

問わず、女性に関する様々な相談に応じており、人身取引被害者の公的シェルターとして

活用している。なお、２０１１年度までの保護実績は３４３人であり、２００６年からの
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実績については、統計資料３５参照。 

 

（ⅱ）民間シェルターによる人身取引被害者の一時保護 

１９６．２００５年度から、従来の実績や所在地の秘匿性等から、より適切な保護が見込

まれる場合等に、婦人相談所からの委託により、民間シェルター等において人身取引被害

者の一時保護を実施している。２０１１年度までの一時保護委託の実績は上記３４３人の

うち１１８人である。 

 

（ⅲ）潜在する被害者の保護のための取組 

１９７．警察は、潜在する被害者を一人でも多く保護できるよう、風俗店等への積極的な

立入り、警察等への被害申告を多言語で呼び掛けるリーフレットの作成・配付、広く一般

の方から関連情報の提供を受け付ける匿名通報ダイヤルの運用等を行っている。 

 

イ）防止策 

１９８．偽変造の旅券及び査証による入国の防止については、第６回報告パラグラフ１８

６及び１８７参照。 

 

１９９．「人身取引対策行動計画２００９」に基づき、関係府省は、人身取引被害者の多

くが売春等による性的搾取を受けていること等について広報を行うなどにより、性的搾取

の需要側への啓発を推進している。また、海外旅行者による渡航先における児童買春等の

行為について、同行為が我が国の法令に照らして違法であることに加え、当該国における

人身取引を助長することから、我が国の旅行会社、パスポートセンター等における、海外

旅行者に対する児童買春等の防止のためのポスターの掲示及びリーフレットの配布を通じ

て、潜在的な性的搾取の需要側への啓発を推進している。 

 

２００．内閣府は、女性に対する暴力をなくしていく観点から、関係省庁、地方公共団体

等と連携・協力して、国民一般及び我が国に居住する外国人に対し、人身取引対策に関す

るポスターやリーフレットを作成配布するなどの広報啓発活動を実施している。 

 

２０１．警察は、人身取引事犯が発生した地域を中心に、警察と地域住民が一体となって

人身取引の被害者を生まない環境を醸成するための意見交換の実施、講演会の開催、宣言

の採択等の取組を行っている。 

 

２０２．国立女性教育会館は、人身取引に関する調査研究を実施するとともに、研究成果

をとりまとめたパネルやブックレットを作成した。さらに、パネルやブックレットの貸出

やホームページでの公開により、広く国民に情報提供を行っている。 

 

２０３．法務省の人権擁護機関は、「人身取引をなくそう」を啓発活動の年間強調事項の

一つとして掲げ、１年を通して全国各地で、啓発冊子の配布等、各種啓発活動を実施して

いる。また、人権相談所等において相談に応じ、人身取引による人権侵害の疑いのある事

実を認知した場合には、所要の調査を行い、関係機関と連携・協力して事案に応じた適切

な措置を講じている。 

 

２０４．日本人海外旅行者に対する啓発については、第６回報告パラグラフ２０５参照。 
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２０５．途上国への旅行における買春の防止については、第６回報告パラグラフ２１０か

ら２１２まで参照。「旅行と観光における性的搾取からの子どもの保護に関する行動規範」

に調印した旅行会社は、現在までに６２社となっている。 

 

（４）国際機関との連携、国際協力・支援等 

ア）国際機関との連携 

２０６．国際移住機関（ＩＯＭ）と連携を図り、外国人被害者の円滑な帰国支援（人身取

引被害者の帰国・社会復帰支援事業）を行っているほか、国連人間の安全保障基金、国連

薬物犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）の犯罪防止刑事司法基金、技術協力及び草の根・人間の安

全保障無償資金協力等を通じた人身取引対策に資する支援を実施してきている。 

 

２０７．コンタクトポイントについては第６回報告パラグラフ１９１参照。 

 

イ）バリ・プロセスへの対応 

２０８．バリ・プロセスに係る情報共有に貢献するため、バリ・プロセスのウェブサイト

の維持管理運営を支援すべく、２００４年より毎年１万米ドルを、ウェブサイトを運営し

ている国際移住機関（ＩＯＭ）に拠出し、アジア太平洋地域における人身取引に関する情

報共有を促進している。 

 

ウ）政府調査団派遣 

２０９．人身取引被害の発生状況の把握・分析及び諸外国政府等との情報交換を行うこと

を目的として、関係省庁からなる人身取引対策に関する政府調査団を、カンボジア（２０

０７年１月、２０１１年３月）、ラオス（２００７年１月）、オーストリア（２００８年

２月）、韓国（２００９月３月）、米国（２０１０年３月）、タイ（２０１１年３月、２

０１２年１２月）、フィリピン（２０１１年１１月）にそれぞれ派遣した。 

 

エ）二国間協力 

２１０．人身取引対策に関する日タイ共同タスクフォースは、２００６年５月の第１回会

合以降、５回の会合が開催され、日タイ両国間で、人身取引の防止、撲滅及び被害者の保

護等、具体的な協力のあり方等を検討した。 

 

オ）児童のトラフィッキング問題に対する取組 

２１１．２０１２年７月、日・ＡＳＥＡＮ統合基金（ＪＡＩＦ）を活用し、「児童の人身

取引及び商業的性的搾取との対決に関するＡＳＥＡＮワークショップ」をジャカルタにて

開催し、児童の人身取引及び商業的性的搾取の根絶に向けた活発な議論と有益な意見交換

が行われた。また、日本は、国連薬物犯罪事務所（ＵＮＯＤＣ）の犯罪防止刑事司法基金

への拠出を通じた、タイにおける人身取引被害者の芸術療法に係るプロジェクト（２００

６～２００７年）や人身取引や性的搾取からの脆弱な子供の保護に係るプロジェクト（２

００８～２００９年）等を実施した。 

 

２１２．また、警察は、２００２年から毎年、東南アジア及び在京の外国捜査機関等を招

へいし、児童の商業的・性的搾取対策に関する取組について意見交換を行う会議を開催し

ている。 

 

２．日本の性産業に関する一層詳細な情報 
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（１）売買春及び性的搾取の実態 

ア）売春関係事犯の検挙状況 

２１３．売春関係事犯については、売春防止法、児童福祉法、職業安定法、児童買春・児

童ポルノ禁止法等を適用し取り締まっている。売春関係事犯及び児童買春・児童ポルノ禁

止法による検挙状況については、統計資料３６及び４３（１）参照。また、売春防止法違

反事件及び児童買春・児童ポルノ禁止法違反事件の検察庁における受理状況については、

統計資料３７及び４３（２）参照。 

 

イ）外国人女性の売春事犯 

２１４．売春事犯に関与した外国人女性の現状については、統計資料３９参照。 

 

ウ）多様化する売春事犯 

２１５．近年の売春関係事犯は、店舗を設けて行う事犯のほか、派遣型ファッションヘル

スを仮装した事犯や、出会い系サイトを利用して女性になりすまして客を勧誘する事犯等

がみられ、不法な収益を得ることを目的に、巧妙かつ組織的に行われている状況が認めら

れる。また、出会い系サイト等を利用し、個人的な「援助交際」（売春等）の勧誘を装っ

て組織的な児童買春の周旋を行う事犯や、飲食店、マッサージ店等の合法的な営業を装い

ながら児童に卑わいな言動等で接客させる事犯等が出現している。 

 

２１６．わいせつ物頒布等事犯及びコンピュータネットワークを利用したわいせつ物頒布

等事犯の検挙状況については、統計資料４１及び４２参照。 

 

（２）売買春及び性的搾取に対する措置 

ア）児童買春等の防止 

（ⅰ）児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定

書 

２１７．我が国は、２００５年１月、児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関する児童

の権利に関する条約の選択議定書を締結し、その着実な実施に努めてきている。 

 

（ⅱ）児童買春、児童ポルノ事犯への取組 

２１８．児童買春、児童ポルノ事犯は児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長に重大

な影響を与えるものであることから、警察は、２００４年に改正された児童買春・児童ポ

ルノ禁止法に基づき、これらの事犯の取締りに積極的に取り組んでいる。特に、児童の性

的搾取・性的虐待の記録である児童ポルノの根絶に向け、関係機関・団体等と緊密な連携

を図りながら、取締りの強化、広報啓発活動、流通・閲覧防止対策等を推進している。ま

た、２００３年６月に制定したインターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行

為の規制等に関する法律に基づき、出会い系サイトを利用して児童を性交等の相手方とな

るように誘引する行為等の厳正な取締りを行っている。さらに、東南アジア及び在京の外

国捜査機関等を招へいし、児童の商業的・性的搾取対策に関する取組について意見交換を

行う会議を開催しているほか、国際会議への参加等により、児童ポルノ事犯等の国外犯捜

査に関する国際捜査協力や情報交換の強化に努めている。加えて、２０１１年に専用端末

を整備して国際児童ポルノデータベースの取組に参画し、外国捜査機関との情報共有を図

っている。 

 

２１９．児童ポルノ事犯に対するその他の取組については、第２条３．で記述した。 
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（ⅲ）多様化する児童買春等の防止 

２２０．出会い系サイトやコミュニティサイト等に起因する児童買春等の防止に関する取

組については、第２条３．で記述した。 

 

２２１．性風俗に関する営業等の少年への有害な影響を排除するための取組については、

第２条３．で記述した。 

 

（３）売春に従事した女性に対する保護 

ア）要保護女子の保護更生 

２２２．第６回報告パラグラフ２１３から２１７まで参照。婦人相談員については、その

要する費用の２分の１を国が補助する制度を設けており、年々婦人相談員は増員され、相

談体制が強化されてきていること等により、婦人保護施設の入所人員は減少してきている。

婦人保護事業の実施機関等の状況については、統計資料３８参照。 

 

イ）少女への支援 

２２３．少女への支援については、第６回報告パラグラフ２１８参照。 

 

ウ）外国人女性の保護 

２２４．２００６年から２０１２年末までに不法滞在状態にあり、売春をさせられていた

人身取引等の被害者（外国人女性）５２人全員に対して、在留特別許可を与えた。なお、

これら人身取引等の被害者である外国人女性の保護については、婦人相談所等の関係機関、

出身国の在日公館、女性の保護・支援活動等を行っているＮＧＯ等と連絡を取り合って対

応している。国際移住機関（ＩＯＭ）と連携を図り、外国人人身取引被害者のうち、帰国

を希望する者への帰国支援（人身取引被害者の帰国・社会復帰支援事業）を通じて、被害

者が母国に帰国した後の社会復帰支援として職業訓練等の支援を行っている。 

 

エ）その他 

２２５．売春に従事した女性のうち、刑罰を科された者に対しては刑事施設において、ま

た、保護処分に付された者に対しては少年院において、それぞれ個々の必要性に応じた矯

正教育等を実施している。さらに、刑罰の執行を猶予されて補導処分に付された者に対し

ては婦人補導院において、必要な補導を行っている。 

 

２２６．保護観察所においては、売春の勧誘等により保護観察を受けることとなった女性

に対し、社会復帰を支援している。 

 

（４）防止に向けた啓発活動、性に関する指導等 

２２７．第２条３．、本条１．及び第１２条２．で記述した。 

 

 

第７条（政治的及び公的活動における差別の撤廃） 

 

１．公的分野における女性の参画状況 

２２８．我が国における政策・方針決定過程への女性の参画の拡大は、喫緊の課題であり、
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特に政治・経済の分野におけるその緊要性は高い。この現状を周知し、女性の政策・方針

決定過程への参画を更に促すよう努力している。 

 

（１）女性国会議員 

２２９．第３次基本計画においては、衆議院議員及び参議院議員の候補者に占める女性の

割合を２０２０年までに３０％とする努力目標を設定するとともに、女性候補者の党の割

合を高めるため、ポジティブ・アクションの導入を検討するよう働きかけることを盛り込

んだ。また、２０１２年２月には、「男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会報

告書」において、政治分野における女性の参画拡大のためポジティブ・アクションについ

て、諸外国の具体的事例をまとめた。それらを踏まえ、２０１１年から毎年、内閣府特命

担当大臣（男女共同参画）から各政党に対し、衆議院議員及び参議院議員の選挙における

女性候補者の割合などが高まるよう、諸外国の事例を示して、ポジティブ・アクション導

入の検討等を要請している。 

 

２３０．衆議院及び参議院における女性議員数については、統計資料４４参照。なお、第

４６回総選挙後（２０１２年１２月時点）の衆議院の女性議員は３８人（７．９％）、第

２３回通常選挙後（２０１３年７月時点）の参議院の女性議員は３９人（１６．１％）と

なっている。 

 

（２）女性閣僚等 

２３１．女性の大臣、副大臣及び大臣政務官については、統計資料４６及び４７参照。２

０１３年１１月では、２人（１０．５％）の女性閣僚、４人（１４．３％）の女性副大臣、

２人（７．４％）の女性大臣政務官が就任している。 

 

（３）司法における女性 

２３２．裁判官数、検察官数及び司法試験合格者数については、統計資料４８から５０ま

で参照。女性初の最高裁判事が１９９４年２月に任命されて以来、２０１３年４月現在、

３人の女性最高裁判事及び１人の女性高裁長官並びに３人の女性裁判所長が在職している。

裁判官、検察官に占める女性の割合は、いずれも引き続き増加している。なお、司法試験

合格者に占める女性の割合は、近年、２０％台で推移している。 

 

（４）女性国家公務員 

２３３．第４条１．で記述した。 

 

（５）女性知事、首長等 

２３４．２０１３年８月現在、女性の都道府県知事は３人となっている。また、女性の市

区長は１６人、町村長は６人となっている。 

 

（６）女性地方議員 

２３５．地方議会における女性議員数については、統計資料５１参照。その比率は徐々に

高まっている。 

 

（７）女性地方公務員等 

ア）女性地方公務員 

２３６．第４条２．で記述した。 
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イ）教育委員会 

２３７．地方公共団体の執行機関である教育委員会の委員に占める女性の数と割合は、２

０１１年５月現在２，６２０人、３４．９％（２００３年５月現在２４．８％）となって

おり、増加傾向にある。 

 

ウ）女性警察官 

２３８．２０１３年４月１日現在、都道府県警察に勤務する女性警察官の総数は、約１８，

７００人（全警察官の約７．２％）で、前回報告時（２００５年）の約１．６倍に増加し

た。従来は、女性警察官の多くが交通部門に配置されていたが、現在は他の職域に配置さ

れる女性警察官の割合が増加しており、女性が被害者となる性犯罪や配偶者からの暴力事

案等において、捜査や被害者支援に女性警察官の能力や特性がいかされている。女性警察

官の採用・登用の拡大に伴い、交番に女性用仮眠施設を整備したり、ベビーシッターを利

用する際の補助を導入したりするなど、女性が働きやすい職場環境づくりに取り組んでい

る。 

 

 

第８条（平等の条件での国際的活動への参加） 

 

１．国際分野における政策決定への参画状況 

（１）国際会議への女性の参加 

２３９．２００６年７月から２０１３年１２月までの間、内閣が代表、代表代理及び顧問

を任命した国際会議政府代表団等は１５１であるが、そのうち約２４％に当たる３６の国

際会議に女性の代表等を任命（閣議決定によるもの）した。 

 

（２）海外における勤務 

ア）国際機関等 

２４０．国連機関等への日本女性の参画状況については、統計資料５２参照。国連事務局

を含む主な国際機関等において、専門的な事業に携わる日本人女性職員の数は増加傾向に

ある。２０１３年１月末現在における日本人の女性幹部職員としては、国連事務局平和維

持活動局アジア・中東部長、国連環境計画（ＵＮＥＰ）地域協力局長、ＵＮＤＰ国連常駐

調整官（在コスタリカ）等が挙げられる。 

 

イ）大使 

２４１．我が国の女性の大使は、１９８０年に初めて就任して以来、延べ１７人である。

うち２０１３年１２月１日現在、１人が駐リトアニア大使として在任中であり、我が国の

全大使の約０．７％に相当する。 

 

ウ）在外公館の女性職員 

２４２．２０１３年１２月１日現在、我が国の外務省（本省及び在外公館）において１,４

９２人の女性職員が勤務しており、総職員数に占める割合は約２６％である。うち、在外

公館に勤務する女性職員は５３８人であり、これは在外公館職員の約１６％である。 

 

エ）国際平和協力活動への派遣 
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２４３．２００６年５月から２０１３年１２月までの間、南スーダン等における国際平和

協力業務に延べ６１人の女性自衛官が、フィリピン台風等への対応として国際緊急援助活

動に延べ７７人の女性自衛官が、イラクにおける人道復興支援活動に延べ４２人の女性自

衛官が、そしてインド洋における国際テロ対応のための協力支援活動に延べ６８人の女性

自衛官が参加し、衛生、輸送、通信業務等を担当した。 

 

（３）ジェンダーと開発（ＧＡＤ：Gender And Development） 

ア）ＯＤＡによる取組 

２４４．我が国は、２００５年に「ジェンダーと開発（ＧＡＤ）イニシアティブ」を発表

し、ＯＤＡ全般にわたって、ニーズ把握から政策立案、案件形成・実施・モニタリング・

評価に至る一連のプロセスを通じてジェンダー主流化を図ると共に、開発途上国の制度・

政策面の支援等を通じて、ジェンダー不平等の要因にも対処するための支援を続けてきた。

２０１２年には、ＧＡＤイニシアティブについて、第三者によるＯＤＡ評価を実施した。

このＯＤＡ評価も踏まえ、ジェンダー主流化の推進に取り組んでいる。 

 

２４５．特に、ＭＤＧｓ達成への貢献として、２０１０年の国連総会で発表した保健及び

教育分野における新たな協力政策においても、ジェンダーの視点を重視することを明記し、

着実に実施している。また、２０１３年６月に横浜で開催された第５回アフリカ開発会議

（ＴＩＣＡＤ Ⅴ）においても、女性に焦点を当て、成果文書の中で女性のエンパワーメン

トを基本原則の一つに位置づけるなど、アフリカ諸国、開発パートナー等あらゆるステー

クホルダーとともに取り組んでいくことを表明した。 

 

２４６．２０１３年９月には、第６８回国連総会における一般討論演説において、安倍晋

三内閣総理大臣は、「女性が輝く社会」の実現に向けた支援の強化（３年間で３０億ドル

を超えるＯＤＡの実施）を表明した。「女性の活躍・社会進出推進と女性の能力強化」、

「国際保健外交戦略の推進の一環として女性の保健医療分野の取組強化」、「平和と安全

保障分野における女性の参画と保護」を３つの柱としている。 

 

イ）教育分野の国際交流・協力 

２４７．我が国は、「万人のための教育」を主導するユネスコへの協力を通じて、「ダカ

ール行動の枠組み」で示された目標へ向けた取組に貢献するため、①ユネスコの「万人の

ための教育信託基金」及び「アジア太平洋地域教育協力信託基金」への拠出、②公益財団

法人ユネスコ・アジア文化センター（ＡＣＣＵ）及び公益社団法人日本ユネスコ協会連盟

によるアジア太平洋地域等における識字教育への支援等、③国立女性教育会館による海外

の女性教育関連政府機関及びＮＧＯの指導者等への研修、タイ、カンボジア、ベトナム、

ミャンマー、ラオス及びフィリピンの６か国の人身取引対策に携わるメンバーを対象とし

たワークショップ型地域別研修等を実施している。 

 

ウ）国際ボランティア貯金 

２４８．独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構（２００７年９月までは、日本郵

政公社）は、「国際ボランティア貯金」の寄附金の配分を通じて、開発途上国でＮＧＯが

実施する識字事業、保健衛生・栄養・生活改善指導、職業技術指導等により女性の自立を

支援している。 

 

エ）アフガニスタン女性への支援 
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２４９．２０１２年７月、日本においてアフガニスタンに関する東京会合が開催され、成

果文書として発表された東京宣言の附属書「相互責任に関する東京フレームワーク」にお

いて、女性の権利の確保が目標の１つとして示された。 

 

２５０．内閣府は、内閣官房長官の懇談会として、アフガニスタンの女性支援に関する懇

談会を２００２年２月から２０１２年７月までの間に計１５回開催し、我が国のアフガニ

スタン支援の成果や課題についてフォローアップを行った。 

 

（４）「北京＋１５」記念会合（第５４回国連婦人の地位委員会）への参加 

２５１．第４回世界女性会議から１５年目に当たることを記念し、「北京宣言及び行動綱

領」と第２３回国連特別総会「女性２０００年会議」成果文書の実施状況の評価を主要テ

ーマに開催された第５４回国連婦人の地位委員会（以下「「北京＋１５」記念会合」とい

う。）（２０１０年３月）には外務大臣政務官を首席代表に、目黒依子日本代表、林陽子

女子差別撤廃委員会委員、関係府省、ＮＧＯ代表（３人）等計２１人からなる日本政府代

表団が出席した。なお、日本政府代表団のうち１３人（６２％）が女性、政府代表も女性

であった。 

 

２５２．我が国は首席代表ステートメントにおいて、「ジェンダーと開発（ＧＡＤ）イニ

シアティブ」に基づきＯＤＡにジェンダーの視点を適切に反映すること、メリハリをつけ

た実効性のある第３次基本計画を策定していくこと、配偶者暴力防止法の２度にわたる改

正を含む女性に対する暴力根絶のための取組を報告するとともに、男女共同参画社会実現

に向け国際社会、国際機関、ＮＧＯ等の市民社会との今後の一層の協力の強化について強

い決意を表明した。 

 

２５３．宣言案及び決議案を巡る交渉等に、我が国は積極的に参加・貢献した。 

 

（５）「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメント」決議（第５６回国連

婦人の地位委員会）の採択 

２５４．２０１２年３月の第５６回国連婦人の地位委員会において、我が国は、２０１１

年３月に起こった東日本大震災から１年になるに当たり、日本の経験や教訓を各国と共有

し、国際社会の理解を深めるとともに、より女性に配慮した災害への取組を促進すること

を目指して、我が国として初めて「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワー

メント」決議案を同委員会に提出し、コンセンサスで採択された。我が国は、２０１４年

に開催される第５８回国連婦人の地位委員会に、同決議のフォローアップのための決議案

を提出する予定である。 

 

２．関連国連会議等文書の実施について 

２５５．第３次基本計画の策定に当たっては、第６回報告最終見解において指摘された課

題等を踏まえ、条約等国際規範・基準の積極的な遵守や国内における実施強化・国内への

周知を図るための必要な施策を盛り込んだ。 

 

２５６．内閣府は、「北京＋１５」記念会合等に際し、その準備段階、会議終了後の報告

会、各種刊行物やウェブサイトなどを通じ、成果文書、ナショナルレポート、ステートメ

ント等の情報の広報に努めている。さらに、広範な国民各界各層との情報・意見交換のた

めの男女共同参画推進連携会議主催による「聞く会」を２００６年７月から２０１３年１
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２月までの間に計２１回開催し、国際会議における議論等、女性の地位向上のための国際

的な規範や基準、取組の指針を社会一般に周知するとともに、積極的に国内に取り入れる

よう努めた。 

 

２５７．外務省は、２０１３年９月，安全保障理事会決議第１３２５号を踏まえ，「女性・

平和・安全保障」に関する行動計画の策定作業を開始した。これまで、外務省・関係府省

庁・市民社会（ＮＧＯs や有識者からなる）の代表からなる少人数グループ会合を開催し､

市民社会との意見交換を通して、同行動計画の構成、含めるべき要素、作業の進め方、計

画案（目標・具体策・指標含む）について議論を深めてきている。これらを踏まえた上で、

草稿を作成した後、パブリック・コメントに付す予定である。 

 

３．アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）日本会合の開催 

２５８．２０１０年、我が国はＡＰＥＣ議長を務め、ＡＰＥＣの３つの女性関連会合を開

催した。９月に東京で第１５回女性リーダーズネットワーク会合（以下「第１５回ＷＬＮ」

という。）を、埼玉県嵐山町で第８回男女共同参画担当者ネットワーク会合を、１０月に

岐阜市で女性起業家サミットを開催した。第１５回ＷＬＮでは、「女性による新たな経済

活動の創造」をテーマとして約６００人の女性リーダーが参加し、活発な議論が行われ、

ＡＰＥＣの首脳及び閣僚に向けた提言が採択された。提言を踏まえた女性の活躍の重要性

については、ＡＰＥＣ首脳宣言等ハイレベル会合の成果文書に反映された。 

 

２５９．その後も、２０１１年のアメリカ会合には内閣府副大臣、２０１２年のロシア会

合及び２０１３年のインドネシア会合には、内閣府特命担当大臣（男女共同参画担当）が

「女性と経済に関するハイレベル政策対話」に出席し、積極的に議論に参加するなど、Ａ

ＰＥＣにおける女性と経済の取組に協力している。また、２０１２年３月に我が国が主催

した「ＡＰＥＣ横浜フォーラム：女性とリーダーシップ」では、女性がリーダーシップを

発揮し、経済成長を牽引するための成功事例や政策などについて議論を行った。 

 

 

第９条（国籍に関する法的平等） 

 

１．国籍法について 

２６０．我が国の国籍法は、出生による国籍の取得について、第２条で規定しているが、

同条は「子は、次の場合には、日本国民とする。」として、第１号で、「出生の時に父又

は母が日本国民であるとき。」、第２号で、「出生前に死亡した父が死亡の時に日本国民

であったとき。」、第３号として、「日本で生まれた場合において、父母がともに知れな

いとき、又は国籍を有しないとき。」としている。 
 

２６１．また、届出による国籍の取得について、同法第３条及び第１７条第１項、第２項

等に規定されているが、その要件は、例えば第３条にあっては、①父又は母が認知したこ

と、②子が２０歳未満であること、③認知をした父又は母が子の出生当時日本国民であっ

たこと等であり、また、第１７条第１項にあっては、①国籍不留保により日本国籍を喪失

したこと、②２０歳未満であること、③日本に住所があることである。 

 

２６２．帰化については、同法第４条に規定され、第５条に帰化についての最低条件が規
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定されている。その条件は、住所条件、能力条件、素行条件、生計条件、重国籍防止条件、

憲法遵守条件である。 

 

２６３．上記のいずれの場合も、これらの要件の適用に当たっては、日本国憲法第１４条

の原則に基づき、男女による差別なく、平等に取り扱っている。なお、婚姻又は離婚した

ことにより、国籍に変更が生ずるとの規定はない。 
 

 

第１０条（教育の分野における差別の撤廃） 

 

１．男女共同参画を推進する教育・学習の充実 

（１）初等中等教育及び高等教育の充実 

２６４．２００８年及び２００９年に改訂した「学習指導要領」においては、引き続き、

人権の尊重、男女の平等、相互協力・理解、男女が協力して家庭を築くことの重要性など

について規定した。文部科学省では、各都道府県教育委員会等に対して、全国的な会議等

を通じて、新学習指導要領の内容を周知するとともに、それを実現するための指導体制の

充実、教員研修、教材の充実を図ることなどを指導している。 

 

２６５．高等教育機関における教育・研究活動については第６回報告パラグラフ２５９参

照。 

 

（２）社会教育 

ア）地域における事業 

２６６．文部科学省は、女性が結婚、妊娠、出産といったライフイベントを視野に入れ、

長期的な視点で自らの人生設計（ライフプランニング）を行い、能力を発揮しつつ主体的

に生き方を選択することを支援するための事業を実施した。また、男女共同参画の視点を

持ち、地域づくりに参画できる女性人材の育成を支援するため学習プログラムの収集・発

信を行っている。 

 

イ）家庭教育に関する学習機会の充実 

２６７．第５条２．で記述した。 

 

（３）教育・学習機会の充実 

２６８．文部科学省及び地方公共団体における生涯学習社会の取組については、第６回報

告パラグラフ２６３及び２６４参照。 

 

２６９．社会人となった後でも、高度で先端的な知識や技術を学びたいときに学ぶことが

できるよう、大学・専門学校等における編入学の受入れ、社会人入試の実施、昼夜開講制

の推進、夜間大学院の設置、公開講座等の実施を促し、生涯学習機能の充実を図っている。 

 

２７０．放送大学における生涯学習社会の取組については、第６回報告パラグラフ２６６

参照。 

 

（４）女性のエンパワーメント 
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２７１．文部科学省は、女性の再就職・企業等に関する総合的な支援策である「女性の再

チャレンジ支援プラン」に基づき、キャリアの中断により不安を感じている女性に対する

支援として、再就職に必要な知識・技能習得の機会の提供、優れた研究者の出産・育児等

による研究中断からの円滑な復帰の支援等を行った。 

 

２７２．さらに、国立女性教育会館は、女性のキャリア形成に関する実証的・実践的研究

を実施した。また、ロールモデル集の作成及びキャリア支援情報提供システムの構築、ア

ジア太平洋地域における男女共同参画推進官・リーダーセミナーを実施している。 

 

（５）科学技術分野における女性の活躍支援 

２７３．第３次基本計画においては、「科学技術・学術分野における男女共同参画」を重点

分野として新設した。また、自然科学系全体の女性研究者の採用割合については、２０１

１年８月に閣議決定した「第４期科学技術基本計画」において、３０％とする目標を設定

し、さらに、２０１３年６月に閣議決定した「科学技術イノベーション総合戦略」におい

て、同計画を踏まえ、大学及び公的研究機関におけるその割合を２０１６年までに３０％

とする目標を設定した。 
 
２７４．科学技術分野における女性の活躍促進を図るため、文部科学省は、女性研究者の

研究と出産・育児・介護等との両立のための環境整備や研究力の向上を図る大学等に対し

て支援を行う事業や、出産・育児により研究を中断した研究者に対して研究奨励金を支給

し、研究復帰を支援する事業などを実施している。さらに、女子中高生に対して、科学技

術分野で活躍する女性研究者・技術者、大学生等との交流機会の提供や、実験教室・出前

授業の実施等を行い、理系への進路選択を支援する取組を実施している。 

 

２７５．また、２０１２年２月には、「男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会

報告書」において、ゴール・アンド・タイムテーブル方式等を取り入れた研究機関等の具

体例・成功例の公表や女性研究者の参画の拡大に向けた環境づくりなどの推進方策を整理

した。 

 

２７６．国立女性教育会館は、２００５年度より科学技術者のロールモデルを紹介すると

ともに、女子中高校生の理系進路選択支援を目的とするセミナーを実施している。また、

２０１０年度には、日米の女性研究者のエンパワーメントを目的としてシンポジウムを開

催した。 

 

（６）教育分野関係者への研修 

２７７．国立女性教育会館は、大学教員等を対象に男女共同参画の視点に立ったキャリア

形成支援の推進に関する実践的研修を実施した。 

 

（７）「国連持続可能な開発のための教育の１０年」の推進 

２７８．「国連持続可能な開発のための教育の１０年」については、第６回報告パラグラ

フ２７４参照。男女間の公平などを含む、持続可能な社会づくりを目指す持続可能な開発

のための教育を推進するため、関係府省庁の連携の下、「我が国における『国連持続可能

な開発のための教育の１０年』実施計画」を２００６年３月に策定し、２０１１年６月に

は改訂を行った。「国連持続可能な開発のための教育の１０年」の最終年となる２０１４

年には、「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネスコ世界会議」を我が国
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とユネスコの共催で開催予定である。 

 

（８）教育基本法における男女共同参画の推進 

２７９．２００６年に改正された教育基本法については、教育の基本理念として、男女共

同参画への寄与を掲げることが重要とのことで、男女の平等を重んずる態度を養うことを、

教育の目標として明記し、従来より積極的に男女の平等を推進するよう改めている。なお、

男女共学の推進を規定していた改正前の教育基本法第５条は、戦前の教育制度における性

別による制度的な差異を解消するために規定されていたもので、今日においては、男女共

学の趣旨が広く浸透し、性別による制度的な教育機会の差異もなくなっていることから削

除されたものである。  

 

２．独立行政法人国立女性教育会館による取組 

２８０．国立女性教育会館の機能については、第６回報告パラグラフ２７５参照。 

 

（１）研修事業 

２８１．研修事業としては、男女共同参画推進に関わる行政担当者や団体リーダー、女性

関連施設職員を対象としたセミナーや「女性関連施設相談員研修」を実施した。さらに、

企業における男女共同参画推進を図るため、２０１２年度より「企業を成長に導く女性活

躍推進セミナー」を実施している。また、行政担当者、女性団体やＮＰＯのリーダー及び

大学や企業のダイバーシティ担当者を対象とした「男女共同参画推進フォーラム」を実施

している。 

 

（２）教育・学習支援事業 

２８２．２０１３年度から、女性関連施設や大学・短大向けの教育・学習プログラムを開

発し、提供する予定。 

 

（３）調査研究事業 

２８３．専門的な調査研究として「男女共同参画統計に関する調査研究」を継続的に実施

するとともに、新たな課題に対応した調査研究を行い、その成果を各種事業に反映させて

いる。 

 

（４）情報収集・提供事業 

２８４．女性教育情報センターは、女性及び家庭・家族に関する国内外の資料・情報を収

集し、閲覧・貸出等を行っている。また、２００６年３月からは広範囲の女性情報へのア

クセスが一元的にできる「女性情報ポータル“Ｗｉｎｅｔ”」を構築し、調査研究の成果

や収集した資料・情報等を広く公開している。また、女性アーカイブセンターでは、男女

共同参画社会の形成に顕著な業績を残した女性や全国的な女性団体、女性教育・男女共同

参画施策等に関する史・資料を収集・整理し提供している。２０１３年３月から女性の視

点からの災害復興支援活動の記録である「ＮＷＥＣ災害復興支援女性アーカイブ」を構築

し、公開している。 

 

（５）国際関係事業 

２８５．ナショナルセンターとして、男女共同参画を推進する海外の機関等との連携体制

の構築・強化を図ることを目的に、海外からの研修生を対象とする国際研修及び国際シン

ポジウムを実施し、その成果を国内外に広く発信している。 
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３．進路・就職指導の充実 

２８６．第１１条３．で記述した。 

 

 

第１１条（雇用の分野における差別の撤廃） 

 

１．男女雇用機会均等確保対策の推進 

（１）男女雇用機会均等法の施行状況 

２８７．男女雇用機会均等法は、募集・採用から退職に至るまでの雇用管理の各ステージ

における性別を理由とする差別的取扱いを禁止している。また、２００６年の法改正によ

り、間接差別の禁止についても新たに規定している。間接差別とは、①性別以外の事由を

要件とする措置であって、②他の性の構成員と比較して、一方の性の構成員に相当程度の

不利益を与えるものを、③合理的な理由がないときに講ずること、としている。 

 

２８８．厚生労働省令は、公労使三者構成の労働政策審議会において妥当とされた①労働

者の募集又は採用に当たって、労働者の身長、体重又は体力を要件とすること、②コース

別雇用管理における「総合職」の労働者の募集又は採用に当たって転居を伴う転勤に応じ

ることが出来ることを要件とすること、③労働者の昇進に当たり、転勤の経験があること

を要件とすること、の３つの措置を間接差別として規定している。 

 

２８９．さらに、男女雇用機会均等法改正法附則等を踏まえ、公労使三者構成の労働政策

審議会で、今後の男女雇用機会均等対策について検討を行い、２０１３年９月に報告を取

りまとめ、間接差別になり得る要件を定めている現行の省令を見直し、転勤要件について、

①総合職の限定を削除し、総合職以外の労働者も対象とすること、②募集・採用に加えて、

昇進及び職種の変更に関する措置を追加すること、としたところである。これにより、全

ての労働者の募集、採用、昇進等に当たり、合理的な理由なく、転居を伴う転勤要件を設

けることは、間接差別に該当することとなる。 

 

２９０．厚生労働省は、今回の報告を受け、２０１３年１２月に省令を改正した。今後と

も、法の履行確保に努めることとしている。 

 

２９１．雇用均等室は、男女雇用機会均等法に関し、労働者、企業等から、年間約２０，

０００件の相談を受けている。 

 

（２）男女雇用機会均等実現に向けた取組 

ア）行政指導 

２９２．男女雇用機会均等法に違反する取扱いについては年間約７，７００件の是正指導

を行うとともに、事実上の男女間の格差の大きい企業に対しては、その理由を具体的に把

握し、問題点を踏まえ、積極的かつ具体的取組に関する助言を行っている。 

 

２９３．また、コース別雇用管理制度等については、職務内容や専門性等によって労働者

を区分し、その区分ごとに配置・昇進等の処遇を行うものであって、性別によって異なる

取扱いを行うものではない限り、男女雇用機会均等法上の問題はない。一方、コース別雇
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用管理を導入している企業の中には、総合職の女性が少なく、女性の割合が低い、コース

等の各区分における職務内容や処遇について合理性や透明性が十分確保されていない等の

傾向も見られる。このため、雇用均等室の行う計画的な事業所訪問の対象にコース別雇用

管理導入企業を一定数含め、男女雇用機会均等法及び２００７年１月に策定した「コース

等で区分した雇用管理についての留意事項」に基づき、制度の内容及び運用実態を把握し、

男女雇用機会均等法及び留意事項に沿った雇用管理となるよう指導等を実施している。 

 

２９４．男女雇用機会均等法改正法附則等を踏まえ、公労使三者構成の労働政策審議会で、

今後の男女雇用機会均等対策について検討を行い、２０１３年９月に報告を取りまとめ、

コース別雇用管理事業主が男女雇用機会均等法に抵触しない等適切な雇用管理を行うこと

を確保するために「コース等で区分した雇用管理についての留意事項」（局長通達）をよ

り明確な記述としつつ指針に規定することが適当であるとしたところである。また、コー

ス別雇用管理を導入している事業主には、総合職など特定の職種に転居を伴う転勤要件を

設けている場合が見られるが、２０１３年の上記報告において、間接差別になり得る要件

を定めている現行の省令を見直し、全ての労働者の募集、採用、昇進等に当たり、合理的

な理由なく、転居を伴う転勤要件を設けることは、間接差別に該当することとなった。こ

れにより、どのようなコースであっても、コース別雇用管理において転勤要件を設けるこ

との合理性・必要性を慎重に検討することとなり、コース別雇用管理の適正かつ円滑な運

用が図られるようになるものである。 

 

２９５．厚生労働省は、今回の報告を受け、２０１３年１２月に省令の改正及び指針の制

定を行った。今後とも、コース別雇用管理が事実上の男女別雇用管理となることがないよ

う、法の履行確保に努めることとしている。 

 

２９６．さらに、女子学生等の就職問題については、企業における募集・採用状況や女子

学生等の就職活動の状況の把握に努め、男女雇用機会均等法に違反する取扱いについては

是正指導を行っている。また、企業の人事・面接担当者等を対象に、男女雇用機会均等法

に沿った男女均等な選考ルールが徹底されるよう、啓発指導を行っている。 

 

イ）ポジティブ・アクション 

２９７．第４条で記述した。 

 

ウ）セクシュアル・ハラスメント防止対策 

２９８．第２条３．で記述した。 

 

エ）妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等 

２９９．男女雇用機会均等法は、妊娠・出産等を理由とする解雇その他の不利益取扱いを

禁止している。また、２００６年の法改正により、妊娠中の女性労働者及び出産後一年を

経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、事業主において当該解雇が妊娠・出産等

を理由とするものでないと証明しない限り、無効とすることとした。雇用均等室に寄せら

れた相談のうち、婚姻、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いに関する相談は、セクシ

ュアル・ハラスメントに関する相談に次いで多くなっている。また、労働局長による紛争

解決の援助申立受理件数は年平均２４０件、調停申請受理件数は年平均１４件、法違反に

対する雇用均等室が行った是正指導件数は年平均２４件である。 
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オ）個別紛争の解決 

３００．男女均等取扱いに関する労働者と事業主との間の紛争については、都道府県労働

局長の助言、指導、勧告及び機会均等調停会議を積極的に実施することによりその解決を

図っている。労働局長による紛争解決の援助申立受理件数及び機会均等調停会議による調

停申請受理件数の推移については統計資料５３を参照。 

 

２．多様な就業形態における就業条件の整備 

３０１．本項に直接該当するものではないが、パートタイム労働者と派遣労働者、有期契

約労働者に女性が多いことに鑑み、これらの就業形態に係る施策についても参考までに報

告する。 

 

（１）パートタイム労働 

３０２．近年、パートタイム労働者が増加し、我が国の経済社会において重要な役割を果

たすようになる中で、パートタイム労働者の処遇を改善していくことは、女性の能力を促

進する上で重要な課題である。２０１２年におけるパートタイム労働者数は、１，４３６

万人となっており、そのうち女性は９９４万人であり、女性の占める割合は、６９．２％

である。 

 

３０３．こうしたことから、パートタイム労働者がその能力を一層有効に発揮できる雇用

環境を整備するため、通常の労働者との均等・均衡待遇の確保や通常の労働者への転換の

推進等を内容とする短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（以下「パートタイム

労働法」という。）の改正を行った（２００８年４月から施行）。現在、パートタイム労

働法に基づく是正指導、専門家による相談・援助や助成金の活用などにより、パートタイ

ム労働者の待遇改善に取り組む事業主の取組を促進している。さらに、２０１２年６月に

厚生労働大臣に対し、労働政策審議会より、差別的取扱い禁止規定について無期労働契約

要件を削除すること等を内容とする建議がなされた。今後、この建議に基づき、必要な法

制上の措置を講ずることにしている。 

 

３０４．また、公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等

の一部を改正する法律が２０１２年８月に成立、公布した。このうち、①非正規労働者に

社会保険を適用し、セーフティネットを強化することで、社会保険における格差を是正す

る、②女性の就業意欲を促進する等の目的から短時間労働者に対する厚生年金・健康保険

の適用拡大については２０１６年１０月に施行することとしている。 

 

（２）派遣労働 

３０５．２０１２年６月１日時点における派遣労働者数は、約１３５万人となっている。

２０１２年における女性の占める割合は６１．１％である。 

 

３０６．労働者派遣については、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律（以下「労働者派遣法」という。）等に基づき、各般の施策を実施して

いる。 

 

３０７．派遣労働者に対しては、労働基準法、労働安全衛生法、男女雇用機会均等法を始

めとする労働関係法令が適用されるとともに、これらの法令に規定された使用者が負うべ

き責任については、労働者派遣法において、原則として派遣元事業主が負うこととしつつ、
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一定の規定については派遣先事業主が負うことと整理して、責任の所在を明らかにしてい

る。 

 

３０８．派遣労働者の保護と雇用の安定については、２０１２年に労働者派遣事業の適正

な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律等の一部を改正する法律を

施行した。この改正法では、目的規定に派遣労働者の保護を図ることを明記するとともに、

３０日以内の日雇派遣の原則禁止、派遣労働者の無期雇用への転換推進措置、派遣先労働

者との均衡待遇の配慮等の措置を新たに講じ、派遣労働者の保護と雇用の安定等の強化を

図っている。 

 

（３）有期労働契約 

３０９．２０１３年７月時点での有期契約労働者数は、１，４６１万人であるが、男女別

にみると、男性が５８２万人、女性が８７９万人となっており、全体に占める女性の割合

は６０.２％である。 

 

３１０．有期労働契約の反復更新の下で生じる雇止めに対する不安を解消し、また、期間

の定めのあることによる不合理な労働条件を是正することにより、有期労働契約で働く労

働者が安心して働き続けることができる社会を実現するため、２０１３年４月１日に、①

有期労働契約が繰り返し更新された場合に、労働者の申込みにより期間の定めのない労働

契約に転換させる仕組み、②判例で確立された雇止め法理（一定の場合には、使用者によ

る雇止めが認められないルール）の法定化、③有期契約労働者と無期契約労働者との間で、

期間の定めがあることによる不合理な労働条件の相違を設けることを禁止するルール、の

３つのルールを新たに規定する改正労働契約法を全面施行した。 

 

３．柔軟な職業選択を可能とするための方策 

（１）職業能力開発 

３１１．第６回報告パラグラフ３１１参照。２０１１年度の公共職業能力開発施設（２６

５校）における公共職業訓練（離職者訓練）の受講者は、男性４０％、女性６０％である。 

 

（２）進路・就職 

３１２．学校における進路指導については、第６回報告パラグラフ３１３参照。 

 

３１３．就職指導については、各大学において学生に対するキャリア・ガイダンスや大学

等の就職担当者及び企業の採用担当者の参加を得た情報交換・協議等を行う「全国就職指

導ガイダンス」を実施している。また、大学等関係団体で構成する就職問題懇談会では男

女雇用機会均等法及びその趣旨に則って採用活動を行うよう企業側に要請している。一方、

企業側でも、一般社団法人日本経済団体連合会が定める「採用選考に関する企業の倫理憲

章」において、公平・公正で透明な採用の徹底に努め、男女雇用機会均等法に沿った採用

選考活動を行うことを定めている。 

 

３１４．男女ともに多様な選択が可能となるよう進路指導等において活用できる学習教材

を作成し、男女共同参画の視点に立ったキャリア教育の支援を行っている。 

 

４．同一価値労働同一報酬 

３１５．労働基準法第４条は、賃金について女性であることを理由とした差別的取扱いを
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禁止している。実際に支払われている平均賃金（パートタイム労働者を除く。）の男女間

格差を見ると、２０１２年においては女性は男性の７０．９％となっており、徐々に縮小

してきているが、その格差は国際的に見て大きいと認識している。 

 

３１６．男女間の賃金格差については、２００８年６月より、変化する賃金・雇用管理制

度の下における男女間賃金格差に関する研究会において、その要因分析等を行った。その

結果、男女間格差に対する労使の意識が薄れていることもあり、男女間格差の解消に向け

た取組を推進するためには、各企業の男女の取扱い、賃金についての格差の実態把握や取

組の必要性の「気づき」を推進することが必要であると提言された。 

 

３１７．当該研究会の報告書を受け、政府は２０１０年８月に「男女間の賃金格差解消に

向けた労使の取組支援のためのガイドライン」を作成した。ガイドラインにおいては、①

賃金・雇用管理の制度面の見直し、②賃金・雇用管理の運用面の見直し、③ポジティブ・

アクションの推進という賃金・雇用管理の見直しの視点を示している。こうしたガイドラ

インの内容が労使に的確に伝わるように、ガイドラインのパンフレットを作成し、厚生労

働省のホームページに掲載するとともに、行政職員による企業訪問などのあらゆる機会を

通じて周知を行っている。 

 

３１８．また、ガイドラインをより利用しやすいものに改善するとともに、その普及を図

るために、２０１１年度からは、各業界の使用者団体と労働組合双方の参加による検討を

経て、業種ごとの雇用管理の実態の特徴を踏まえ、「業種別『見える化』支援ツール」（以

下「見える化ツール」という。）と、見える化ツールの活用法を紹介する「ポジティブ・

アクションを推進するための業種別『見える化』支援ツール活用マニュアル」を作成・普

及している。見える化ツールは、企業が、①自社における課題の多角的な要素での分析、

②業界の特徴を踏まえた自社の状況の把握、③男女を問わない社員の活躍の促進に関する

社員の理解や職場での浸透度の把握、④自社の取組成果の経年的な分析を行うことができ

る内容になっている。見える化ツールは、２０１２年度までに百貨店業、スーパーマーケ

ット業、情報サービス業、地方銀行業、製造業（加工食品（冷凍食品等）分野）、製造業

（電機・電子・情報通信分野）の６業種について作成している。 

 

３１９．さらに、男女間の賃金格差に大きく影響しているのが、男女間の職階格差や勤続

年数の格差であると考えられることから、ポジティブ・アクションの促進とともに、仕事

と家庭の両立支援を行うことにより、女性が働き続けやすい職場環境の整備に取り組んで

いる。 

 

３２０．労働基準監督官は、事業場等に対し必要な書類の提出を求め、又は使用者や労働

者に対し尋問を行うことにより、事業場における賃金の取扱いについて詳細に調査した結

果、当該事業場における賃金の差が、労働者が女性であることを理由とするものか、職務、

能率、技能等の差によるものであるかどうか等を確認し、労働基準法第４条違反である場

合には必要な指導を実施しているところである。加えて、国際労働機関第１００号条約「同

一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約」について国際労働機

関（ＩＬＯ）から同条の解釈に関する情報が不十分であるといった指摘があったことを踏

まえ、２０１２年１２月に、同条の解釈を明確にするため、労働基準法の解釈を示した通

達である昭和６３年３月１４日付け基発第１５０号・婦発第４７号「労働基準法関係解釈

例規について」を改正し、裁判例を参考に、同条違反となるケースの例示を追加した。ま
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た、同条に係る裁判例を紹介するパンフレットを作成し、事業主が賃金制度について実質

的な男女差別になっていないかを確認できるようにした。さらに、労働基準法等に違反す

る疑いのある事案を発見した場合は、関係機関で情報を共有し、必要な対応を行うことと

している。 

 

５．女性の家庭内の活動の実態 

３２１．総務省は、１９７６年より５年周期で「社会生活基本調査」の一部として生活時

間調査を実施してきた。２００１年調査では、従来のプリコード方式の調査票に加え、ア

フターコード方式の調査票を追加することにより、家事等、家庭内活動の時間量の詳細な

把握や国際比較に資する基礎資料の充実を図った。２００６年調査、２０１１年調査実施

時も、同様の調査を行った。 

 

３２２．内閣府は、同調査を用いて、６歳未満児のいる妻・夫の家事・育児関連時間等の

女性の家庭内の活動の実態に関する分析や、家事活動等の無償労働の貨幣評価額の推計を

行い公表した。 

 

６．出産手当金の支給 

３２３．被用者保険の被保険者が、出産により労務に服することかできない期間に対して

支給される出産手当金について、２００７年４月より、その一日の支給額を従来の標準報

酬日額の６割に相当する額から、賃金に賞与を反映した額である標準報酬日額の３分の２

に相当する額に改正した。 

 

７．育児・介護期等における条件整備の充実 

（１）家族的責任と職業上の責任の両立を可能にする施策の強化 

ア）「少子化社会対策大綱」に基づく実施計画策定 

３２４．少子化社会対策基本法については第６回報告パラグラフ３２３から３２５まで参

照。 

 

３２５．２０１０年１月に閣議決定した新たな少子化社会対策大綱（以下「少子化社会対

策大綱（２０１０年１月閣議決定）」という。）では、子ども・子育て支援施策を行って

いく際の３つの大切な姿勢として、「１ 生命（いのち）と育ちを大切にする」、「２ 困

っている声に応える」、「３ 生活（くらし）を支える」を示しており、この３つの姿勢

を踏まえ、「目指すべき社会への政策４本柱」と「１２の主要施策」に従って、２０１０

年度から２０１４年度までの５年間に講ずる具体的な施策内容と目標を掲げている。 

 

イ）子ども・子育て支援関連法の成立と新たな制度の導入 

３２６．全ての子どもと家庭を支援することを目的として、待機児童の解消を始め、幼児

期の教育・保育及び地域における子ども・子育て支援事業の量的拡充と質の向上を図るた

め、２０１２年８月に、子ども・子育て支援関連３法が成立し、早ければ、２０１５年４

月に新たな支援制度を施行することになっている。なお、子ども・子育て支援の量的拡充

と質の向上のため、消費税の増収分を活用することとしている。 

 

ウ）仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し 

３２７．経済界、労働界、地方公共団体の代表者、有識者、関係閣僚により構成される仕

事と生活の調和推進官民トップ会議において、政労使の合意のもと、２００７年１２月に
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「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進の

ための行動指針」（以下「行動指針」という。）を策定（２０１０年６月改定）し、これ

に基づき、官民一体となり、仕事と生活の調和実現に向けた取組を行っている。 

 

３２８．行動指針では、２０２０年に向け、「週労働時間６０時間以上の雇用者の割合」、

「第１子出産前後の女性の継続就業率」など１４項目の数値目標を設定しており、仕事と

生活の調和推進官民トップ会議の下に設置した仕事と生活の調和連携推進・評価部会にお

いて、数値目標等を活用し、仕事と生活の調和の状況や取組の進捗状況、今後の課題及び

取り組むべき事項について点検・評価を行っている。「週労働時間６０時間以上の雇用者

の割合」、「年次有給休暇取得率」、「男性の育児休業取得率」、「６歳未満の子どもを

もつ夫の育児・家事関連時間」「第１子出産前後の女性の継続就業率」等、進捗状況に遅

れがみられる指標については、その改善を図るため、労使はもとより、各主体の取組を支

援する国や地方公共団体においても、今後、明らかとなった課題への対応について検討し、

仕事と生活の調和の実現に向けた取組を加速していく。 

 

（ⅰ）育児・介護休業法等の改正 

３２９．少子化対策の観点から、喫緊の課題となっている仕事と子育ての両立支援等を一

層進めるため、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

及び雇用保険法の一部を改正する法律を２００９年７月に公布した。この法律の概要は、

①３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度を設けることを事業主の義務

とすること、②子の看護休暇の制度の拡充、③父親の育児休業の取得促進（父母ともに育

児休業を取得する場合１歳２か月までの間に１年間育児休業を取得可能とすること（パ

パ・ママ育休プラスの創設）、父親が出産後８週間以内に育児休業を取得した場合再度取

得可能とすること、配偶者が専業主婦や育児休業中であっても育児休業を取得可能とする

こと）、④介護のための短期の休暇制度の創設である。 

 

３３０．雇用均等室は、育児・介護休業法に関し、労働者、企業等から、年間約８７，０

００件の相談を受けている。また育児・介護休業法に違反する取扱いについては年間約３

９，０００件の是正指導を行っている。 

 

３３１．なお、「雇用均等基本調査」による出産者に占める育児休業取得者の割合、配偶

者が出産した者に占める育児休業取得者の割合については、統計資料５４参照。前回報告

時（２００５年）に比べ、男女とも育児休業取得者割合は増加している。 

 

（ⅱ）両立支援に取り組む企業への支援 

３３２．両立支援に取り組む事業主に対しては、従来から様々な形で助成金を支給し、取

組の支援を行っているところである。現在、①労働者のための保育施設を事業所内に設置、

増築等を行う事業主・事業主団体に対し、②小学校就学前までの子を養育する労働者が利

用できる短時間勤務制度を設け、利用者が出た事業主に対し、③仕事と家庭を両立させる

ための制度を導入し、利用を促進した中小企業に対し、それぞれ助成金を支給している。 

 

（ⅲ）育児休業給付、介護休業給付 

３３３．労働者が、満１歳未満の子を養育するための休業又は扶養している祖父母等の対

象家族を介護するための休業を行う場合に、育児休業給付又は介護休業給付を支給するこ

とで、休業により賃金が低下する労働者の雇用継続を援助、促進する支援を行っている。 
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（ⅳ）「次世代育成支援対策推進法」の改正 

３３４．「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、仕事と生活の両立支援の

ための一般事業主行動計画の策定の促進など、地域や職場における次世代育成支援対策を

推進するため、児童福祉法等の一部を改正する法律を２００８年１２月に公布し、次世代

育成支援対策推進法の一部を改正した。これにより、①一般事業主行動計画の策定・届出

の義務づけの対象範囲を従業員３０１人以上企業から従業員１０１人以上企業に拡大、②

一般事業主行動計画の公表・従業員への周知を計画の策定・届出義務のある企業に義務づ

けることとした。各事業主において計画に基づく取組が進められ、２０１３年６月末現在、

１０１人以上の企業は９５．０％、３０１人以上の従業員を雇用する事業主の「一般事業

主行動計画策定届」届出率は９５．４％、１０１～３００人以下の企業は９４．９％とな

っている。 

 

（ⅴ）労働時間等見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）の周知 

３３５．育児を始め労働者個々人の生活等に配慮した労働時間等の設定の改善に向けた労

使の自主的な取組を促進する、労働時間等の設定の改善に関する特別措置法に基づき２０

０６年３月に策定した「労働時間見直しガイドライン（労働時間等設定改善指針）」を、

事業主に周知・啓発している。 

 

（ⅵ）在宅勤務に関するガイドラインの周知 

３３６．情報通信機器を活用した在宅勤務について、適切な労務管理の在り方を明確にし

た「情報通信機器を活用した在宅勤務の適切な導入及び実施のためのガイドライン」（２

００４年３月策定、２００８年７月改訂）を、事業主等に周知・啓発している。  

 

（ⅶ）男性の育児休業取得促進の取組 

３３７．２０１０年６月に働く男性が育児をより積極的に楽しみ、育児休業を取得しやす

い社会となるよう、社会的気運の醸成を図ることを目的とした「イクメンプロジェクト」

を開始した。具体的には、公式サイトでのイクメン宣言・イクメンサポーター宣言の募集、

ハンドブックなど広報物の作成、シンポジウムの開催等による情報発信を行っている。ま

た、２０１３年７月には、本プロジェクトの一環として、男性の育児参加を積極的に促進

しつつ、業務改善を図る企業を表彰し、その取組を紹介する「イクメン企業アワード」を

創設した。こうした取組に対応し、２０１２年には超党派の国会議員によるイクメン議員

連盟が発足したほか、また、２０１３年には子育て支援施策に意欲的に取り組む県による

「子育て同盟」が発足し、自ら育児休業を取得した知事もメンバーとなっている等、国会

議員や地方公共団体の長においても、男性の育児休業取得促進に取り組む動きが広がって

いる。 

 

３３８. ２０１３年１２月に労働政策審議会雇用保険部会において取りまとめられた「雇

用保険部会報告」において、「男女ともに育児休業を取得していくことを更に促進するた

め、育児休業給付の給付率を引き上げることとし、（中略）育児休業開始時から最初の６

月の間について６７％の給付率とすべきである。」とされたことを踏まえ、２０１４年通

常国会での雇用保険法改正法案の提出を目指す。 

 

（ⅷ）再就職・起業への支援 

３３９．育児・介護等を理由に退職し、将来的に再就職を希望する者に対する再就職の支

51 
 



援を行う「再就職希望者支援事業」を２００２年度から２０１０年度まで全国４７都道府

県で実施した。また、両立支援ハローワークに代えて、２００６年度からは、子供連れで

来所しやすい環境を整備し、求職者の状況やニーズに応じたきめ細かな職業相談・職業紹

介等を行う「マザーズハローワーク事業」を実施し、子育てをしながら再就職を希望する

女性への就職支援を行っている。 

 

（ⅸ）国家公務員における職業生活と家庭生活の両立を一層支援するための措置 

３４０．人事院は、２００９年８月に、配偶者が育児休業をしている職員についても育児

休業等ができるようにするため、また、子の出生の日から一定期間内に最初の育児休業を

した場合に当該子について再度の育児休業をすることができるようにするため、国家公務

員の育児休業等に関する法律の改正が行われるよう国会及び内閣に対して意見の申出を行

った。政府は当該意見の申出を受け、国家公務員の育児休業等に関する法律の一部改正法

案を国会に提出し、同一部改正法は２００９年１１月に成立、２０１０年６月から施行し

た。また、人事院は、２０１０年３月に人事院規則を改正し、同法の施行に合わせて子の

看護休暇を拡充するほか、短期介護休暇を新設した。２０１０年には育児・介護を行う非

常勤職員の職業生活と家庭生活の両立に資するため、人事院及び政府は、非常勤職員につ

いても育児休業や介護休暇等を取得することができるよう、国家公務員の育児休業等に関

する法律の改正などの制度の整備を図った（２０１１年４月施行）。さらに、人事院は、

両立支援のための環境の整備を図るため、上記の制度の整備に併せて「育児・介護を行う

職員の仕事と育児・介護の両立支援制度の活用に関する指針」を改正するとともに、連絡

協議会を設けて各府省の取組をフォローアップしている。 

 

３４１．「日本再興戦略」において、「隗より始めよ」の観点から、女性の採用・登用の

促進や、男女の仕事と子育て等の両立支援について、まずは公務員から率先して取り組む

こととしており、仕事と子育て等の両立支援については、内閣府特命担当大臣（男女共同

参画）から人事院総裁に対し、女性公務員の離職の要因の一つとなっている配偶者の転勤

に伴う離職への対応について、必要な対応を検討するよう要請した。人事院は、仕事と家

庭の両立支援が社会全体の課題となっていることや、各府省の人事管理も踏まえ、一般職

の職員の配偶者帯同休業に関する法律の制定についての意見の申出を行った。これを踏ま

え、総務省は、国家公務員の配偶者同行休業に関する法律案を第１８５回臨時国会に提出

し、同法律案は、２０１３年１１月に可決・成立し、公布された。なお、女性の採用・登

用の促進については、第４条１．で記述した。 

 

エ）育児休業等期間中の社会保険料の取り扱い 

３４２．次世代育成支援等の観点から、累次の見直しを経て、２００４年に育児休業等期

間のうち、子が３歳に到達するまでの期間について社会保険料を免除しつつも、その期間

は保険給付の面では、保険料拠出を行った期間と同様に取り扱う措置、また、３歳未満の

子を養育しながら就業を継続する者に対しては、職場復帰直後に、復帰前よりも報酬が下

回る場合に、保険料額は復帰後の報酬に基づくこととしつつ、年金額の計算に当たっては、

復帰前の報酬を基準とする配慮措置を創設した。また、２０１２年８月に成立し、公布し

た公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の一部を改正

する法律の中では、産前産後休業中に関しても同様の措置を２０１４年４月より施行する

こととしている。 

 

オ）保育サービスの充実 
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（ⅰ）保育所の整備 

３４３．保育所への入所を希望しながら保育所に入所することができない「待機児童」の

解消を図るため、保育所などの受入児童数の拡大を図っているところであるが、都市部を

中心に依然として待機児童は多く生じており、その数は２年連続で減少しているものの２

０１２年４月現在で約２４，８００人となっている。 

 

３４４．保育ニーズのピークを迎える２０１７年度末までの待機児童の解消を目指し、２

０１３年４月に内閣総理大臣は「待機児童解消加速化プラン」を発表し、２０１３年度か

らの２年間で約２０万人分、２０１７年度末までの５年間で合わせて約４０万人分の保育

の受け皿を確保するため、自治体が行う保育所の整備や保育士確保の取組などを、国とし

て全面的に支援することとしている。 

 

（ⅱ）保育に関する相互援助活動の推進 

３４５．乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童

の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互

援助活動に関する連絡、調整を行うファミリー・サポート・センターを設置している市町

村に対し、支援を行っている（２０１２年度末６９９か所）。また、２００５年度から２

００８年度まで子どもの突発的な病気、急な出張等による子育て中の労働者の育児等にか

かる緊急のニーズに対応し、専門技能を有するスタッフを登録・あっ旋する緊急サポート

ネットワーク事業を実施した。２００９年度からは当事業にかわり病児・病後児の預かり

や、早朝・夜間等の緊急時の預かりなどを行う病児・緊急対応事業を行っている。 

 

カ）幼稚園における子育て支援 

３４６．幼稚園においては保護者の多様なニーズに応えていく観点から、通常の教育時間

の前後や長期休業期間中などに実施される「預かり保育」を推進しており、２０１２年現

在では全国の約８１％の幼稚園が実施している。 

 

８．妊娠中の女性に対する特別保護の付与 

３４７．２００８年から企業や働く女性に対しても母性健康管理に関する情報を提供する

支援サイト「妊娠・出産をサポートする女性にやさしい職場作りナビ」において制度や好

事例・就業規則規定例の紹介を行い、職場における母性健康管理の推進を図っている。 

 

３４８．また、２０１２年１０月に施行した改正女性労働基準規則により、妊娠や出産・

授乳機能に影響のある２５の化学物質を取り扱う作業場では、妊娠の有無や年齢などにか

かわらず、女性労働者を呼吸用保護具の使用が義務付けられている業務及び作業場所の気

中の有害物質の濃度の平均が、管理濃度を超える状態での全ての業務に就かせることを禁

止した。さらに、２０１３年１月に施行した改正女性労働基準規則により、規制の対象に

エチルベンゼンを加えた。 

 

 

第１２条（保健の分野における差別の撤廃） 

 

１．生涯を通じた女性の健康の保持増進 

（１）「健やか親子２１」の策定等 
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３４９．２０００年に策定した２１世紀の母子保健の主要な取組を提示するビジョンであ

る「健やか親子２１」は、国、地方公共団体、医療機関、国民など関係者が一体となって

推進する国民運動計画の性格をもち、２０１４年までに達成すべき目標を定めている。２

００９年度には、「健やか親子２１」の評価等に関する検討会において第２回中間評価を

行い、過去４年間の成果を踏まえながら、２０１４年までの計画期間も見据え、今後重点

的に取り組む方向性等を示した。２０１３年度は、同検討会において最終評価を行い、更

に次の計画の策定について検討する。 

 

（２）健康支援事業 

３５０．保健師等が、生涯を通じた女性の健康上の問題（婦人科的疾患及び更年期障害、

妊娠、避妊、出産の悩み、不妊等）に関し相談指導、健康教育を行う事業を拡充した。ま

た、相談担当者の研修を継続的に行った。また、生涯を通じた女性の健康支援に関する研

究や、骨粗鬆症など女性に多い疾病の原因解明・治療に関する研究を実施した。２００２

年からは、新たに更年期に重点を置いた女性の健康支援に関する研究を行っている。 

 

２．妊娠・出産等に関する健康支援 

（１）生涯を通じた女性の健康支援 

ア）思春期 

３５１．「健やか親子２１」は、２０１４年までの目標として、１０代の人工妊娠中絶及

び性感染症罹患率を減少傾向とすることを掲げている。 

 

３５２．１０代の人工妊娠中絶率は７．０（女子人口千対）（２０１２年）である。これ

を減少させるため、妊娠や出産、人工妊娠中絶等の悩みを抱える方に対して、訪問指導等

の母子保健事業を活用した相談支援のほか、女性健康支援センター等において、相談援助

を行っている。 

 

イ）妊娠出産期 

（ⅰ）妊娠から出産期における女性の健康支援 

３５３．母子保健法による取組については、第６回報告パラグラフ３５６参照。 

 

３５４．「健やか親子２１」は、２０１４年までの目標として、妊産婦死亡率の低下や妊

娠・出産について満足している者の割合の上昇を掲げており、その達成に向けた取組を推

進している。 

 

３５５．母子健康手帳の様式については、第６回報告パラグラフ３５８参照。 

 

（ⅱ）不妊専門相談サービス等の充実 

３５６．「健やか親子２１」や「少子化社会対策大綱（２０１０年１月閣議決定）」にお

いては、不妊に悩む者への支援を施策の一つにあげている。これらを踏まえ、２０１２年

度には６４か所の都道府県、政令指定都市、中核市で、不妊専門相談センターを設置する

とともに、２００４年度より不妊治療に要する費用の一部を助成している。 

 

（ⅲ）周産期医療の充実 

３５７．我が国の妊産婦死亡、周産期死亡の現状をみると、２０１１年の妊産婦死亡数は

４１人、死亡率（出産１０万対）は３．８である。２０１１年の乳児死亡率（出生千対）
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は２．３、乳児死亡の４６．６％を占める新生児死亡の率（出生千対）は１．１、また周

産期死亡率（（妊娠満２２週以後の死産数＋早期新生児死亡数）／（出生数＋妊娠満２２

週以後の死産数）×１０００）は４．１で、低下傾向となっている。 

 

３５８．「健やか親子２１」においては、妊産婦死亡率の半減及び世界最高水準の周産期

死亡率の維持を２０１４年までの目標として設定しており、妊娠期から出産、小児期にい

たるまでの高度な医療を提供するための周産期医療施設、小児医療施設を全国的に整備し

つつ、引き続き都道府県単位で妊婦及び新生児に対する周産期医療についてのシステム体

制の構築を推進している。 

 

（ⅳ）女性の主体的な避妊のための環境整備 

３５９．１９９９年に低用量ピルの、また、２０００年に女性用コンドーム等の使用を承

認した。２０１０年に、母体保護法の一部改正を行い、助産師を始めとする受胎調節実地

指導員が受胎調節のために必要な薬剤を販売できる期限を従前の２０１０年までから２０

１５年までの５年間の延長を行った。 

（注）なお、妊娠中絶に関しては、１９９４年の国際人口／開発会議の「行動計画」及び

１９９５年の第４回世界女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において「妊娠中絶に関わ

る施策の決定またはその変更は、国の法的手順に従い、国または地方レベルでのみ行うこ

とができる」ことが明記されているところであり、我が国では、人工妊娠中絶については

刑法及び母体保護法において規定されていることから、それらに反し中絶の自由を認める

ものではない。刑法において、堕胎は犯罪行為とされているが、これは、胎児の生命・身

体の安全を主たる保護法益とするものであり、この法益を保護する観点から、刑法第２１

２条を含めた堕胎の罪を廃止することは適当ではないと考えている。なお、母体保護法に

おいて母性の生命健康を保護するとの観点から、一定の要件の下での人工妊娠中絶が認め

られており、その場合には、堕胎の罪として処罰されない。 

 

ウ）成人期、高齢期 

３６０．骨粗鬆症は骨折等の基礎疾患であり、高齢化の進展によりその増加が予想される

ことから、骨量が減少している者を早期に発見し、骨粗鬆症を予防することが必要である。

そのため、健康増進法に基づき、４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳、６５歳及び

７０歳の女性を対象に骨粗鬆症検診を実施している。 

 

（２）適切な性に関する指導の推進 

ア）学校における適切な性に関する指導の推進 

３６１．第６回報告パラグラフ３６５参照。学校において心のつながりや命の尊厳も重視

し、発達段階に応じた適切な性に関する指導を実施していく。学校における性に関する指

導については、学習指導要領に則り、児童生徒の発達段階を踏まえるとともに、保護者や

地域の理解を得ながら、学校全体で共通理解を図り、集団指導と個別指導の連携を密にし

て効果的に行うことにより、行き過ぎた内容とならないよう、学校関係者等に対し周知徹

底を図る。また、適切な性に関する指導や進め方等については、学習指導要領を踏まえた

指導参考資料の作成や、指導者講習会の開催などにより、各教育委員会等に周知を図る。 

 

イ）性に関する学習機会の提供 

３６２．第６回報告パラグラフ３６８参照。 
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３．女性の健康をおびやかす問題についての対策の推進 

（１）ＨＩＶ／エイズ、性感染症対策 

３６３．第６回報告パラグラフ３６８参照。 

 

３６４． 性感染症の予防啓発の推進のため、財団法人性の健康医学財団が主催している「性

の健康週間」（例年１１月２５日から１２月１日まで）に併せて、性感染症予防啓発ポス

ターを作成し、地方公共団体等へ配布している。 

 

３６５．２０１３年に報告されたＨＩＶ感染者及びエイズ患者の新規報告件数は１，５９

０件（前年１，４４９件）であり、累積報告件数（凝固因子製剤による感染例を除く）は

２．３万件に達した。また、２０１３年のＨＩＶ感染者の新規報告数を性別に見ると、男

性１，０６０人、女性４６人、エイズ患者の新規報告数は、男性４６６人、女性１８人と

なっている。近年は、毎年１，５００件程度の新規報告があり、予断を許さない状況が続

いている。２０１２年１月に「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針」の改

正を行い、人権に配慮しつつ、「普及啓発及び教育」、「検査・相談体制の充実」及び「医

療の提供」について重点的に取り組んでいる。 

 

（２）ＨＩＶ／エイズに対する教育・啓発 

３６６．学校において、児童生徒が発達段階に応じた正しい知識を身につけ、適切な行動

がとれるようにするため、①教員等を対象とした指導者講習会を開催し、また、②エイズ

などの健康問題について総合的に解説する啓発教材を作成し、全ての小学校５年生、中学

校１年生、高等学校１年生に対して配布している。 

 

（３）喫煙・飲酒対策 

３６７．「健康日本２１（第二次）」にて喫煙及び飲酒に関する数値目標を策定した。特

に妊娠中の女性については、２０１４年までに喫煙率０％、飲酒率０％と目標を設定した。

また、女性におけるたばこ対策を進めるため、たばこ対策促進事業の中で若年女性に対す

る普及啓発に関する事業を行っている。 

 

４．女性の精神的・心理的健康 

３６８. 生涯を通じた女性の健康支援の視点も踏まえつつ、妊娠や出産、人工妊娠中絶等

の適切な相談支援体制を整備することが求められていることから、訪問指導等の母子保健

事業を活用した相談支援のほか、女性健康支援センター等において、相談援助を行ってい

る。 

 

３６９. 保健所において、地域精神保健活動の一部として、精神保健相談窓口を設置し、

心の健康相談を実施しているほか、精神保健福祉センターにおいて、専門知識を有する者

による面接相談や電話相談（こころの電話）の窓口を設置し、地域住民が気軽に相談でき

るような体制を整備している。 

 

 

第１３条（他の経済的及び社会的分野における差別の撤廃） 

 

１．母子寡婦対策 
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３７０．第６回報告パラグラフ３７３及び３７４参照。母子家庭の母及び父子家庭の父の
就業の支援に関する特別措置法（２０１３年３月施行）等に基づき、就業支援に関する施
策の充実や民間事業者に対する協力の要請等を行っている。 

 

 

第１４条（農村の女子に対する差別の撤廃） 

 

１．農村女性への特別配慮 

（１）農林水産業に従事する女性 

３７１．我が国の農林水産業に従事する女性の数は、農業については１３０万人（２０１

０年 農業就業人口）、林業については１万人（２０１０年 林業就業者数）、漁業について

は２．４万人（２０１２年 漁業就業者数）で、それぞれ全体の４９．９％、１３．０％、

１３．８％を占めている。このように我が国において女性は農林水産業の重要な担い手で

あり、経営において果たしている役割も大きい。また、農山漁村における生活の運営や地

域社会の維持・活性化にも大きく貢献しており、女性の参画に対する期待は大きく、活躍

する女性の能力の発揮を一層促進する必要がある。 

 

（２）農山漁村の男女共同参画社会の形成に関する法令等 

３７２．食料・農業・農村基本法に基づく新たな「食料・農業・農村基本計画」を２０１

０年３月に策定し、また、同年１２月、第３次基本計画を策定し、これらの計画において、

女性の参画の促進に向けて今後推進していく具体的施策を明記した。２０１２年３月に策

定した水産基本法に基づく基本計画や、２０１１年７月に策定した森林・林業基本法に基

づく基本計画においても女性の参画の推進について記述しており、これらの基本法に基づ

く基本計画に即して、農山漁村における男女共同参画社会の形成に向けた取組を総合的に

行っている。 

 

（３）あらゆる場における意識と行動の変革 

３７３．「食料・農業・農村基本計画」に基づき、女性の社会参画を一層進めるため、農業

協同組合の役員及び農業委員における女性の登用を促進している。具体的には、役員・委

員に女性が一人も登用されていない組織の解消等の目標を設定し、関係機関に対して、指

導通知を発出する等により取組を進めている。 

 

３７４．農山漁村における政策・方針決定過程への女性の参画の状況は、統計資料６２参

照。女性の占める割合は低い水準にあるものの、近年着実に増加している。また、２０１

２年からは地域の中心となる経営体や地域農業のあり方等を定めた「人・農地プラン」の

検討において、女性が概ね３割以上参画することとしている。 

 

（４）女性が住みやすく活動しやすい環境づくり 

３７５．農林漁業就業人口の大幅な減少が見込まれるなかで、農林水産業に携わる人材を

幅広く育成するためにも、女性が意欲と能力を発揮し、地域の方針決定の場や、農林漁業

経営等へ参画しやすい環境づくりが重要である。このため、女性に対して経営参画を促進

するための情報提供や研修の実施、女性経営者のネットワークの促進を進めている。 

 

（５）農山漁村女性の経済的地位の向上 
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３７６．２００８年の意向調査によると、農業経営への関わり方については、３割以上が、

経営者や共同経営者として、主体的に農業経営方針の決定に関わりたいとしていたところ

であるが、２０１２年の調査においては、農業経営の方針決定へ関わっている女性は約７

割、自ら経営者であるという認識を有する女性は４７％であり、女性の農業経営の参画が

進展している。また、地域の農林水産物の加工や直売所による販売、農家レストランなど

の農村女性による起業活動は、年々増加し、２０１０年には９，７５７事例となった。販

売金額が１，０００万円以上の規模の経営も確実に増加しており、女性の経済的地位の向

上・経営の多角化・安定化や、地域社会の活性化につながっている。女性の経営参画を促

進するため、女性に対する社会・経営参画を一層促進に向けた情報提供や研修の実施、起

業活動への支援、女性経営者のネットワーク形成、異業種との情報交換やコラボレーショ

ンの促進を図っている。 

 

３７７．家族の話合いをベースに給与や休日等の就業条件等を取り決める家族経営協定を

締結した農家数は統計資料６３参照。家族経営協定締結農家は、年々増加しており、２０

１３年には約５２，０００戸となっている。 

 

（６）女性の農業経営者としての位置付けの明確化 

３７８．「食料・農業・農村基本計画」においては、農村女性が農業や地域の活性化で重要

な役割を果たしていることを明記しており、女性の経営参画や起業活動の促進、女性の農

業経営者としての位置付けの明確化を図る観点から家族経営協定の締結を促進している。 

また、認定農業者制度の運用改善により、共同経営者である夫婦が共同名義で、認定農業

者になることが可能となった２００６年以降、女性の認定農業者も増加している。女性は

農業や地域の活性化において重要な役割を果たしており、６次産業化（農林漁業生産と加

工・販売の一体化による付加価値の拡大や、地域資源を活用した新たな産業の創出）の担

い手としても期待されていることから、その能力が最大限発揮されるよう、女性農業者等

による補助事業の活用の促進を図っている。 

 

２．農村女性の農村開発への参加と受益の確保 

（１）女性起業 

３７９．本条１．で記述した。 

 

（２）農林水産業の技術経営指導 

３８０．第６回報告パラグラフ３８９及び３９０参照。 

 

（３）女性に対する融資 

３８１．農村女性グループが安定的に経営を行えるように、経営管理等の情報の提供、農

産物加工等の起業を支援する事業等を実施している。また、農業及び沿岸漁業の女性・高

齢者グループの活動を支援するため、無利子の貸付けを行っている。 

 

（４）生活に関する総合的な普及指導 

３８２．第６回報告パラグラフ３９２参照。 
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第１６条（婚姻及び家族関係に係る差別の撤廃） 

 

１．家族に関する法律の整備 

３８３．２０１３年９月に最高裁判所大法廷において、民法の規定のうち嫡出でない子の

相続分を嫡出である子の相続分の２分の１とする部分が違憲であるとの判断がされたこと

を受け、同年１２月に民法を改正し、嫡出子と嫡出でない子の相続分を同等とした。 

 

３８４．婚姻適齢の男女統一、選択的夫婦別氏制度の導入及び再婚禁止期間の短縮等を内

容とする民法等の改正については、国民の理解を得て行う必要があるとの認識の下、引き

続き、国民意識の動向の把握に努め、また、国民の議論が深まるよう情報提供等に努めて

いる。なお、１９９６年の法制審議会の答申を受け、同年及び２０１０年に、婚姻適齢の

男女統一、選択的夫婦別氏制度の導入、女性の再婚禁止期間の短縮等を内容とする民法等

の改正法案を国会に提出すべく準備をしたが、同法案については政府部内及び国民の間に

さまざまな意見があり、国会に提出することができなかった。 

 

３８５．なお、女性の再婚禁止期間は、女性が離婚後直ちに再婚することによって、出生

した子の父が前婚の夫か後婚の夫か不明となることを防ぎ、父子関係を早期に安定させる

必要から設けられたものであって、一定の再婚禁止期間を設けることは、合理的な理由に

基づくものである。 

 

３８６．男女共同参画会議監視専門調査会は、２０１３年１１月監視専門調査会意見にお

いて、今般の民法改正法案にとどまらず、婚姻適齢の男女統一、選択的夫婦別氏制度の導

入及び再婚禁止期間の短縮に係る民法改正及び出生届の記載事項に係る戸籍法の改正につ

いて、引き続き法案の提出に向けて努力する必要があるとした。さらに、選択的夫婦別氏

制度に関しては、その意義や想定されている内容、氏の選択に関する現状等について広く

情報提供することなどにより、国民各層におけるより深い理解を促しつつ、その議論の裾

野を広げるよう取り組む必要があるとした。 

 

２．家庭内暴力 

（１）配偶者からの暴力 

３８７．第２条３．で記述した。 

 

（２）児童虐待の防止 

ア）児童虐待防止に関する法律の改正 

３８８．２０００年１１月、児童虐待の防止等に関する法律を施行し、その後、２００４

年及び２００７年に児童虐待防止法及び児童福祉法の改正、２００８年に児童福祉法の改

正を行い、制度的な対応について充実を図ってきた。 

 

３８９．さらに、児童虐待の防止等を図り、児童の権利利益を擁護する観点から、２０１

１年に民法、児童福祉法その他の法律を改正した。この改正において、親権者が子の利益

のために監護教育をすべきことを明示する一方で、不適当な親権行使等により子の利益を

害する場合には、親権が制限され得ることを親権喪失等の原因として明示した。また、必

要に応じて適切に親権を停止することができるように親権停止制度を創設したほか、法人

又は複数の未成年後見人の選任を許容するなどの措置を講じ、子や未成年後見人等も親権
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喪失等の審判の請求をすることができるようにした。また、里親委託中等の親権者等がい

ない児童の親権を児童相談所長が行うこととすることや、児童の福祉のために施設長等が

とる監護等の措置について親権者等が不当に妨げてはならないこととするなどの措置を講

じた。 

 

３９０．なお、２０１２年度の児童相談所（全国２０７か所）における児童虐待相談対応

件数は、６６，７０１件であり、そのうち、性的虐待は１，４４９件と全体の２．２％で

ある。福祉、保健、医療、警察、教育等の関係機関の緊密な連携により適切な対応を図る

べく、児童相談所の相談機能や、市町村等における要保護児童対策地域協議会（子どもを

守る地域ネットワーク）の機能強化など施策の充実を図っている。 

 

イ）人権擁護機関による取組 

３９１．法務省の人権擁護機関は、虐待をテーマとした啓発ビデオを作成して、全国の法

務局・地方法務局、都道府県及び政令指定都市に配布の上、貸し出しを行うとともに、「子

どもの人権を守ろう」を啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、１年を通して全国各

地で、各種啓発活動を行っている。 

 

３９２．人権相談所や専用相談電話「子どもの人権１１０番」のほか、ホームページ上に

「インターネット人権相談受付窓口」を設け、児童の権利に関するあらゆる相談に応じ、

被害者の救済に取り組んでいる。加えて、「子どもの人権ＳＯＳミニレター」（便箋兼封

筒）を全国の小・中学校の児童・生徒に配布するなど、子どもたちがより相談しやすい体

制を整備している。また、児童の権利が侵害された旨の申出がなされた場合等は、人権侵

犯事件として所要の調査を行った後、事案に応じた様々な措置を講じて被害児童を救済す

るとともに、関係者に対して人権思想の啓発を行うなどして児童に対する権利の侵害の再

発防止に努めている。また、児童虐待防止を目的とする要保護児童対策地域協議会等との

連携を深め、より実効的な救済を図っている。 

 

ウ）被害児童の保護 

３９３．警察は、児童虐待対策を少年保護対策の重要課題の一つとして位置付け、児童虐

待の早期発見と被害児童の早期保護のため、適切に対応してきたところ、さらに児童虐待

への対応における取組を強化するため、児童虐待対策の中核である児童相談所と個別事案

について情報を共有するなど一層緊密かつ適切な連携の強化に努めている。また、児童虐

待の早期発見に資するための教養を実施し、警察職員の知識の向上を図るとともに、児童

の安全が疑われる事案については、警察職員が児童の安全を直接確認し、迅速適確な事件

化判断をするなど児童の安全の確認及び安全の確保を最優先とした警察組織としての的確

な対応を徹底するなどして取組の強化に努めている。さらに、保護者のいない児童又は保

護者に監護させることが不適当であると認められる児童を保護するために、地方公共団体

が設置している「要保護児童対策地域協議会」に参画し、関係機関との連携強化を図って

いる。 

 

エ）児童虐待への適切な対応に係る教育関係者への周知等について 

３９４．児童虐待については、引き続き都道府県等を通じて、学校教育関係者や社会教育

関係者に対して、児童虐待の防止に向けた取組の推進に関する通知を発出するとともに、

各種会議等を通じて、早期発見に努めることや児童相談所等への速やかな通告の一層の推

進等について周知の徹底を図ってきた。また、養護教諭のための児童虐待対応の手引き及
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び児童虐待に対する教職員の意識と対応スキルの向上を図るための教職員用研修教材を作

成し、全国の教育委員会等に配布した。 

 

（３）女児の権利に対する差別・人権侵害 

ア）人権擁護機関の取組 

３９５．「人権教育・啓発に関する基本計画」において、人権課題の一つとして子どもの

人権に関する問題を掲げており、法務省の人権擁護機関は、女児を含む子どもが基本的人

権の享有主体として最大限に尊重されるような社会の実現を目指して「子どもの人権を守

ろう」を啓発活動の年間強調事項の一つとして掲げ、１年を通して全国各地で各種啓発活

動を行っている。また、人権相談所や専用相談電話「子どもの人権１１０番」等を通じ、

女児に対する差別等の人権侵害に関する相談を受け付けている。さらに、人権侵害の疑い

のある事案を認知した場合には、所要の調査を行い、関係行政機関への紹介等を行う援助

や人権侵害を行った者に改善を求める説示・勧告など、事案に応じた適切な措置を講じて

被害の救済及び予防に努めている。 
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別添資料１ 男女共同参画会議監視専門調査会における女子差別撤廃委員会の見解への対

応に係る取組状況の監視 

 

 男女共同参画会議監視専門調査会は、２０１３年５月以降７回にわたり、第６回報告最

終見解への対応に係る政府の取組状況等について、関係府省及びＮＧＯから説明を聴取し

つつ議論を重ね、同年１１月、「女子差別撤廃委員会の見解への対応に係る取組状況及び同

委員会に対する次期定期報告を準備する際に留意すべき事項について」を取りまとめた。

その内容については、以下の通りである。 

  

１．女子差別撤廃委員会の最終見解への対応に係る取組状況に関する意見 

(1) 総論 

・ 「第３次男女共同参画基本計画」（２０１０年１２月閣議決定。以下「第３次基本計

画」という。）は、最終見解における指摘事項について点検しながら策定されたもので

ある。政策の立案から評価に至るＰＤＣＡサイクルの中で男女共同参画の視点を反映

していくとともに、第３次基本計画に掲げられた数値目標の進捗も踏まえつつ、第３

次基本計画に掲げられた具体的施策の一層の推進を図るとともに、最終見解における

指摘事項について、女子差別撤廃条約の積極的遵守の観点から、締約国として誠実な

対応を図っていく必要がある。 

・ 男女共同参画を推進するための活動は、男女の人権の尊重を始めとする男女共同参画

社会基本法（１９９９年法律第７８号）に定める基本理念を基盤に、地域を取り巻く

環境の違いも勘案しながら、各地方公共団体等において特色ある様々な取組が進めら

れている。他方で、地方公共団体では、行政体制・事務の効率化を進める中で、男女

共同参画を担当する職員の専門性を確保することが困難になっているとの指摘がある。

基本問題・影響調査専門調査会が現在行っている検討の結果も踏まえて、地域におけ

る活動に関する先進事例等の情報収集・提供、ネットワークの構築等に取り組む必要

がある。 

・ 地域における取組が幅広い年齢層の人材によって支えられるよう、地方公共団体とも

連携して、とりわけ若年層の男女に対して身近な問題にも関わりを持たせるなどして

男女共同参画への関心を高めるための情報提供、広報啓発等を行う必要がある。 

(2) 各論 

ア 民法改正関係 

・ 嫡出でない子の相続分を嫡出子の相続分の２分の１とする民法（１８９６年法律第８

９号）の規定が違憲であるとの最高裁判所の決定（２０１３年９月４日）を受けて、

先般、国会に提出された民法の一部を改正する法律案は、違憲判断がされた同規定を

改正する内容となっている。本年９月に女子差別撤廃委員会から上記規定への対応を

含む民法改正に係る勧告が履行されていないとの評価を受けていることを踏まえれば、
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今般の措置にとどまらず、婚姻適齢の男女統一、選択的夫婦別氏制度の導入及び再婚

禁止期間の短縮に係る民法改正及び出生届の記載事項に係る戸籍法（昭和２２ 年法律

第２２４号）の改正について、引き続き法案の提出に向けて努力する必要がある。そ

の際、最終見解の中で、我が国の本件取組の説明に関し、世論調査を用いていること

について懸念が表明されていることに留意すべきである。 

・ 選択的夫婦別氏制度に関しては、その意義や想定されている内容、氏の選択に関する

現状等について広く情報提供することなどにより、国民各層におけるより深い理解を

促しつつ、その議論の裾野を広げるよう取り組む必要がある。 

イ 雇用関係 

・ 暫定的特別措置については、第３次基本計画の策定と関連の取組に対して女子差別撤

廃委員会から２０１１年１１月に最終見解の勧告の履行を歓迎するとの見解が示され

ており、その後も、男女共同参画担当大臣による政党や閣僚への働きかけ、上場企業

における役員・管理職への女性登用等に係る内閣総理大臣から経済界への要請等、相

応の前進と積極的な取組が見られる。他方で、例えば、ポジティブ・アクションに取

り組む企業数の割合は増加しつつも、民間企業の管理職に占める女性割合は諸外国に

比べると著しく低く、その増加のペースも緩やかなものにとどまるなど、引き続き一

層の努力が求められる状況にもある。 

 「２０２０年３０％の目標」に向け、女性の参画の状況を明らかにしながら、政治

分野や学校教育分野等も含め、公的分野において引き続き計画的な取組を行うととも

に、ポジティブ・アクションに取り組む企業の社会的評価が高まるよう企業の取組を

後押しするなどの施策を推進する必要がある。 

・ 同一価値労働同一賃金に関する取組について、厚生労働省がパートタイム労働者に関

する職務評価の実施ガイドラインや男女間の賃金格差解消に向けた労使の取組支援の

ためのガイドライン等を作成・公表していることは一定の評価ができる。今後、ガイ

ドラインで示された職務評価の手法の導入を推進するとともに、これらの取組を含め、

賃金格差の改善に向け、官民問わず同一価値労働同一賃金に関する取組を進める必要

がある。 

・ 家庭と仕事の両立に関し、「日本再興戦略」（２０１３年６月閣議決定）において関連

する取組を位置づけ、内閣を挙げて強力に推進している点は高く評価できる。企業の

女性の活躍に関する情報の「見える化」を進める際に、就職活動をする学生等がワー

ク・ライフ・バランスの観点からも当該企業の検討をすることができるよう、時間外

労働の状況についても開示する情報に含めることを検討する必要がある。また、希望

する男女が育児休業を取得しやすくするため、職場環境の整備の働きかけや、育児休

業中の経済的支援の強化に係る検討を進めるとともに、男性の育児休業取得を促進す

る観点から、男性の育児休業取得者のロールモデル事例集の作成、「イクメン」の普及

等に取り組む必要がある。 
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ウ 女性に対する暴力・人身取引関係 

・ 警察職員、裁判官、婦人相談員を始め女性に対する暴力の被害者と接する機会の多い

公務員を対象とする研修機会の充実等、女性に対する暴力の被害者への支援に係る取

組には一定の前進が見られる。今後も引き続き、女性に対する暴力を始めとする男女

共同参画に関わる研修の充実に取り組む必要がある。 

 また、女性に対する暴力等についての相談業務に当たる婦人相談員、男女共同参画

センターや配偶者暴力相談支援センター等の相談員について、より一層の育成のため、

その専門性の向上に資する機会の提供、経験や能力が継続的にいかされるような雇用

の確保等による支援に取り組む必要がある。 

・ 性犯罪被害者の支援をより一層充実させるため、被害者への適切な対応が可能な医療

機関を増加させる観点から、医療機関に対して二次的被害を防止するための研修機会

を提供するとともに、医療機関における支援体制の強化や被害者から採取した証拠資

料を保管する場合の適切な保管の在り方について検討を行う必要がある。また、被害

者から採取した証拠資料を保管する場合の保管方法について、医療機関等に対して周

知する必要がある。 

・ 「女性に対する暴力をなくす運動」（毎年１１月１２日から２５日まで）について、

同時期又は近接して行われ、対象の一部が共通する他の啓発活動との差別化を意識し

つつ、それらの運動と相乗効果が上がるよう、期間中の広報や取組を工夫する必要が

ある。 

・ 女性に対する暴力をなくすための抜本的な対策として、若年層に対する教育啓発を進

めるとともに、適正な処罰や更生のための的確な処遇の実施等加害者への対策の在り

方を検討する必要がある。 

・ 女性に対する暴力に関し、各府省が実施している調査結果や収集したデータを総合的

に分析し、これを基礎としてより実効的な取組につなげていく必要がある。 

・ 人身取引対策を一層推進するために、経済的側面も含めて被害者に対する適切な公的

支援の在り方を検討するとともに、摘発件数に地域差が見られる理由を分析し、地域

ごとの実態に即した対策を講じることを促す必要がある。 

・ 女性に対する暴力の根絶に向けた取組の一環として、人身取引に係る諸外国の取組に

ついて、例えば男女共同参画会議の下に設けられる専門調査会の場を活用するなどし

て分析を一層進める必要がある。 

エ 健康関係 

・ 生涯を通じた男女の健康の保持増進を図るため、特に、若年層の男女に対し、妊娠・

出産を含めた心身の健康保持についての情報提供及び相談体制の強化に積極的に取り

組む必要がある。 

・ 配偶者からの暴力被害者や性犯罪被害者の人工妊娠中絶に係る同意の在り方をめぐる

課題について検討を行う必要がある。 
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オ 社会的弱者関係 

・ 配偶者等からの暴力被害者に対する支援に関する情報、母子家庭に対する支援に関す

る情報等について、外国人である女性が理解できるよう、多言語での情報提供の充実

に取り組む必要がある。 

・ 母子家庭の生活の自立に重要な養育費確保のため、離婚の際の養育費の取決めの際に

家庭裁判所における調停手続等の利用が促進されるよう、手続のより一層の周知及び

利用しやすい手続の検討等の取組を推進する必要がある。 

・ いわゆるマイノリティの人々を主たる対象とする施策に関する方針等を検討する際は、

当事者が会議等の議論に参画できるよう努めるとともに、代表者の選定に当たって男

女のバランスに留意する必要がある。 

カ 国際的協調関係 

・ 「すべての移住労働者とその家族の権利の保護に関する国際条約」について、最終見

解においてその批准の検討が奨励されていることを念頭に、批准する際に問題となり

得る課題を整理するなど具体的な検討に着手する必要がある。 

・ 女子差別撤廃委員会が我が国の定期報告等に対して今後表明する見解については、男

女共同参画会議の下で監視機能を担う専門調査会等において早い段階から関係府省の

役割分担、指摘事項への対処方針等を聴取し、女子差別撤廃条約の積極的遵守の観点

から必要な対応を働きかけるなど、国内本部機構の監視機能を一層強化する必要があ

る。 

 

２．次期定期報告を準備する際に留意すべき事項 

(1) 総論 

・ 報告を作成するに当たっては、「人権諸条約の締約国による報告の様式及び内容に関

するガイドライン」（２００９年６月３日国連事務総長報告）を踏まえ、実施済又は実

施中の施策についての説明にとどまらず、可能な限り、現状分析や改善のための方策、

進捗状況等について記載するとともに、現段階では実施が困難な事項についても、そ

の理由、今後の見通し等を記載すること。 

 また、同ガイドラインにのっとり、「女性・平和・安全に関する国連安全保障理事会

決議第１３２５号」に基づく国別行動計画の策定に関する状況を記載すること。 

・ 第３次基本計画で設定した数値目標等について、その結果を示す場合、可能な限り、

第３次基本計画に取り入れられている最終見解の指摘事項の進捗状況等をデータ等も

用いて記載すること。 

・ 報告を作成するに当たっては、女子差別撤廃条約の各章の構成に沿ったものとしつつ、

政府の取組と最終見解における個別の指摘事項との対応が明らかとなるよう工夫する

こと。また、当専門調査会が本意見中１．に盛り込んだ事項について、政府に取組を

求めていることを記載すること。 
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・ 報告を作成するに当たっては、当専門調査会において実施した NGO からのヒアリング

の際に表明された意見や提出資料を参考とするとともに、NGO 等との意見交換の機会

を設けるなど NGO 等との建設的な対話を進めること。 

・ 女性の活躍を成長戦略の中核に位置づけた最近の取組についても、女子差別撤廃条約

及び最終見解の指摘への対応に関連づけつつ、施策の積極的位置づけや具体的内容を

盛り込むこと。 

・ 東日本大震災を機に顕在化した防災・復興における課題への対応として「男女共同参

画の視点からの防災・復興の取組指針」を取りまとめたこと、地方防災会議において

女性委員の割合が増えつつあることなどこの間の取組により成果が表れた事項を可能

な限り数値も用いながら盛り込むこと。 

・ 女子差別撤廃委員会が求める報告の提出期限（２０１４年７月）までに提出できるよ

う報告の作成を進めること。 

(2) 各論 

最終見解の個別項目に関して、報告を準備する際に留意すべき事項は以下のとおりで

ある（最終見解における項目名に対応）。 

ア 差別的な法規定 

・ １．(2)アで述べた最高裁判所決定の内容及び同決定を踏まえた法改正の対応状況

について盛り込むこと。 

・ 最終見解で指摘されたその他の民法及び戸籍法の規定に関する検討状況及び今後の

方針を盛り込むこと。このうち再婚禁止期間については、その廃止について現段階

では受け入れられない理由及び短縮の方向で検討している理由も盛り込むこと。 

イ 条約の法的地位と認知度 

・ 女子差別撤廃条約選択議定書の批准について、批准に対して障害になっている課題

及びその克服のために必要と考える事項並びに政府内における現在の具体的な検討

状況を盛り込むこと。 

ウ 差別の定義 

・ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（１９７２年

法律第１１３号）の間接差別の定義に関して、労働政策審議会雇用均等分科会にお

ける議論及びこれを踏まえた対応状況を盛り込むこと。 

エ 暫定的特別措置 

・ ポジティブ・アクションを実施している企業において、女性の活躍促進についてど

のような成果が表れているか、数値を用いて盛り込むこと。 

・ 基本問題・影響調査専門調査会において、２０１２年１２月、行政、雇用、補助金、

公共調達分野のポジティブ・アクションの推進に向けた検討に係る議論を取りまと

め、これを受けて２０１３年４月には男女共同参画会議が、公共調達や各種補助事

業を通じた女性の活躍促進を含む取組を政府に求めたことを盛り込むこと。 
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オ 女性に対する暴力 

・ 女性に対する暴力に関する専門調査会が、性犯罪への対策の推進に関し、強姦罪の

見直し等による性犯罪への厳正な対処や、パープルダイヤルから性犯罪被害者のた

めのワンストップ支援センターに至るまでの取組を取り上げ、報告を取りまとめて

いるところ、その提言内容を盛り込むこと。 

・ 第３次基本計画にも具体的な取組として盛り込まれている性犯罪に関する罰則の在

り方の検討について、今後の見通しを可能な限り盛り込むこと。 

・ 児童ポルノ対策について、「第二次児童ポルノ排除総合対策」（２０１３年５月犯罪

対策閣僚会議決定）に基づき政府が行っている各種の取組を盛り込むこと。 

・ 人身取引に関して、需要の抑止等による性的搾取を防止するために講じている各種

の取組を盛り込むこと。 

カ 教育 

・ 女性研究者の活動支援、女子学生・生徒の理工系分野への進学促進策について、政

府において行われている取組を盛り込むこと。 

キ 健康 

・ 最終見解において、可能であれば改正するよう勧告されている人工妊娠中絶を犯罪

とする法令について、配偶者からの暴力被害者や性犯罪被害者の人工妊娠中絶に係

る同意の在り方に関する多様な意見も踏まえ、刑法の堕胎罪の規定に関する考え方

及び母体保護法（１９４８年法律第１５６号）に関する説明を盛り込むこと。 

ク 社会的弱者 

・ 障害のある女性に対する配慮について、「障害者基本計画（第３次計画）」（２０１

３年９月２７日閣議決定）に盛り込まれた事項について記載すること。 

ケ その他の条約の批准 

・ 「すべての移住労働者とその家族の権利の保護に関する国際条約」の批准に関する

検討状況や課題を盛り込むこと。 
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第６回報告最終見解 対応状況等 

１３．委員会は、本条約のすべての規定を計画的かつ継

続的に実施する締約国の義務を想起し、今回の最終見

解において特定された関心事項及び勧告を、締約国の

次回の報告提出までの優先課題と考える。従って、委

員会は、締約国の実施活動においてこれらの分野を重

点とすること、並びにとられた措置及び達成された成

果を次回報告で報告することを締約国に要請する。 

 委員会は、今回の最終見解の十分な実施が確保され

るように、同最終見解を全ての関連省庁、国会、司法

当局に提供することを締約国に要請する。 

 第２条１．自国の政治的、社

会的、経済的及び文化的活動に

女性が男性と平等に参加するこ

とに対し残っている障害、それ

ら障害を克服するためにとられ

た措置及び同条６．女子差別撤

廃条約及び同条約の実施状況報

告及び委員会の報告書を普及さ

せるための措置で記述したほ

か、それぞれの施策の中で取組

を行った。 

１４．最終見解の実施及び本条約に基づく政府の次回報

告プロセスについて、適切な場合には、手続に沿って

必要な措置を講じるよう国会に働きかけることを締約

国に勧告する。 

 第２条６．女子差別撤廃条約

及び同条約の実施状況報告及び

委員会の報告書を普及させるた

めの措置で記述した。 

１６．委員会は、今回の最終見解における関心事項及び

未だ実施されていない前回の勧告に全力で取り組むこ

と、並びに次回報告においてその実施状況を報告する

ことを締約国に要請する。 

 それぞれの施策の中で取組を

行った。 

１８．委員会は、男女共に婚姻適齢を１８歳に設定する

こと、女性のみに課せられている６カ月の再婚禁止期

間を廃止すること、及び選択的夫婦別氏制度を採用す

ることを内容とする民法改正のために早急な対策を講

じるよう締約国に要請する。さらに、嫡出でない子と

その母親に対する民法及び戸籍法の差別的規定を撤廃

するよう締約国に要請する。委員会は、本条約の批准

による締約国の義務は、世論調査の結果のみに依存す

るのではなく、本条約は締約国の国内法体制の一部で

あることから、本条約の規定に沿うように国内法を整

備するという義務に基づくべきであることを指摘す

る。 

 第１６条１．家族に関する法

律の整備で記述した。 

２０．委員会は、女性に対する差別撤廃の分野における

最も適切かつ一般的で法的拘束力を有する国際文書と

 第２条２．差別に対する法的

救済手段の有無とその効果、同
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して本条約を認識するよう締約国に要請する。委員会

は、本条約が国内法体制において十分に適用可能とな

ること、また、適切な場合には制裁措置の導入等も通

じ本条約の規定が国内法に十分に取り入れられること

を確保するために、早急な措置を講じることを締約国

に要請する。委員会はまた、本条約の精神、目的及び

規定が十分に認識され、裁判において活用されるよう

に、本条約及び委員会の一般勧告に対する裁判官、検

察官、弁護士の意識啓発の取組を締約国が強めること

を勧告する。委員会は更に、本条約及び男女共同参画

に関する公務員の認識をさらに向上させ、能力開発プ

ログラムを提供するための措置を講じるよう締約国に

勧告する。委員会は、選択議定書の批准を締約国が引

き続き検討することへの勧告及び選択議定書に基づき

利用可能なメカニズムは、司法による本条約の直接適

用を強化し、女性に対する差別への理解を促すという

委員会の強い確信を改めて表明する。 

条３．女性に対する暴力に関す

る情報及び同条７．女子差別撤

廃条約選択議定書で記述した。 

２２．委員会は、本条約及び本条約第１条に記載された

女性に対する差別の定義を国内法に十分に取り入れる

ために早急な措置を講じ、次回報告においてこの点に

関する進捗状況を報告することを締約国に要請する。 

 第２条１．自国の政治的、社

会的、経済的及び文化的活動に

女性が男性と平等に参加するこ

とに対し残っている障害、それ

ら障害を克服するためにとられ

た措置及び第１１条１．男女雇

用機会均等確保対策の推進で記

述した。 

２４．委員会は、日本側が普遍的・定期的レビューの最

後に人権理事会において提示した回答を踏まえ

（A/HRC/8/44/Add.1,1(a)項参照）、男女平等に関する

問題についての権能を有し、上記「原則」に沿った独

立の国内人権機構を明確な期限を定めて設置するよう

締約国に勧告する。 

 第２条２．差別に対する法的

救済手段の有無とその効果で記

述した。 

２６．委員会は、様々な部門、特に少子化・男女共同参

画担当大臣と男女共同参画局との間の権限や責務の明

確化と連携の強化、及び財源や人材の充実によって、

締約国が女性の地位向上のための国内本部機構をさら

 第２条１．自国の政治的、社

会的、経済的及び文化的活動に

女性が男性と平等に参加するこ

とに対し残っている障害、それ
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に強化することを勧告する。さらに、委員会は、男女

共同参画基本計画（第３次）策定における法的枠組と

して本条約を活用すること、及び設定目標の達成に向

けた進捗状況を定期的に評価するために監視制度を導

入することを勧告する。 

ら障害を克服するためにとられ

た措置で記述した。 

２８．委員会は、本条約第４条１及び委員会の一般勧告

第２５号に従って、学界の女性を含め、女性の雇用及

び政治的・公的活動への女性の参画に関する分野に重

点を置き、かつあらゆるレベルでの意思決定過程への

女性の参画を拡大するための数値目標とスケジュール

を設定した暫定的特別措置を導入するよう締約国に要

請する。 

 第４条、第７条、第８条１．

国際分野における政策決定への

参画状況及び第１１条で記述し

た。 

３０．委員会は、意識啓発及び教育キャンペーンを通し

て、男女の役割と責任に関する固定的性別役割分担意

識にとらわれた態度を解消するための努力を一層強化

し、積極的かつ持続的な対策を取ることを締約国に要

請する。委員会は、条約第５条で求められているよう

に、締約国がマスメディアに、男女それぞれにふさわ

しいとみなされている役割や任務について社会的な変

化を促進させるよう働きかけることを勧告する。委員

会は、男女共同参画に関する問題について、あらゆる

教育機関のあらゆるレベルの教職、カウンセリングス

タッフへの教育及び現職研修を強化すること、また、

固定的性別役割分担意識を解消するために、あらゆる

教科書及び教材の見直しを速やかに完了させることを

締約国に求める。委員会は、政府の職員が、女性の品

位を下げ、女性を差別する家父長的仕組みを助長させ

るような侮辱的な発言をしないことを確保するよう、

言葉による暴力の犯罪化を含む対策を取ることを締約

国に要請する。委員会はまた、メディアや広告におけ

るわいせつ文書等に立ち向かうための戦略を強化し、

その実施状況の結果を次回報告に盛り込むことを締約

国に要請する。委員会は、自主規制の実施や採用の奨

励等を通して、メディアの作品や報道に差別がなく、

女児や女性のポジティブなイメージを促進することを

 第５条で記述した。 
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確保し、また、メディア界の経営者やその他の業界関

係者の間での啓発を促進するための積極的な措置を取

ることを締約国に要請する。 

３２．委員会は、女性の人権侵害として女性に対する暴

力に対処することや、女性に対するあらゆる形態の暴

力に対処する取組において委員会の一般勧告第１９号

を十分に活用することを締約国に要請する。委員会は、

配偶者等からの暴力を含めあらゆる暴力は容認されな

いという意識啓発の取組を強化するよう締約国に要請

する。委員会は、女性に対する暴力に関する取組を強

化すること、保護命令の発令を迅速化すること、女性

に対する暴力の被害者が相談できる２４時間無料のホ

ットラインを開設することを締約国に勧告する。また、

委員会は、女性が苦情を申立てたり保護や救済を求め

たりすることができるように、移民女性や社会的弱者

グループの女性を含む女性に質の高い支援サービスを

提供し、それにより、女性が暴力または虐待を受ける

関係に甘んじる必要がないことを保証するよう締約国

に勧告する。こうした観点から、締約国は、配偶者等

からの暴力や性暴力の通報を促すために必要な措置を

講じるべきである。委員会は、社会的弱者グループの

女性を対象とした包括的な意識啓発プログラムを全国

的に実施することを締約国に勧告する。委員会は、警

察官、裁判官、医療従事者、ソーシャルワーカーをは

じめとする公務員が、関連法規について熟知し、女性

に対するあらゆる形態の暴力に敏感であることや被害

者に適切な支援を提供できることを確保させるよう締

約国に要請する。委員会は、配偶者等からの暴力を含

め女性に対するあらゆる形態の暴力の発生率、原因及

び結果に関するデータを収集し、調査を実施し、更に

包括的な施策やターゲットを絞った介入の基礎として

これらのデータを活用することを締約国に要請する。

委員会は、次回報告に、統計データ及び実行した措置

の結果を盛り込むことを締約国に求める。 

 第２条３．女性に対する暴力

に関する情報で記述した。 

３４．委員会は、被害者の告訴を性暴力犯罪の訴追要件  第２条３．女性に対する暴力
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とすることを刑法から撤廃すること、身体の安全及び

尊厳に関する女性の権利の侵害を含む犯罪として性犯

罪を定義すること、強姦罪の罰則を引き上げること及

び近親姦を個別の犯罪として規定することを締約国に

要請する。 

に関する情報で記述した。 

３６．委員会は、女性や女児に対する性暴力を常態化さ

せ促進させるような、女性に対する強姦や性暴力を内

容とするテレビゲームや漫画の販売を禁止することを

締約国に強く要請する。建設的な対話の中での代表団

による口頭の請け合いで示されたように、締約国が児

童ポルノ法の改正にこの問題を取り入れることを勧告

する。 

 第２条３．女性に対する暴力

に関する情報で記述した。 

３８．委員会は、締約国が「慰安婦」の状況の恒久的な

解決のための方策を見出す努力を早急に行うことへの

勧告を改めて表明する。この取組には、被害者への補

償、加害者の訴追、及びこれらの犯罪に関する一般国

民に対する教育が含まれる。 

 第２条４．慰安婦問題に対す

る、日本政府の立場及びこれま

での取組で記述した。 

４０．委員会は、人身取引の被害者を保護、支援するた

め、また、女性の経済状況を改善するための取組を拡

充し、搾取や人身取引業者に対する女性の脆弱性を解

消することによって人身取引の根本的原因の解決を図

るためのさらなる措置を講じること、及び売春による

性的搾取や人身取引の被害者である女性や女児の回復

及び社会復帰のための施策を講じることを締約国に要

請する。委員会は、売春の需要の抑止等によって女性

の売春による性的搾取を防止する適切な措置を講じる

よう締約国に要請する。委員会はまた、売春をした者

の社会復帰促進策を実施し、売春による性的搾取の被

害を受けた女性や女児のために回復プログラム及び経

済力強化プログラムを提供するよう締約国に要請す

る。委員会は、インターンシップ及び研修プログラム

用の査証発給の厳格な監視を継続するよう締約国に要

請する。委員会は、「国際的な組織犯罪の防止に関す

る国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の

取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」の

 第６条で記述した。 
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批准を締約国に要請する。 

４２．委員会は、事実上の男女平等の実現を加速させる

ため、特に本条約第４条１及び委員会の一般勧告第２

５号に基づく特別措置の実施を通して、政治的・公的

活動への女性の参画を拡大するための取組を強化する

よう締約国に要請する。委員会は、政治的・公的機関

への女性の参画が国民の多様性を全面的に反映するこ

とを確保することを締約国に奨励する。委員会は、移

民女性やマイノリティ女性を含む女性の政治的・公的

活動、学界及び外交への参画に関するデータ及び情報

を次回報告の際に提供するよう締約国に要請する。委

員会は、特に本条約の第７条、第８条、第１０条、第

１１条、第１２条、第１４条の実施を推進する観点か

ら、クォータ制、ベンチマーク、目標、インセンティ

ブなど、さまざまな手段の活用を検討するよう締約国

に要請する。 

 第７条で記述した。 

４４．委員会は、教育分野における女性の十分な権利の

保護に関する、本条約に基づく締約国の義務が国内法

に取り入れられるように、男女共同参画の推進を教育

基本法に再度取り入れることを真剣に検討するよう締

約国に勧告する。委員会はまた、女児や女性が伝統的

に進出してこなかった分野における教育や研修を受け

ることを奨励する対策を教育政策に盛り込むことを確

保し、それにより報酬が高い経済分野での就職の機会

及びキャリア形成の機会を拡充するよう締約国に要請

する。委員会は、男女共同参画基本計画（第３次）に

おいて、大学・短大における女性教員の割合の達成目

標を２０パーセントから引き上げ、最終的に、こうし

た機関における男女比率が同等になるよう促進するこ

とを勧告する。 

 第１０条で記述した。 

４６．委員会は、本条約第１１条の十分な遵守を達成す

るため、労働市場における事実上の男女平等の実現を

優先することを締約国に要請する。委員会は、妊娠・

出産による女性の違法解雇の実施を防止する措置と、

垂直的・水平的職務分離を撤廃し、性別に基づく男女

 第４条及び第１１条で記述し

た。 
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間の賃金格差を是正するために、本条約第４条１及び

委員会の一般勧告第２５号に従った暫定的特別措置を

含め、具体的措置を講じるよう締約国に勧告する。委

員会は、有効な実施と監視体制を整備し、法的支援や

迅速な事案処理を含めて女性の救済手段へのアクセス

を確立するために、締約国が、官民双方の雇用の分野

における、セクシュアル･ハラスメントを含む女性差別

に対して、制裁措置を設けることを奨励する。 

４８．委員会は、特に、子育てや家事の適切な分担に関

する男女双方のさらなる意識啓発や教育のための取組

を通して、また、パートタイム労働者の雇用の大部分

を女性が占めることがないように図ることによって、

男女の家庭及び職場での責務の両立を支援する取組を

拡充するよう、締約国に奨励する。委員会は、さまざ

まな年齢層の子供たちのための保育施設の提供と手頃

な料金設定を拡充し、男性の育児休業取得を奨励する

取組を強化するよう締約国に要請する。 

 第１１条で記述した。 

５０．委員会は、思春期の男女を対象とした性の健康に

関する教育を推進すること、及び妊娠中絶に関するも

のを含め、性の健康に関する情報やあらゆるサービス

に対してすべての女性や女児のアクセスを確保するこ

とを締約国に勧告する。委員会はまた、健康や医療サ

ービス提供に関する性別データ、並びにＨＩＶ/エイズ

を含む性感染症の女性への拡大と対策に関するさらな

る情報やデータを次回の報告に盛り込むよう締約国に

要請する。委員会は、女性と健康に関する委員会の一

般勧告第２４号や「北京宣言及び行動綱領」に沿って、

人工妊娠中絶を受ける女性に罰則を科す規定を削除す

るため、可能であれば人工妊娠中絶を犯罪とする法令

を改正するよう締約国に勧告する。委員会は、女性の

精神的・心理的健康に関する情報を次回報告に盛り込

むことを締約国に要請する。 

 第１２条２．妊娠・出産等に

関する健康支援、同条３．女性

の健康をおびやかす問題につい

ての対策の推進及び同条４．女

性の精神的・心理的健康で記述

した。 

５２．委員会は、マイノリティ女性に対する差別を撤廃

するため、政策的枠組の策定及び暫定的特別措置の導

入を含む有効な措置を講じるよう締約国に要請する。

 第２条５．マイノリティ女性

についてで記述した。 
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委員会は、このためにこうした観点から、マイノリテ

ィ女性の代表を意思決定主体の一員として指名するこ

とを締約国に要請する。委員会は、日本におけるマイ

ノリティ女性の状況に関する情報、特に教育、雇用、

健康、社会福祉、暴力被害に関する情報を、次回報告

に盛り込むことを求めた前回の要請(A/58/38、パラ３

６６)を改めて表明する。この観点から、委員会は、ア

イヌの人々、同和地区の人々、在日韓国・朝鮮人、沖

縄女性を含むマイノリティ女性の現状に関する包括的

な調査を実施するよう締約国に求める。 

５４．委員会は、本条約の対象となるすべての分野にお

ける社会的弱者グループの女性の実態の全体像、及び

具体的なプログラムや成果に関する情報を次回報告に

おいて提供するよう締約国に要請する。また、委員会

は、社会的弱者グループの女性に特有のニーズに対応

する性別に配慮した政策やプログラムを導入するよう

締約国に要請する。 

 第２条５．マイノリティ女性

について、第３条２．障害を持

つ女性のための施策、同条３．

高齢者女性のための施策及び同

条４．外国人女性のための施策

で記述した。 

５５．委員会は、本条約に基づく締約国の義務を履行す

るにあたり、本条約の規定を補強する「北京宣言及び

行動綱領」を引き続き活用し、次回報告にその情報を

盛り込むよう締約国に要請する。 

 それぞれの施策の中で取組を

行った。 

５６．委員会は、ミレニアム開発目標の達成には、本条

約の十分かつ効果的な実施が不可欠であることを強調

する。委員会は、ミレニアム開発目標達成を目指すあ

らゆる取組において、社会的性別(ジェンダー)の視点

を取り込み、本条約の規定を明確に反映すること、及

び次回報告にその情報を盛り込むことを締約国に要請

する。 

 第８条１．国際分野における

政策決定への参画状況で記述し

た。 

５７．委員会は、９つの主要な国際人権条約を国家が遵

守することによって、生活のあらゆる面における女性

の人権及び基本的な自由の享受が推進されることに留

意する。従って、委員会は、まだ日本が締約国でない

条約、すなわち、「すべての移住労働者とその家族の

権利の保護に関する国際条約」及び「障害者の権利に

関する条約」の批准を検討するよう日本国政府に奨励

 第３条２．障害を持つ女性の

ための施策及び同条４．外国人

女性のための施策で記述した。 
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する。 

５８．委員会は、法律上及び事実上の女性の平等を保証

するために講じられた措置、及びその関連で必要な今

後の措置を、政府の職員、政治家、国会議員、女性団

体及び人権団体を含む一般国民に認識させるため、今

回の最終見解を日本国内で広く周知させることを要請

する。委員会は、本条約、本条約の選択議定書、委員

会の一般勧告、「北京宣言及び行動綱領」並びに「女

性２０００年会議－２１世紀に向けての男女平等、開

発・平和」と題する第２３回国連特別総会の成果につ

いての周知を、特に女性団体及び人権団体に対し強化

するよう締約国に要請する。 

 第２条６．女子差別撤廃条約

及び同条約の実施状況報告及び

委員会の報告書を普及させるた

めの措置及び第８条２．関連国

連会議等文書の実施についてで

記述した。 

５９．委員会は、上記第１８及び第２８パラグラフに含

まれる勧告の実施に関する書面での詳細な情報を、２

年以内に提出するよう締約国に要請する。 

 ２０１１年８月に「女子差別

撤廃委員会最終見解に対する日

本政府コメント」を、２０１２

年１１月に「女子差別撤廃委員

会最終見解に対する日本政府コ

メントに係る追加的情報提供」

を、それぞれ提出した。 
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